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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

(1) 連結経営指標等 
  

 (注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 
２ 以下の会社を新たに連結の範囲に含めております。 
  第80期 シュリラムピストンアンドリング社    (持分法適用関連会社) 
  第82期 理研汽車配件（武漢）有限公司      (連結子会社) 
  第83期 八重洲技研株式会社           (連結子会社) 
３ 従業員数は就業人員数を記載しております。 
４ 以下の会社を清算したことにより、連結の範囲から除外しております。 
  第82期 モダンインダストリアルプラスチックス社 (連結子会社) 
５ 以下の会社を解散したことにより、連結の範囲から除外しております。 
  第83期 株式会社リケンエレテック        (連結子会社) 
６ 純資産額の算定にあたり、第83期から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」(企業会計基準
第５号)及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」(企業会計基準適用指針第８
号)を適用しております。 

７ 以下の会社は全株式を売却したことにより、連結の範囲から除外しております。 
  第84期 大韓理研株式会社            (連結子会社) 
８ 第84期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、希薄化効果を有している潜在株式がないため記
載をしておりません。 

  

回次 第80期 第81期 第82期 第83期 第84期

決算年月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月

売上高 (百万円) 71,738 78,429 88,675 91,272 95,765 

経常利益 (百万円) 6,660 7,844 9,549 9,058 8,765 

当期純利益 (百万円) 3,877 4,998 5,659 5,443 4,165 

純資産額 (百万円) 30,888 35,254 41,596 47,395 49,836 

総資産額 (百万円) 74,459 80,747 88,311 94,522 91,576 

１株当たり純資産額 (円) 297.07 337.98 393.83 431.48 460.06 

１株当たり当期純利益 (円) 37.07 47.86 53.55 51.65 39.67 

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 (円) 37.06 47.78 53.43 51.59 ─ 

自己資本比率 (％) 41.5 43.7 47.1 47.9 52.5 

自己資本利益率 (％) 13.2 15.1 14.7 12.5 8.9 

株価収益率 (倍) 10.4 11.0 18.2 14.5 11.6 

営業活動による 
キャッシュ・フロー (百万円) 6,529 7,547 10,862 7,639 7,167 

投資活動による 
キャッシュ・フロー (百万円) △4,283 △5,427 △8,662 △6,360 △3,014 

財務活動による 
キャッシュ・フロー (百万円) △2,071 △2,959 △2,134 △509 △3,524 

現金及び現金同等物の 
期末残高 (百万円) 6,520 5,578 6,090 7,097 7,645 

従業員数 
(外、平均臨時雇用者数) (人)

3,699 
(1,328)

3,723 
(1,607)

3,880 
(1,657)

4,085 
(1,651)

3,949 
(1,672) 
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(2) 提出会社の経営指標等 
  

 (注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 
２ 従業員数は就業人員数を記載しております。 
３ 純資産額の算定にあたり、第83期から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」(企業会計基準
第５号)及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」(企業会計基準適用指針第８
号)を適用しております。 

４ 第84期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、希薄化効果を有している潜在株式がないため記
載をしておりません。 

  

回次 第80期 第81期 第82期 第83期 第84期

決算年月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月

売上高 (百万円) 63,263 68,483 76,316 77,892 77,175 

経常利益 (百万円) 4,614 5,228 6,068 6,158 5,735 

当期純利益 (百万円) 2,891 3,245 3,727 4,006 3,037 

資本金 (百万円) 8,573 8,573 8,573 8,573 8,573 

発行済株式総数 (株) 106,484,667 106,484,667 106,484,667 106,484,667 106,484,667 

純資産額 (百万円) 24,971 27,556 30,900 32,424 33,849 

総資産額 (百万円) 60,639 65,460 70,597 69,583 67,967 

１株当たり純資産額 (円) 240.12 264.13 292.47 308.72 323.45 

１株当たり配当額 
(内、１株当たり 
中間配当額) 

(円) 8.50 
(―)

10.00 
(―)

12.00 
(―)

12.00 
(5.00)

12.00 
(5.00) 

１株当たり当期純利益 (円) 27.59 31.00 35.14 38.01 28.93 

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 (円) 27.58 30.95 35.06 37.97 ─ 

自己資本比率 (％) 41.2 42.1 43.8 46.6 49.8 

自己資本利益率 (％) 12.1 12.4 12.8 12.7 9.2 

株価収益率 (倍) 14.0 16.9 27.7 19.7 16.0 

配当性向 (％) 30.8 32.3 34.1 31.6 41.5 

従業員数 
(外、平均臨時雇用者数) (人)

1,466 
(604)

1,470 
(779)

1,469 
(821)

1,545 
(794)

  1,623 
(767) 
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２ 【沿革】 

 
  

昭和２年11月 理化学興業㈱(当社の前身)設立、日本で初めて実用ピストンリングの製造を開始。 

昭和９年３月 理化学興業㈱は柏崎工場を分離し、理研ピストンリング㈱を設立。 

昭和13年10月 社名を理研重工業㈱に改称。 

昭和16年８月 社名を理研工業㈱に改称。 

昭和24年12月 企業再建整備法に基づき理研柏崎ピストンリング工業㈱として新発足(本社中央区
日本橋通三丁目５番地)。資本金２千万円。 

昭和25年８月 社名を理研ピストンリング工業㈱に改称。 

昭和27年５月 東京証券取引所に上場。 

昭和28年１月 本社を中央区日本橋本石町に移転。 

昭和28年５月 理研鋳鉄㈱を合併。資本金１億２千万円。 

昭和35年４月 本社を港区西新橋に移転。 

昭和36年９月 東京証券取引所第一部上場銘柄。 

昭和43年６月 永豊グループ(台湾)と合弁で、台湾でのピストンリング、シリンダーライナー、シ
リンダーブロック等の製造及び販売のため、台湾理研工業股份有限公司を設立。 

昭和45年12月 ルーカスファーネスディベロップメント社(英国)とルーカス式焼却炉の技術提携。 

昭和48年12月 サイアム・モータース社(タイ)と合弁で、タイにおけるピストンリングの製造、販
売のため、サイアムリケン社をバンコク市(タイ)に設立。 

昭和49年２月 米国におけるピストンリング等の販売のため米国イリノイ州にリケンオブアメリカ
社を設立。 

昭和50年９月 明和産業㈱、インドネシア現地資本との合弁にて、可鍛鋳鉄製品生産のため、スラ
バヤ市(インドネシア)にP.T.スリ・リケン・ヴィグナ・インドネシア(現P.T.パカ
ルティリケンインドネシア)を設立。 

昭和51年10月 本社を千代田区九段北に移転。 

昭和54年10月 社名を株式会社リケンに改称。 

昭和58年７月 欧州におけるピストンリング等の販売のためデュッセルドルフ市(ドイツ)にユーロ
リケン社を設立。 

昭和63年１月 忠南紡績㈱と合弁で、韓国でのピストンリングの製造、販売のため、大韓理研㈱を
大田市(韓国)に設立。 

平成元年６月 シールドパワー社(米国)と合弁で、米国でのピストンリング製造、販売のためアラ
イドリング社を設立。 

平成６年10月 TPM優秀賞第一類受賞。 

平成９年９月 ピストンリング部門でISO9001認証取得。(平成15年12月当社全社取得。その前後に
国内外主要関係会社で認証取得。) 

平成10年10月 TPM優秀継続賞第一類受賞。 

平成11年８月 デーナアルバラス社(ブラジル)へVWブラジル用ピストンリングの技術援助。 

平成12年５月 デーナ社(米国)とピストンリング事業のグローバル提携覚書調印。 

平成13年３月 柏崎・熊谷両事業所でISO14001認証取得(平成14年３月 認証範囲を本社・営業地
区及び主な国内関係会社に拡大)。 

平成15年２月 海外営業部アジア営業室の下部組織として、ジャカルタ駐在員事務所設立。 

平成16年１月 中国におけるピストンリング等の製造、販売のため理研汽車配件(武漢)有限公司を
湖北省(中国)に設立。 

平成16年10月 ピストンリング部門と精機部品部熊谷製造部でISO/TS16949認証取得。(その前後に
国内外主要関係会社で認証取得。) 

平成19年６月 マーレ社(ドイツ)とピストンリング事業、カムシャフト事業及びその他製品事業の
グローバル提携覚書調印。 

平成20年１月 子会社大韓理研㈱は、全株式の売却により連結会計年度末で連結の範囲から除外。 
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３ 【事業の内容】 

当社グループ(当社及び当社の関係会社)は、当社、子会社22社(うち海外８社)及び関連会社７社(うち

海外４社)で構成され、ピストンリングを始めとした自動車・産業機械部品及びその他産業向け製品の製

造・販売を主な内容として国内及び海外にてグローバルに事業を営んでおり、更にグループ内外を対象に

したサービス、建設工事等の事業活動を展開しております。 

当社グループの事業に係る位置づけは次のとおりであります。 

なお、下記の各事業は、「第５ 経理の状況 １(1)連結財務諸表 注記」におけるセグメント情報の事

業の種類別セグメントと対応しております。 

  

 
  

自動車・産業機械部品事業……… 当社が製造販売するほか、子会社㈱リケンキャステックが製造した

ものを当社が仕入れて販売しております。また、子会社理研機械

㈱、日本メッキ工業㈱、㈱リケン精密、柏崎ピストンリング㈱は当

社製造工程の一部を下請けしております。子会社理研商事㈱は当社

製品の販売、関連会社八重洲貿易㈱は当社製品の輸出をしておりま

す。なお、海外では子会社リケンオブアメリカ社(米国)、ユーロリ

ケン社(ドイツ)、リケンオブアジア社(シンガポール)が当社製品を

販売しております。 

このほか、子会社P.T.パカルティリケンインドネシア(インドネシ

ア)、理研汽車配件(武漢)有限公司(中国)、関連会社台湾理研工業

股份有限公司(台湾)、サイアムリケン(タイ)、アライドリング社

(米国)が各々製造販売をしております。 

その他事業………………………… 電熱材、工業炉、電波暗室等については子会社㈱リケン環境システ

ムが製造販売しております。また、建設関連部品は当社が製造販売

するほか、子会社P.T.パカルティリケンインドネシア(インドネシ

ア)が製造したものを当社が仕入れて販売しております。サービス

事業等は子会社㈱アール・ケー・イーがゴルフ場経営、工場内の営

繕修理及び建設請負工事、子会社光陽サービス㈱が工場内の営繕修

理を各々行っております。子会社八重洲技研㈱は当社製品の電熱

材、工業炉等の販売を行っております。 
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事業の系統図は次のとおりであります。 
 

  
  (注) 大韓理研㈱は、全株式を売却したため、当連結会計年度末で連結の範囲より除いております。 

  なお、みなし売却日（平成19年12月31日）までの損益計算書及びキャッシュ・フロー計算書を連結しており
ます。 

  
当社グループに属する子会社・関連会社の名称、所在地(海外)、事業内容、及び事業セグメントとの関
連は、事業系統図に示したとおりであります。 
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４ 【関係会社の状況】 
  

 
  

名称 住所 資本金又は 
出資金

主要な事業 
の内容

議決権の 
所有(被所有)割合

関係内容
所有割合
(％)

被所有割合
(％)

(連結子会社) 
  
㈱リケンキャステック 
(注)２ 新潟県柏崎市 200百万円 自動車・産業機械部品事業 100.0 ― 自動車用鋳造部品等の製造委託。 役員の兼任等…有 

理研機械㈱ 新潟県柏崎市 48百万円 自動車・産業機械部品事業 92.3 ― 
ピストンリングの加工並びにシール
リングの製造委託。 

役員の兼任等…有 

日本メッキ工業㈱ 新潟県柏崎市 96百万円 自動車・産業機械部品事業 64.1 ― 
ピストンリングの表面処理加工委
託。 

役員の兼任等…有 

柏崎ピストンリング㈱ 新潟県柏崎市 45百万円 自動車・産業機械部品事業 
98.4 
(11.7) ― 船舶用ピストンリングの加工委託。 役員の兼任等…有 

㈱リケン精密 新潟県柏崎市 20百万円 自動車・産業機械部品事業 
99.9 
(9.9) ― 自動車関連部品の機械加工委託。 役員の兼任等…有 

㈱アール・ケー・イー 新潟県柏崎市 80百万円 その他事業 97.2 
(22.2) ― 建設工事等の発注。 役員の兼任等…有 

㈱テムコ 新潟県柏崎市 30百万円 自動車・産業機械部品事業 100.0 ― 金型の製造委託。 役員の兼任等…無 

日研機工㈱ 新潟県柏崎市 10百万円 自動車・産業機械部品事業 
99.9 
(29.9) ― 自動車関連部品の加工委託。 役員の兼任等…無 

理研熊谷機械㈱ 埼玉県熊谷市 10百万円 自動車・産業機械部品事業 
91.4 
(30.4) ― 自動車関連部品の加工委託。 役員の兼任等…無 

㈱リケン環境システム 東京都千代田区 20百万円 その他事業 100.0 
(40.0) ― 

電熱材、工業炉及び電波暗室設備の
製造委託。 

役員の兼任等…有 

光陽サービス㈱ 埼玉県熊谷市 16百万円 その他事業 100.0 ― 厚生施設の管理。 役員の兼任等…無 

理研商事㈱ 東京都港区 50百万円 自動車・産業機械部品事業 100.0 ― 
ピストンリング及び自動車関連部品
の販売委託。 

役員の兼任等…有 

八重洲技研㈱ 東京都千代田区 49百万円 その他事業 100.0 ― 電熱材・工業炉等の販売委託。 役員の兼任等…有 

リケンコーポレーション 
オブアメリカ社 
(注)２ 

米国 
デラウェア州 
ウィルミントン市 

千米ドル 

26,500 
その他事業 100.0 ― 米国現地法人の統轄会社。 役員の兼任等…有 

リケンインター 
ナショナル社 

米国 
デラウェア州 
ドーバー市 

千米ドル 

20,000 
その他事業 100.0 

(100.0) ― ―― 
役員の兼任等…有 

リケンオブアメリカ社 
米国 
イリノイ州 
スコーキー町 

千米ドル 

250 
自動車・産業
機械部品事業 100.0 ― 当社製品の米国地区の販売。 役員の兼任等…有 

ユーロリケン社 
ドイツ 
デュッセルドルフ
市 

ユーロ 

664,679.45 
自動車・産業
機械部品事業 100.0 ― 当社製品の欧州地区の販売。 役員の兼任等…有 

リケンイスパニア社 スペイン 
タラゴナ県 

ユーロ 

90,150 
自動車・産業
機械部品事業 

100.0 
(100.0) ― ―― 

役員の兼任等…有 

P.T.パカルティリケン 
インドネシア 
(注)４ 

インドネシア 
スラバヤ市 

百万インド 
ネシアルピア 

4,150 

自動車・産業
機械部品事業 40.0 ― 

資金援助(債務保証)、管継手及び自
動車用鋳造部品製造法の技術援助。 

役員の兼任等…有 

理研汽車配件(武漢) 
有限公司 
(注)２ 

中華人民共和国  
湖北省      
武漢市 

千元 

154,223 
自動車・産業
機械部品事業 100.0 ― 

資金援助(債務保証)、ピストンリン
グの加工の製造委託。 

役員の兼任等…有 
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(注) １ 主要な事業の内容欄には、事業の種類別セグメントの名称を記載しております。 

２ 特定子会社は㈱リケンキャステック、リケンコーポレーションオブアメリカ社及び理研汽車配件(武漢)有限
公司であります。 

３ 「議決権の所有(被所有)割合」欄の(内書)は間接所有であります。 
４ 持分は100分の50以下でありますが、実質的に支配しているため子会社としております。 
５ 有価証券届出書又は有価証券報告書を提出している会社はありません。 

  

 

名称 住所 資本金又は 
出資金

主要な事業 
の内容

議決権の 
所有(被所有)割合

関係内容
所有割合
(％)

被所有割合
(％)

(持分法適用関連会社) 
  

日研ステンレス継手㈱ 埼玉県熊谷市 90百万円 その他事業 50.0 ― 建設関連部品の加工。 役員の兼任等…有 

アライドリング社 

米国 
ミシガン州 
セントジョーンズ
町 

千米ドル 

1,600 

自動車・産業
機械部品事業 

50.0 
(50.0) ― ピストンリング製造法の技術援助。 役員の兼任等…有 

台湾理研工業股份 
 有限公司 

台湾 
台北県 

千NTドル 

200,000 
自動車・産業
機械部品事業 50.0 ― 

ピストンリング他、自動車関連部品
製造法の技術援助。 

役員の兼任等…有 

サイアムリケン社 タイ 
チョンブリ県 

千タイバーツ 

33,000 
自動車・産業
機械部品事業 49.0 ― ピストンリング製造法の技術援助。 役員の兼任等…有 

シュリラムピストン 
アンドリング社 

インド 
デリー市 

百万インド 
ルピー 

223 

自動車・産業
機械部品事業 21.0 ― ピストンリング製造法の技術援助。 役員の兼任等…有 
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５ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社の状況 
平成20年３月31日現在 

 
(注) １ 従業員数は就業人員数を記載しております。 

２ 従業員数欄の(外数)は、臨時従業員の年間平均雇用人員数を記載しております。 

  

(2) 提出会社の状況 
平成20年３月31日現在 

 
(注) １ 従業員数は就業人員数を記載しております。 

２ 平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。 
３ 従業員数欄の(外数)は、臨時従業員の年間平均雇用人員数を記載しております。 

  

(3) 労働組合の状況 

当社の労働組合はリケン労働組合と称し、本部を熊谷事業所に設け、柏崎事業所、熊谷事業所及び東

京本社に支部を設けております。組合員数は、平成20年３月31日現在1,377名であり、産業別労働組合

ジェイ・エイ・エム（JAM）に加盟しております。 

なお、国内連結子会社７社、在外連結子会社１社については労働組合が組織されており国内連結子会

社については当社と同様にJAM に加盟しております。 

労働組合が組織されている在外子会社の労使関係について特に記載すべき事項はありません。 

事業の種類別セグメントの名称 従業員数(人)

自動車・産業機械部品事業 2,972 
(1,223) 

その他事業 418 
(248) 

全社(共通) 559 
(201) 

合計 3,949 
(1,672) 

従業員数(人) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(円)

1,623 
(767) 41.2 19.5 6,493,808 
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第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当連結会計年度における経済環境は、米国のサブプライムローン問題を契機とする住宅・株式・金融

市場の波乱等により、特に年度後半には米国のみならず欧州においても経済成長に鈍化が見られまし

た。中国・インド等では高い経済成長が維持されていましたが、その成長を支える原油、資源等の需要

増加等から世界的に価格高騰が生じております。  

 日本経済は設備投資や輸出の増加、底堅い個人消費等により年度前半は好調でしたが、年度後半に急

速に減速してきました。  

 自動車産業では、年度前半の世界的な需要の増加に伴い、日系自動車メーカーの輸出ならびに海外生

産は増加しましたが、国内販売が減少したこともあって国内生産は前年並みとなりました。  

 国内の建設・住宅産業については、平成19年６月の建築基準法改正の影響を受け、着工が大きく減少

しました。  

 このような経営環境のもと、当社グループはピストンリング、カムシャフト、トランスミッション用

シールリングをはじめとして、品質、技術、価格における競争力強化に努め、お客様のニーズに適った

製品の開発・販売に努めてまいりました。  

 当連結会計年度は、平成19年７月16日に新潟県中越沖地震が発生し、柏崎地区の事業所及び連結子会

社が被災し操業を停止しましたが、多くの方々のご支援を頂き、早期に設備の修復が完了、通常の生産

体制に復旧し、８月以降生産の挽回に努めました。その結果、自動車関連部品ならびにその他製品の販

売は前年同期比増加し、連結売上高は957億６千５百万円（前期比4.9%増）を計上いたしました。利益

面では、製品構成の変化や原材料価格の上昇に対し、製造部門の合理化に努めましたが、営業利益は73

億４千６百万円（前期比2.7%減）、経常利益は87億６千５百万円（前期比3.2%減）となりました。当期

純利益は、新潟県中越沖地震被災に伴う資産の除却、復旧費用等を特別損失として計上したことにより

41億６千５百万円（前期比23.5%減）となりました。  

 なお、大韓理研㈱については本年１月にその全株式を売却いたしました。その影響額として２億７千

９百万円の特別損失を計上いたしました。 

  

①自動車・産業機械部品事業 

自動車・産業機械部品事業では、ピストンリング、カムシャフト、トランスミッション用シールリン

グ、素形材部品、バルブリフター等、当社グループの主力製品を取り扱っております。当連結会計年度

は震災による一時的な落ち込みはありましたが、ピストンリング、カムシャフト、シールリングの販売

は総じて堅調に推移するとともに、素形材部品、その他動弁部品の販売が大幅に増加しました。結果と

して当事業部門の売上高は815億９千万円（前期比5.0％増）となりました。営業利益については、製品

構成の変化、高品質・高精度化の要求への対応、原油・原材料価格上昇の影響等に対し製造部門の合理

化等に努めましたが、52億９千７百万円（前期比2.6％減）となりました。 
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②その他事業 

その他事業では、主として配管機器、電波暗室及び電熱材・工業炉等の熱エンジニアリング製品を取

り扱っております。当連結会計年度は、配管機器の販売は減少しましたが、熱エンジニアリング製品な

らびに電波暗室の販売が増加しました。その結果、当事業部門の売上高は153億９千４百万円（前期比

5.4％増）、営業利益は22億６千４百万円（前期比3.5％増）となりました。 

  

(2) キャッシュ・フローの状況 

当連結会計年度における連結ベースの現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前連結会計

年度末に比べ５億４千７百万円増加し、当連結会計年度末には76億４千５百万円（前期比7.7％増）と

なりました。 

当連結会計年度における各キャッシュ・フロー状況とそれらの要因は次のとおりであります。 

  

(営業活動によるキャッシュ・フロー) 

当連結会計年度において営業活動の結果得られた資金は、主に税金等調整前当期純利益70億３千４百

万円、減価償却費57億６千８百万円があった一方で、新潟県中越沖地震震災関連費用の支払額13億６百

万円及び法人税等の支払額28億３百万円があったことなどにより、71億６千７百万円（前期比6.2％

減）となりました。 

  

(投資活動によるキャッシュ・フロー) 

当連結会計年度において投資活動の結果使用した資金は、主に設備の増強及び更新等有形固定資産取

得による支出59億７千８百万円がありましたが、優先出資証券の償還及び優先株式売却による収入等27

億４千３百万円があったことなどにより、30億１千４百万円（前期比52.6％減）となりました。 

  

(財務活動によるキャッシュ・フロー) 

当連結会計年度において財務活動の結果使用した資金は、有利子負債である借入金の純減少額20億３

千９百万円と配当金の支払額12億５千９百万円の支出などにより、35億２千４百万円（前期比591.3％

増）となりました。 
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２ 【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 生産実績 
当連結会計年度における生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、下記のとおりでありま
す。 

  

 
(注) １ 金額は、販売価格等によっております。 

２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 
  
(2) 受注状況 
当連結会計年度における受注状況を事業の種類別セグメントごとに示すと、下記のとおりでありま
す。 

  

 
(注) 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 
  
(3) 販売実績 
当連結会計年度における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、下記のとおりでありま
す。 

  

 
(注) １ 前連結会計年度及び当連結会計年度における主な相手先別の販売実績及び総販売実績に対する割合は、次の

とおりであります。 
  

 
２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

事業の種類別セグメントの名称 生産高(百万円) 前年同期比(％)

自動車・産業機械部品事業 87,489 ＋3.5 

その他事業 10,258 ＋12.1 

合計 97,747 ＋4.3 

事業の種類別 
セグメントの名称 受注高(百万円) 前年同期比(％) 受注残高(百万円) 前年同期比(％)

自動車・産業機械部品事業 81,788 ＋5.6 8,156 ＋2.5 

その他事業 15,869 ＋19.7 2,716 ＋165.8 

合計 97,657 ＋7.7 10,872 ＋21.1 

事業の種類別セグメントの名称 販売高(百万円) 前年同期比(％)

自動車・産業機械部品事業 81,590 ＋5.0 

その他事業 14,174 ＋4.4 

合計 95,765 ＋4.9 

相手先
前連結会計年度 当連結会計年度

金額(百万円) 割合(％) 金額(百万円) 割合(％)

本田技研工業株式会社 9,636 10.6 10,287 10.7 
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３ 【対処すべき課題】 

(1) 中長期的な会社の経営戦略と対処すべき課題 

当社グループでは今後の持続的な成長を実現するため、2006年度から2008年度までの中期経営計画

「PLAN 2008」を推進しており、2008年度はその最終年度に当たります。本中期計画においては、グロ

ーバル化と技術革新のなかにあって、技術力を徹底して高めることを最大の経営課題と位置づけ、企業

価値向上に取り組んでいます。 

  

＜ リケングループ中期経営計画 「PLAN 2008」 ＞ 

スローガン 

Think Big, Aim High, and Do Through．(大きな思考で、目標高く、やり遂げよう) 

メインテーマ 

『 技術開発強化・グローバル展開による企業価値の持続的成長 』 

中期重点施策 

① 顧客価値を創造する先行技術開発 

② 世界同一・最高品質の実現 

③ ものづくり革新による生産性の飛躍的向上 

④ グローバル事業体制の拡充 

⑤ 人材の確保と育成強化 

⑥ ＣＳＲ推進強化 

  

当社は、経済、環境、社会等の幅広い分野における責任を果たすことにより、継続的に企業価値を高

めていくことを目指し、コーポレート・ガバナンスの確立を経営上の重要課題と位置付けています。そ

のため、内部統制システム整備に関する基本方針に基づき、コンプライアンスの徹底やリスクマネジメ

ントの充実をはじめとした企業の透明性、効率性、健全性の確保に取り組んでいます。 

 ＣＳＲ委員会を設置し、従来から推進している環境保全や社会貢献、正確で適切な情報開示、ＣＳ

（顧客満足創造）等の活動を当社グループ全体で統括しています。  

 内部統制については、専門部署を設置し社内規定の制定等体制整備を進めており、更なるレベルアッ

プを図っています。  

 また、当社は平成19年６月、ドイツのマーレ社とグローバルな業務提携に関する覚書に調印致しまし

た。両社は相互の独立性を尊重しつつ、本提携を通じて生産・技術開発等の各分野における戦略的かつ

グローバルな協力体制を構築し、相互の経営資源の有効活用を図るとともに、シナジー効果を創出し、

より価値の高い製品とサービスの提供、両社の企業価値の向上を図ってまいります。今後、ピストンリ

ング、カムシャフト及び幅広い技術開発にかかわる共同プロジェクトを順次推進致します。 
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(2) 株式会社の支配に関する基本方針について 

当社は、平成19年５月23日開催の当社取締役会において、「当社の財務及び事業の方針の決定を支配

する者の在り方に関する基本方針」（以下、「基本方針」といいます。）を決定するとともに、平成19

年６月28日開催の定時株主総会の承認を得て、基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び

事業の方針の決定が支配されることを防止するための取組みとして「当社株券等の大規模買付行為に関

する対応策（買収防衛策）」（以下、「本プラン」といいます。）を導入しております。 

当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針の内容、基本方針の実現に

資する取組み及び本プランの内容は次のとおりであります。 

  

＜ 当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針 ＞ 

① 基本方針の内容 

当社は、上場会社として、当社の株主の在り方について、株主は市場での自由な取引を通じて決ま

るものと考えています。したがって、株式会社の支配権の移転を伴う買付提案に応じるかどうかの最

終的な判断も、株主の皆様の意思に基づき行われるべきものと考えます。 

しかし、当社株式の大規模買付行為等の中には、その目的等からみて株主に株式の売却を事実上強

要するおそれのあるもの、当社の取締役会や株主が買付内容について判断するための合理的に必要と

なる時間や情報を提供しないもの等、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を毀損するおそれのあ

るものもありえます。このような不適切な大規模買付行為等を行う者は、例外的に、当社の財務及び

事業の方針の決定を支配する者として適当でないと考えます。 

  

② 基本方針の実現に資する取組み 

当社では、多数の投資家の皆様に長期的に当社に投資を継続して頂くために、当社の企業価値ひい

ては株主共同の利益を向上させるための取組みとして、上述(1)の中期経営計画「PLAN 2008」の推

進及びコーポレート・ガバナンスの確立に向けた活動をしております。これらの取組みは、上記①の

基本方針の実現にも資するものと考えています。 

  

③ 基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の方針の決定が支配されることを防止

するための取組み 

ⅰ) 本プランの対象となる当社株券等の買付 

本プランは、特定株主グループの議決権割合を20％以上とすることを目的とする当社株券等の買

付行為、又は結果として特定株主グループの議決権割合が20％以上となる当社株券等の買付行為を

対象とし、かかる買付行為を「大規模買付行為」といい、かかる買付行為を行う者を「大規模買付

者」といいます。 

ⅱ) 独立委員会の設置 

本プランを適正に運用し、取締役会によって恣意的な判断がなされることを防止し、当社決定の

合理性・公正性を担保するため、独立委員会を設置しております。独立委員会の委員は3名以上と

し、公正で中立的な判断を可能とするため、当社の業務執行を行う経営陣から独立している社外取

締役、社外監査役または社外有識者のいずれかに該当する者の中から選任します。 
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ⅲ) 大規模買付ルールの概要 

大規模買付者が大規模買付行為を行う前に、遵守すべき大規模買付ルールは、取締役会に対し、

大規模買付行為に関する評価検討に必要な情報を提供し、情報の提供後設定する取締役会による評

価、検討、交渉、意見形成、代替案立案のための期間経過後にのみ大規模買付行為が開始されると

いうものです。 

ⅳ) 大規模買付者が大規模買付ルールを遵守しない場合 

大規模買付者が大規模買付ルールを遵守しなかった場合には、買付方法の如何にかかわらず、当

社取締役会は、独立委員会の勧告を最大限尊重したうえで、対抗措置を取ることがあります。 

ⅴ) 大規模買付者が大規模買付ルールを遵守した場合 

大規模買付者が大規模買付ルールを遵守した場合には、当社取締役会は、原則として対抗措置は

とりません。大規模買付者の買付提案に応じるか否かは、株主の皆様にご判断を委ねます。 

但し、当該大規模買付行為が、会社に回復し難い損害をもたらすなど、当社の企業価値ひいては

株主共同の利益を著しく損なうと判断される場合には、例外的に当社取締役会は、独立委員会の勧

告を最大限尊重したうえで、対抗措置を取ることがあります。 

ⅵ) 本プランの有効期限等 

本プランの有効期限は平成22年６月30日までに開催される定時株主総会の終結の時までとなって

おります。有効期間中であっても株主総会または取締役会の決議により廃止が可能です。 

  

④ 上記取組みが基本方針に沿い、当社の企業価値ひいては株主共同の利益に合致し、当社の会社役員

の地位の維持を目的とするものではないことについて 

上記②の当社の企業価値ひいては株主共同の利益を向上させるための取組みは、まさに基本方針に

沿うものであり、上記③のとおり本プランの設計に際しては以下の点を十分考慮しており、本プラン

が基本方針に沿い、当社の企業価値ひいては株主共同の利益に合致するものであり、当社の会社役員

の地位の維持を目的とするものではないと考えております。 

ⅰ) 買収防衛策に関する指針の要件を充足していること 

ⅱ) 株主共同の利益をそこなうものではないこと 

ⅲ) 株主意思を反映するものであること 

ⅳ) 独立性の高い社外者の判断の重視と情報開示 
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４ 【事業等のリスク】 

当社グループの経営成績、株価及び財務状況等に影響を及ぼす可能性のあるリスクは以下のとおりであ

ります。なお、文中における将来に関する事項は、有価証券報告書提出日(平成20年６月24日)現在におい

て当社グループが判断したものであります。 

  

(1) 需要の特性について 

当社グループの売上は自動車・産業機械部品が全体の８割強を占めており、海外における現地調達化

の進展などを含む自動車メーカーの調達方針の変化、燃料電池や電気自動車の開発・実用化などの技術

革新、環境規制を含む法規制の強化等、自動車マーケットの事業構造に大きな変化が生じた場合、当社

グループの現主力製品の需要が減少する可能性があります。 

  

(2) 災害等による影響 

当社グループは、国内では主力製品を新潟県柏崎市にある当社柏崎事業所と埼玉県熊谷市にある当社

熊谷事業所及びその周辺に立地する工場で生産しています。耐震工事等の実施及び在庫管理方法の整備

等を進めておりますが、両地区に生産が集中している為、これらの地域で大規模な地震その他の災害が

発生した場合、当社製品の生産に支障が生じる可能性があります。 

また、当社グループは、米国、スペイン、インドネシア、中国、台湾、タイ、インドに生産拠点を持

ち、お客様に製品を供給しております。国内外のこれらの地域で、大規模な地震その他の災害が発生し

た場合、製品の相互供給によりお客様への納入を継続する方針としておりますが、一時的に当該地域で

の製品の生産・供給体制に支障が生じる可能性があります。 

  

(3) 資材の調達及び価格の変動 

生産に必要な資材の調達につきましては、供給の安定や品質、コストの面から最適な調達先を選定し

ておりますが、需給の逼迫及びこれに伴い原材料価格が上昇する可能性があり、生産計画への支障やコ

ストアップが発生し、当社グループの業績と財務状況に影響を及ぼす可能性があります。 

  

(4) 海外展開に関する影響 

当社グループは、国外において米国・欧州（ドイツ、スペイン）、アジア（インドネシア、中国、台

湾、タイ、インド、シンガポール）の拠点で生産・販売活動を行っております。これら各国における政

治、経済、社会的混乱などによるリスクが内在しており、これらの事象が当社グループの業績と財務状

況に影響を及ぼす可能性があります。また、事業展開する各国において様々な政府規制や、法規制の適

用による影響を受ける可能性があります。 

当社グループは、国外においては主として現地資本と合弁で事業を行っており、これら合弁事業の合

弁先の経営、財務その他の要因が当社グループの事業に影響を及ぼす可能性があります。 
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(5) 品質に関する影響 

当社グループの製品には、自動車の重要保安部品として指定されている製品もあり、製品に品質不具

合が発生し、お客様への流出が防止できなかった場合、補償などの費用の発生と社会的信用の低下によ

り、当社グループの業績と財務状況に影響を及ぼす可能性があります。 

そのような品質問題の発生を徹底的に防止すべく、当社グループでは常により高度な品質保証体制の

構築を目指しており、万全の体制で製品の生産・販売に努めております。 

  

(6) 為替変動の影響 

売上・費用・資産を含む現地通貨建の項目は、連結財務諸表の作成時に円換算されており、現地通貨

における価値に変動がない場合も、円換算後の価値が影響を受ける可能性があります。他の通貨に対す

る円高、特に米ドル及びユーロに対する円高は、当社グループの業績と財務状況に影響を及ぼす可能性

があります。 

  

(7) 環境規制に関する影響 

当社グループの国内外の生産拠点においては、環境に関する規制を遵守しておりますが、これらの規

制は改正・強化される可能性があり、規制を遵守するための費用は、当社グループの業績と財務状況に

影響を及ぼす可能性があります。 
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５ 【経営上の重要な契約等】 

(1) 技術援助契約 
  

 
  

契約会社名
相手方

契約年月日 内容 契約期間 対価の受取
国籍 名称

株式会社 
リケン 
(当社) 

台湾 台湾理研工業股份有限公司 平成17.８.22

ピストンリング、シリ
ンダライナ、ブロッ
ク、カムシャフト、ナ
ックル及び各種鋳物製
品の製造法 

３年 販売価額の一定料率

タイ SIAM RIKEN IND.CO.,LTD. 
(サイアム リケン社) 

平成16.４.19
ピストンリング及び各
種鋳鉄製エンジン部品
の製造法 

５年 〃

インド 
ネシア

P.T.PAKARTI RIKEN  
INDONESIA 
(P.T.パカルティ リケン 
インドネシア) 

平成18.1.1 管継手及び自動車用鋳
造部品の製造法 ５年 〃

インド

SHRIRAM PISTONS & 
RINGS LIMITED 
(シュリラム ピストン 
アンド リング社) 

平成19.３.１ ピストンリングの製造
法 ７年 〃

米国 ALLIED RING CORP. 
(アライド リング社) 

平成元.９.１ ピストンリングの製造
法 契約更改交渉中 〃

米国 GREDE FOUNDRIES,INC. 
(グレディ ファンドリー社) 

平成17.７.17 ダクタイル鋳物部品の製造法 平成22.７.16迄 〃

米国 GREDE FOUNDRIES,INC. 
(グレディ ファンドリー社) 

平成13.７.23 ロアーコントロールアーム 

量産納入 
開始後 

８年 
〃

米国 GREDE FOUNDRIES,INC. 
(グレディ ファンドリー社) 

平成15.９.16 シートパーツ 
量産納入 
開始後 

８年 
〃

韓国 大韓理研株式会社 平成17.３.１ ピストンリングの製造
法 ５年 〃

中国 廈門理研工業有限公司 平成11.８.１ ピストンリングの製造
法 10年 〃

中国 廈門理研工業有限公司 平成16.10.１ カムシャフトの製造法 ５年 〃

中国 理研汽車配件(武漢) 
有限公司 

平成17.３.１

ピストンリング、シー
ルリング、動弁製品及
びその他鋳物製品の製
造法 

10年 〃
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(2) 合弁事業契約 
  

 
  

(3) 商標権使用許諾契約 
  

 
  

(4) 特許・ノウハウ実施許諾契約 
  

 
  

契約会社名
相手方

合弁会社名称 出資 
比率 契約年月日 備考

国籍 名称

株式会社 
リケン 
(当社) 

台湾 何   栄 庭 台湾理研工業股份有限公司 50％ 昭和41.12.15 自動車部品の製
造及び販売 

タイ
SIAM MOTORS 
CO., LTD. 
(サイアム モータース社) 

SIAM RIKEN IND. CO.,LTD. 
(サイアム リケン社) 

49％ 昭和48.12.20 同上

インド
ネシア

①P.T.PAKARTI YOGA 
(P.T.パカルティ ヨガ) 
②明和産業株式会社 

P.T.PAKARTI RIKEN 
INDONESIA 
(P.T.パカルティ リケン 
インドネシア) 

40％ 昭和50.８.22
管継手及び自動
車部品の製造及
び販売 

米国 MAHLE ENGINE COMPONENTS 
USA,INC. 

ALLIED RING CORP. 
(アライド リング社) 

50％ 平成元.６.13 ピストンリングの
製造及び販売 

契約会社名
相手方

契約年月日 内容 契約期間 対価の受取
国籍 名称

株式会社 
リケン 
(当社) 

台湾 台湾理研工業股份有限公司 平成17.８.22 市販品販売に係る 商標権の使用許諾 ３年 販売価額の 一定料率

中国 理研汽車配件(武漢)有限公司 平成18.８.22 同上 平成27.２.28迄 同上

日本 株式会社リケン環境システム 平成18.10.１ 同上 ５年 同上

契約会社名
相手方

契約年月日 内容 契約期間 対価の受取
国籍 名称

株式会社 
リケン 
(当社) 

日本 株式会社リケン環境システム 平成18.10.１
製造販売に係る特許
及びノウハウの実施
許諾 

５年 
販売価額の  
一定料率 
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６ 【研究開発活動】 

当社グループは、自動車・産業機械部品を主に、低燃費・オイル消費性能向上・排気ガスクリーン化の

実現によって地球環境保護に貢献すべく努力しております。 

当社グループ全体の自動車・産業機械部品事業及びその他事業の各セグメントにおける製品・技術の研

究開発については、当社の研究開発部、リング技術開発部及び各製造部門の製品開発・生産技術部門が行

っております。 

当連結会計年度における研究開発費の総額は15億７千６百万円（工業化研究費含む）で、そのうち自動

車・産業機械部品事業13億９千３百万円、その他事業１億８千２百万円となっております。 

  

各セグメント別の主な研究開発活動内容は次のとおりです。 

  

(1) 自動車・産業機械部品事業 

①低燃費を実現する低フリクション・長寿命ガソリンエンジン用ピストンリングの開発 

②排気ガス規制に対応するディーゼルエンジン用ピストンリングの開発 

③動弁部品、変速機用シールリングの研究開発 

④摺動特性に優れる各種表面処理技術の研究開発 

⑤軽量化、高強度化を実現する足回り部品の研究開発 

⑥車載用ＮＯｘセンサーの研究開発 

  

(2) その他事業 

①施工が簡便で補修・改修も容易に出来る多管種対応メカニカル継手の開発 

②施工信頼性が高く長寿命な給水、給湯ステンレス配管システムの開発 

  ③不燃性で高周波特性に優れた電波暗室用ピラミッド吸収体の開発 

  ④高温で耐久性に優れたセラミック発熱体の開発 
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７ 【財政状態及び経営成績の分析】 

(1) 重要な会計方針及び見積り 

当社グループの連結財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づき

作成されております。この連結財務諸表の作成にあたって、決算日における資産・負債の報告数値、報

告期間における収入・費用の報告数値に影響を与える見積りは、主に貸倒引当金、賞与引当金、役員賞

与引当金、退職給付引当金及び役員退職慰労引当金であり、継続して評価を行っております。 

なお、見積り及び判断・評価については、過去実績や状況に応じて合理的と考えられる要因等に基づ

き行っておりますが、見積り特有の不確実性があるため、実際の結果とは異なる場合があります。 

  

(2) 財政状態 

当社グループの当連結会計年度末の総資産は、915億７千６百万円と前連結会計年度末に比べ29億４

千５百万円減少しました。これは、主に全株式売却に伴い、従来連結子会社であった大韓理研㈱を連結

の範囲から除外したことにより39億１千万円減少したこと及び投資有価証券の売却により25億１千５百

万円減少した一方、設備投資等により有形固定資産が９億１千８百万円増加したこと、持分法投資利益

の計上等により投資有価証券が９億９千６百万円増加したこと及び前払年金費用が７億２千４百万円増

加したこと等によるものであります。 

当連結会計年度末の負債合計は、417億４千万円と前連結会計年度末に比べ53億８千６百万円減少し

ました。これは、主に資産同様、大韓理研㈱の連結除外により25億５千１百万円減少したことと有利子

負債削減により借入金が19億６千９百万円減少したこと等によるものであります。 

当連結会計年度末の純資産合計は、498億３千６百万円と前連結会計年度末に比べ24億４千万円増加

しました。これは、当期純利益41億６千５百万円による利益剰余金の増加と剰余金の配当12億６千万円

が主な要因であります。 

この結果、当連結会計年度末の自己資本比率は52.5％となり、前連結会計年度末の47.9％から4.6％

上昇しました。また、当連結会計年度の自己資本利益率(ROE)は、新潟県中越沖地震被災に伴う震災関

連費用を特別損失として16億８百万円計上した影響等で、当期純利益が減少し8.9％となり、前連結会

計年度の12.5％を3.6％下回りました。 
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(3) 経営成績 

当連結会計年度は、中期経営計画のメインテーマである「グローバルオペレーションを確立し、グル

ープの販売・収益を拡大する」という方針の下、グループ全体での収益拡大に努め、企業価値の向上を

継続的に図ってまいりました。 

その結果、売上高957億６千５百万円（前期比4.9％増）、売上総利益191億４千７百万円（前期比

1.6％減）、営業利益73億４千６百万円（前期比2.7％減）、経常利益87億６千５百万円（前期比3.2％

減）、税金等調整前当期純利益70億３千４百万円（前期比23.6％減）、当期純利益41億６千５百万円

（前期比23.5％減）となりました。 

売上高につきましては、自動車関連部品ならびにその他製品の販売が増加したことにより、前期に比

べ44億９千２百万円の増加となりました。 

売上原価につきましては、調達費削減と製造部門の合理化に努めましたが、製品構成の変化や原材料

の一層の値上がりの影響を受け、売上総利益及び営業利益は前連結会計年度に比べ減益となりました。 

営業外収益は、アジアをはじめとする持分法適用会社の業績が好調で持分法による投資利益が13億４

千５百万円と前期に比べ１億９千５百万円の増収になった一方、円高による為替の影響などにより、前

期比8.1％増の24億９千１百万円となりました。また、営業外費用は前期比34.0％増の10億７千３百万

円となりました。 

特別利益は前期比39.9％減の２億４千３百万円となり、特別損失は新潟県中越沖地震被災に伴う震災

関連費用の計上等により前期比685.5％増の19億７千４百万円となりました。 

以上の結果、当期純利益は前期比23.5％減の41億６千５百万円となりました。 

  

(4) キャッシュ・フロー 

① 当連結会計年度の総括 

当連結会計年度の営業活動によるキャッシュ・フローから投資活動によるキャッシュ・フローを差

し引いたフリーキャッシュ・フローは41億５千３百万円となりました。また、財務活動においては、

主に有利子負債削減による借入金の純減少額20億３千９百万円と配当金の支払12億９千１百万円あり

ました。以上の結果、当連結会計年度末における現金及び現金同等物の残高は前期末に比べ５億４千

７百万円増加し、76億４千５百万円となりました。 

② 前連結会計年度との比較 

営業活動によるキャッシュ・フローは71億６千７百万円と前期に比べ４億７千１百万円減少しまし

た。これは売上債権及びたな卸資産の増加が７億４千６百万円と前期に比べ７億５千２百万円減少

(キャッシュ・フローの増加)と法人税等の支払額が28億３百万円と前期に比べ16億５千８百万円減少

(キャッシュ・フローの増加)した一方、仕入債務の増加が３億３千万円と前期に比べ13億９千２百万

円減少(キャッシュ・フローの減少)と新潟県中越沖地震被災に伴う震災関連費用の支払額13億６百万

円等によるものであります。 

投資活動によるキャッシュ・フローは△30億１千４百万円と前期に比べ支出額は33億４千５百万円

減少しました。これは設備投資等による有形固定資産の取得による支出が59億７千８百万円と前期に

比べ５億９千１百万円減少したことと投資有価証券の売却及び償還による収入が27億４千３百万円と

前期に比べ25億４千万円増加したこと等が主な要因であります。 

財務活動によるキャッシュ・フローは△35億２千４百万円と前期に比べ支出額は30億１千４百万円

増加しました。これは有利子負債削減による借入金の純減少額が20億３千９百万円と前期に比べ38億

８千万円の支出の増加があった一方で、配当金の支払額が12億９千１百万円と前期に比べ５億３千５

百万円減少したこと等が主な要因であります。 
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第３ 【設備の状況】 

１ 【設備投資等の概要】 

当社グループでは、世界同一品質に向けた設備の導入及び生産設備の増産・合理化対応、研究開発機能

の充実・強化等を目的として、当連結会計年度は72億８百万円の設備投資を実施しました。 

自動車・産業機械部品事業に関しては、ピストンリング及びバルブリフターの増産対応設備等、総額63

億３千４百万円の設備投資を実施しました。 

その他事業に関しては、５億２千７百万円の設備投資を実施しました。 

また、全社共用資産として３億４千６百万円の設備投資を実施しました。 

なお、所要資金に関しては、自己資金によっております。 
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２ 【主要な設備の状況】 
当社グループにおける主要な設備は、以下のとおりであります。 

(1) 提出会社 
(平成20年３月31日現在) 

 
  

(2) 国内子会社 
(平成20年３月31日現在) 

 
  

(3) 在外子会社 
(平成19年12月31日現在) 

 
(注) 帳簿価額のうち「その他」は、工具器具及び備品の合計であります。なお、金額には消費税等は含まれており

ません。 

  

事業所名 
(所在地)

事業の種類別 
セグメントの 
名称

設備の内容
帳簿価額(百万円)

従業員数 
(人)建物 

及び構築物
機械装置 
及び運搬具

土地 
(面積千㎡) その他 合計

柏崎事業所 
(新潟県柏崎市) 

自動車・産業機
械部品 

鋳造・機械加
工設備 4,509 9,016 791 

(454.6) 610 14,927 1,206 

熊谷事業所 
(埼玉県熊谷市) 

自動車・産業機
械部品、その他 

鋳造・機械加
工・研究開発
設備 

1,912 1,867 535 
(149.1) 280 4,595 269 

本社他８営業所 
及び厚生施設 
(東京都 
千代田区他) 

全社的管理業
務・販売業務 その他設備 205 6 29 16 257 148 

会社名 事業所名 
(所在地)

事業の種
類別セグ
メントの
名称 

設備の内容
帳簿価額(百万円)

従業員数 
(人)建物 

及び構築物
機械装置 
及び運搬具

土地 
(面積千㎡) その他 合計

㈱リケン 
キャステ
ック 

本社工場 
(新潟県 
柏崎市) 

自動車・
産業機械
部品 

鋳造設備 371 1,441 ─ 231 2,044 299 

理研機械
㈱ 

本社工場 
(新潟県 
柏崎市) 

自動車・
産業機械
部品 

機械加工 
設備 248 525 388 

(35.6) 31 1,193 254 

日本メッ
キ工業㈱ 

本社工場 
(新潟県 
柏崎市) 

自動車・
産業機械
部品 

メッキ 
設備 150 236 314 

(26.9) 19 720 147 

柏崎ピス
トンリン
グ㈱ 

本社工場 
(新潟県 
柏崎市) 

自動車・
産業機械
部品 

機械加工 
設備 210 395 139 

(9.2) 20 765 116 

㈱リケン 
精密 

本社工場 
(新潟県 
柏崎市) 

自動車・
産業機械
部品 

機械加工 
設備 78 234 61 

(5.2) 14 390 86 

会社名 事業所名 
(所在地)

事業の種
類別セグ
メントの
名称 

設備の内容
帳簿価額(百万円)

従業員数 
(人)建物 

及び構築物
機械装置 
及び運搬具

土地 
(面積千㎡) その他 合計

理研汽車
配件(武
漢)有限公
司 

本社工場 
(中華人民
共和国湖北
省武漢市) 

自動車・
産業機械
部品 

機械加工 
設備 624 1,728 ─ 19 2,372 224 

P.T.パカ
ルティリ
ケンイン
ドネシア 

本社工場 
(インドネ
シアスラバ
ヤ市) 

自動車・
産業機械
部品、そ
の他 

鋳造設備 154 534 257 
(148.2) 5 951 871 
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３ 【設備の新設、除却等の計画】 

重要な設備の新設、除却等の計画は、以下のとおりであります。 

  

(1) 新設 
  

 
(注) 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(2) 改修 
  

 
(注) 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(3) 除却等 
  

 
  

会社名 事業所名 
(所在地)

事業の種
類別セグ
メントの
名称 

設備の内容
投資予定金額

資金調達 
方法

着手及び完了予定
完成後の 
増加能力総額 

(百万円)
既支払額 
(百万円) 着手 完了

提出会社 

柏崎事業所  
(新潟県柏崎市) 

自動車・
産業機械
部品 

ピストンリ
ング、自動
車部品等生
産設備 

702 ─ 自己資金 Ｈ20.４ Ｈ21.10 生産能力 ５％増 

製品機能評
価設備、建
屋 

2,577 ─ 同上 Ｈ20.４ Ｈ21.10
生産能力に
影響を及ぼ
しません 

熊谷事業所  
(埼玉県熊谷市) 

自動車・
産業機械
部品 

動弁部品用
生産設備 1,284 ─ 同上 Ｈ20.４ Ｈ21.10 生産能力  10％増 

理研機械㈱ 本社工場  
(新潟県柏崎市) 

自動車・
産業機械
部品 

工場建屋 660 ─ 同上 Ｈ20.４ Ｈ21.10
生産能力に
影響を及ぼ
しません 

会社名 事業所名 
(所在地)

事業の種類
別セグメン
トの名称

設備の内容
投資予定金額

資金調達 
方法

着手及び完了予定
完成後の 
増加能力総額 

(百万円)
既支払額 
(百万円) 着手 完了

提出会社 

柏崎事業所  
(新潟県柏崎市) 

自動車・
産業機械
部品 

ピストンリ
ング、自動
車部品等生
産設備 

2,285 ─ 自己資金 Ｈ20.４ Ｈ21.10
生産能力に
影響を及ぼ
しません 

熊谷事業所  
(埼玉県熊谷市) 

自動車・
産業機械
部品 

ユーティリ
ティ、環境
改善設備 

594 ─ 同上 Ｈ20.４ Ｈ21.10
生産能力に
影響を及ぼ
しません 

㈱リケン 
精密 

本社工場  
(新潟県柏崎市) 

自動車・
産業機械
部品 

工場建屋 551 ─ 同上 Ｈ20.４ Ｈ21.10
生産能力に
影響を及ぼ
しません 

P.T.パカル
ティリケン
インドネシ
ア 

本社工場  
(インドネシア 
スラバヤ市) 

自動車・
産業機械
部品 

自動車部品
等生産設備 298 ─ 同上 Ｈ20.１ Ｈ21.６

生産能力に
影響を及ぼ
しません 

会社名 事業所名 
(所在地)

事業の種類
別セグメン
トの名称

設備の内容 期末帳簿価額
（百万円）

除却等の 
予定年月

除却等によ
る減少能力

㈱リケン  
精密 

本社工場  
(新潟県柏崎市) 

自動車・産
業機械部品 工場建屋 47 Ｈ21.３ 

生産能力に
影響を及ぼ
しません 

6462/2008年-25-



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 
  

 
  

② 【発行済株式】 
  

 
  

(2) 【新株予約権等の状況】 

① 新株予約権 

当社は、会社法第236条、第238条、第239条及び第240条の規定に基づき、当社の取締役及び当社の従
業員に対し、ストック・オプションとして新株予約権を発行しております。 

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 200,000,000 

計 200,000,000 

種類
事業年度末現在 
発行数(株) 

(平成20年３月31日)

提出日現在 
発行数(株) 

(平成20年６月24日)

上場金融商品取引所名 
又は登録認可金融商品 
取引業協会名

内容

普通株式 106,484,667 106,484,667 東京証券取引所市場第一部 ―

計 106,484,667 106,484,667 ― ―

株主総会の特別決議日（平成18年６月29日） 

事業年度末現在 
(平成20年３月31日)

提出日の前月末現在 
(平成20年５月31日)

新株予約権の数（個） 279 (注)１ 278 (注)１

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ― ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数（株） 279,000 278,000

新株予約権の行使時の払込金額(譲渡価額)（円） １個につき807,000 (注)２ 
(１株当たり807) 同左

新株予約権の行使期間  平成20年８月４日～ 
平成23年８月３日 同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の 
株式の発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格  807 
資本組入額 807 同左

新株予約権の行使の条件 (注)３ 同左

新株予約権の譲渡に関する事項 
新株予約権を譲渡する場合は
取締役会の承認を要するもの
とする。 

同左

代用払込みに関する事項 ― ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に 
関する事項 ― ―
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(注) １ 新株予約権１個につき目的となる株式数は、1,000株であります。 
  なお、当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により当該新株予約権の目的である株式の数を
調整するものとします。 

 
   ただし、かかる調整は本新株予約権のうち、当該時点で権利行使していない新株予約権の目的たる株式の
数についてのみ行われ、調整の結果１株未満の端数が生じた場合はこれを切り捨てるものとします。 

   また、発行日後に、当社が他社と吸収合併もしくは新設合併を行い新株予約権が承継される場合、または
当社が完全子会社となる株式交換もしくは株式移転を行い新株予約権が承継される場合、当社は、合併比率
等に応じ必要と認められる株式数の調整を行うことができます。 

２ 新株予約権割当日後、下記の各事由が生じたときは、下記の各算式により調整された行使価額に新株予約権
１個当たりの目的である株式の数を乗じた額とし、調整後の行使価額は、１円未満の端数は切り上げるもの
とします。 

  ①当社が株式分割又は株式併合を行う場合 

 
  ②当社が時価を下回る価額で募集株式を発行(株式の無償割当てによる株式の発行及び自己株式を交付する
場合を含み、新株予約権(新株予約権付社債も含む)の行使による場合及び当社の普通株式に転換できる証券
の転換による場合を除く)する場合 

 
   ただし、算式中の既発行株式数は、上記の株式の発行の効力発生日における当社の発行済株式総数から、
当該時点における当社の保有する自己株式の数を控除した数とします。 

３ ①本新株予約権の割当てを受けた者(以下、「新株予約権者」という。)で取締役については、権利行使時に
おいても当社又は当社関係会社の取締役の地位にあることを要するものとする。ただし、任期満了による退
任、その他別途定める正当な理由で退任した場合は権利行使をなしうるものとする。また、従業員について
は、権利行使時においても当社の従業員、取締役、監査役、関係会社取締役及び従業員であることを要する
ものとする。但し、定年退職、別途定める正当な理由で退職した場合は権利行使をなしうるものとする。 

  ②新株予約権者が死亡した場合、相続人は新株予約権を相続できないものとする。 
  ③その他の条件は当社取締役会決議に基づき、別途会社と新株予約権者との間で締結する「新株予約権割当
契約」にて定める。 

  

当社は、会社法第236条、第238条、第239条及び第240条の規定に基づき、当社の主要国内関係会社社
長に対し、ストック・オプションとして新株予約権を発行しております。 

 

調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率

調整後行使価額＝調整前行使価額×
１

分割・併合の比率

既発行株式数＋ 
新規発行(処分)株式数×１株当たり払込金額

調整後行使価額＝調整前行使価額×
１株当たり時価

既発行株式数＋新規発行(処分)株式数

株主総会の特別決議日（平成18年６月29日） 

事業年度末現在 
(平成20年３月31日)

提出日の前月末現在 
(平成20年５月31日)

新株予約権の数（個） 12 (注)４ 同左

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ― ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数（株） 12,000 同左

新株予約権の行使時の払込金額(譲渡価額)（円） １個につき742,000 (注)５ 
(１株当たり742) 同左

新株予約権の行使期間  平成20年８月20日～ 
平成23年８月19日 同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の 
株式の発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格  742 
資本組入額 742 同左

新株予約権の行使の条件 (注)６ 同左

新株予約権の譲渡に関する事項 
新株予約権を譲渡する場合は
取締役会の承認を要するもの
とする。 

同左

代用払込みに関する事項 ― ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に 
関する事項 ― ―
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(注) ４ 新株予約権１個につき目的となる株式数は、1,000株であります。 
  なお、当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により当該新株予約権の目的である株式の数を
調整するものとします。 

 
   ただし、かかる調整は本新株予約権のうち、当該時点で権利行使していない新株予約権の目的たる株式の
数についてのみ行われ、調整の結果１株未満の端数が生じた場合はこれを切り捨てるものとします。 

   また、発行日後に、当社が他社と吸収合併もしくは新設合併を行い新株予約権が承継される場合、または
当社が完全子会社となる株式交換もしくは株式移転を行い新株予約権が承継される場合、当社は、合併比率
等に応じ必要と認められる株式数の調整を行うことができます。 

５ 新株予約権割当日後、下記の各事由が生じたときは、下記の各算式により調整された行使価額に新株予約権
１個当たりの目的である株式の数を乗じた額とし、調整後の行使価額は、１円未満の端数は切り上げるもの
とします。 

  ①当社が株式分割又は株式併合を行う場合 

 
  ②当社が時価を下回る価額で募集株式を発行(株式の無償割当てによる株式の発行及び自己株式を交付する
場合を含み、新株予約権(新株予約権付社債も含む)の行使による場合及び当社の普通株式に転換できる証券
の転換による場合を除く)する場合 

 
   ただし、算式中の既発行株式数は、上記の株式の発行の効力発生日における当社の発行済株式総数から、
当該時点における当社の保有する自己株式の数を控除した数とします。 

６ ①本新株予約権の割当てを受けた者(以下、「新株予約権者」という。)は、権利行使時においても当社の主
要国内関係会社社長等であることを要するものとする。ただし、任期満了による退任、その他別途定める正
当な理由で退任した場合は権利行使をなしうるものとする。 

  ②新株予約権者が死亡した場合、相続人は新株予約権を相続できないものとする。 
  ③その他の条件は当社取締役会決議に基づき、別途会社と新株予約権者との間で締結する「新株予約権割当
契約」にて定める。 

  

(3) 【ライツプランの内容】 

該当事項はありません。 

  

調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率

調整後行使価額＝調整前行使価額×
１

分割・併合の比率

既発行株式数＋ 
新規発行(処分)株式数×１株当たり払込金額

調整後行使価額＝調整前行使価額×
１株当たり時価

既発行株式数＋新規発行(処分)株式数
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(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 
  

 
(注) 利益による自己株式の消却 

  

(5) 【所有者別状況】 
平成20年３月31日現在 

 
(注) １ 自己株式1,913千株は「個人その他」に1,913単元、「単元未満株式の状況」に71株含まれております。 

２ 上記「所有株式数」の「その他の法人」の中には、証券保管振替機構名義の株式が３単元含まれておりま
す。 

  

(6) 【大株主の状況】 
平成20年３月31日現在 

 
  

年月日
発行済株式 
総数増減数 
(千株)

発行済株式 
総数残高 
(千株)

資本金増減額 
(百万円)

資本金残高 
(百万円)

資本準備金 
増減額 
(百万円)

資本準備金 
残高 
(百万円)

平成11年４月１日～ 
平成12年３月31日 

(注) 
△3,475 106,484 ― 8,573 ― 6,604 

区分

株式の状況(１単元の株式数1,000株)
単元未満 
株式の状況 
(株)

政府及び 
地方公共 
団体

金融機関 金融商品 
取引業者

その他の 
法人

外国法人等
個人 
その他 計

個人以外 個人

株主数 
(人) ― 59 47 154 97 5 10,951 11,313 ― 

所有株式数 
(単元) ― 45,127 873 10,066 16,602 24 32,680 105,372 1,112,667 

所有株式数 
の割合(％) ― 42.83 0.83 9.55 15.76 0.02 31.01 100.00 ― 

氏名又は名称 住所 所有株式数 
(千株)

発行済株式 
総数に対する 
所有株式数 
の割合(％)

株式会社みずほコーポレート銀行 東京都千代田区丸の内一丁目３番３号 4,864 4.57 

日本生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内一丁目６番６号 4,416 4.15 

日本トラスティ・サービス信託銀行  
株式会社（信託口） 東京都中央区晴海一丁目８番11号 4,258 4.00 

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内二丁目７番１号 3,923 3.68 

日立金属アドメット株式会社 東京都中央区八丁堀二丁目９番１号 3,564 3.35 

株式会社第四銀行 新潟県新潟市中央区東堀前通七番町  
1071番地１ 3,202 3.01 

中央三井信託銀行株式会社 東京都港区芝三丁目33番１号 2,617 2.46 

日本マスタートラスト信託銀行  
株式会社（信託口） 東京都港区浜松町二丁目11番３号 2,591 2.43 

全国共済農業協同組合連合会 東京都千代田区平河町二丁目７番９号 2,156 2.02 

株式会社損害保険ジャパン 東京都新宿区西新宿一丁目26番１号 2,001 1.88 

計 ― 33,594 31.55 
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(7) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 
平成20年３月31日現在 

 
(注) １ 「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が3,000株(議決権３個)含ま

れております。 
２ 「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式71株が含まれております。 

  
② 【自己株式等】 

平成20年３月31日現在 

 
  
(8) 【ストック・オプション制度の内容】 

当社は新株予約権方式によるストック・オプション制度を採用しております。 
① 平成18年６月29日定時株主総会決議 
当該制度は、会社法第361条の規定に基づき、年額2,400万円の範囲にて、当社取締役に対する報酬
等の目的として、昭和60年６月28日開催の第61回定時株主総会で決議された取締役報酬額とは別枠
で、ストック・オプションとして新株予約権を割り当てることを平成18年６月28日の定時株主総会
において決議されたものであります。 
当該制度の内容は以下のとおりであります。 
  

 

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等) (自己保有株式) 
普通株式   1,913,000 ― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式 103,459,000 103,459 ―

単元未満株式 普通株式   1,112,667 ― ―

発行済株式総数 106,484,667  ― ―

総株主の議決権 ― 103,459 ―

所有者の氏名 
又は名称 所有者の住所

自己名義 
所有株式数 
(株)

他人名義 
所有株式数 
(株)

所有株式数 
の合計 
(株)

発行済株式 
総数に対する 
所有株式数 
の割合(％)

(自己保有株式) 
株式会社リケン 

東京都千代田区九段北 
一丁目13番５号 1,913,000 ― 1,913,000 1.80 

計 ― 1,913,000 ― 1,913,000 1.80 

決議年月日 平成18年６月29日 

付与対象者の区分及び人数（名） 当社の取締役 14 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 60,000 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 「(2)新株予約権等の状況」に記載しております。 

新株予約権の行使期間 同 上 

新株予約権の行使の条件 同 上 

新株予約権の譲渡に関する事項 同 上 

代用払込みに関する事項 同 上 
組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に 
関する事項 同 上 
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② 平成18年６月29日定時株主総会決議 
当該制度は、会社法第236条、第238条及び第239条の規定に基づき、当社の従業員等に対してストッ
ク・オプションとして発行する新株予約権の募集事項の決定を当社取締役会に委任することを平成
18年６月29日の定時株主総会において決議されたものであります。 
当該制度の内容は以下のとおりであります。 

  

 
(注) 平成20年６月24日現在におきましては、当社従業員管理職の付与対象者は死亡により１名減少し、193名であ

り、新株発行予定数は1,000株失効し、218,000株であります。 
  

③ 平成20年６月24日定時株主総会決議 
当該制度は、会社法第236条、第238条及び第239条の規定に基づき、当社の取締役及び従業員ならび
に当社が特に定めた主要国内関係会社社長に対して、ストック・オプションとして新株予約権を無
償で発行すること及び新株予約権の募集事項の決定を当社取締役会に委任することにつき平成20年
６月24日の定時株主総会において決議されたものであります。 
当該制度の内容は以下のとおりであります。 

  

 

決議年月日 平成18年６月29日 

付与対象者の区分及び人数（名） (注) 当社従業員管理職 194 
国内関係会社社長等 8 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 

新株予約権の目的となる株式の数（株） (注) 当社従業員管理職  219,000  
国内関係会社社長等  12,000 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 「(2)新株予約権等の状況」に記載しております。 

新株予約権の行使期間 同 上 

新株予約権の行使の条件 同 上 

新株予約権の譲渡に関する事項 同 上 

代用払込みに関する事項 同 上 
組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に 
関する事項 同 上 

決議年月日 平成20年６月24日 

付与対象者の区分 当社の取締役及び従業員 
ならびに主要国内関係会社社長 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 
上限330,000（うち、当社取締役を対象とする新株予約
権の目的となる株式の数は70,000株を上限とする） 
(注)１ 

新株予約権の払込金額（円） 新株予約権と引き換えに金銭の払込みを要しないものと
する。 

新株予約権の行使に際して 
出資される財産の価額（円） (注)２ 

新株予約権の行使期間 新株予約権の割当日から２年を経過した日より３年以内
とする。 

新株予約権の行使の条件 (注)３ 

新株予約権の譲渡に関する事項 新株予約権を譲渡する場合は取締役会の承認を要するも
のとする。 

代用払込みに関する事項 ―
組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に 
関する事項 (注)４ 

新株予約権の取得条項に関する事項 (注)５ 
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(注) １ 新株予約権１個につき目的となる株式数は、1,000株であります。 
 なお、当社が株式分割（株式の無償割当てを含む。以下同じ。）または株式併合を行う場合、次の算式に
より目的である株式の数を調整するものとする。ただし、かかる調整は新株予約権のうち、当該時点で権利
行使されていない新株予約権の目的である株式の数についてのみ行われ、調整の結果１株未満の端数が生じ
た場合は、これを切り捨てるものとする。 

 
   また、割当日後、株式数の調整を必要とするやむを得ない事由が生じたときは合理的な範囲で当社は必要
と認める株式数の調整を行う。 

２ 新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、次により決定される1株当たりの行使に際して出資さ
れる財産の価額（以下、「行使価額」という。）に新株予約権１個当たりの目的となる株式の数を乗じた金
額とする。  
 行使価額は、新株予約権を割り当てる日（以下、「割当日」という。）の属する月の前月の各日（取引が
成立しない日を除く。）の東京証券取引所における当社普通株式の普通取引の終値の平均値に1.05を乗じた
金額とし、１円未満の端数は切り上げるものとする。ただし、当該金額が新株予約権割当日の終値（割当日
の終値がない場合は、それに先立つ直近日の終値。）を下回る場合は、当該終値を行使価額とする。  
 なお、割当日後に下記の各事由が生じたときは、下記の各算式により調整された行使価額に新株予約権1
個当たりの目的である株式の数を乗じた額とする。なお、調整後の行使価額は、１円未満の端数を切り上げ
る。 

  ①当社が株式分割又は株式併合を行う場合 

 
  ②当社が時価を下回る価額で募集株式を発行（株式の無償割当てによる株式の発行および自己株式を交付す
る場合を含み、新株予約権（新株予約権付社債も含む）の行使による場合および当社の普通株式に転換でき
る証券の転換による場合を除く。）する場合 

 
   ただし、算式中の「既発行株式数」は、上記の株式の発行の効力発生日の前日における当社の発行済株式
総数から、当該時点における当社の保有する自己株式の数を控除した数とし、自己株式の処分を行う場合、
「新規発行株式数」を「処分する自己株式の数」に、「新規発行前の株価」を「処分前の株価」にそれぞれ
読み替えるものとする。 

３ ①新株予約権の割当てを受けた者（以下、「新株予約権者」という。）は、権利行使時においても、当社お
よび当社関係会社の取締役、監査役および従業員のいずれかの地位にあることを要する。ただし、任期満了
による退任、定年退職、その他別途定める正当な理由で退任・退職した場合は権利行使をなしうるものとす
る。  
②新株予約権者が死亡した場合、相続人は新株予約権を相続できないものとする。  
③その他の条件は、取締役会決議に基づき、別途当社と新株予約権者との間で締結する「新株予約権割当契
約」に定める。 

４ 当社が、合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割、新設分割、株式交換または株式移転
（以上を総称して以下、「組織再編成行為」という。）をする場合において、組織再編成行為の効力発生の
時点において残存する新株予約権（以下、「残存新株予約権」という。）の新株予約権者に対し、それぞれ
の場合につき、会社法第236条第１項８号イからホまでに掲げる株式会社（以下、「再編成対象会社」とい
う。）の新株予約権を以下の条件に基づきそれぞれ交付することとする。この場合において、残存新株予約
権は消滅し、再編成対象会社は新株予約権を新たに発行するものとする。ただし、以下の条件に沿って再編
成対象会社の新株予約権を交付する旨を、吸収合併契約、新設合併契約、吸収分割契約、新設分割計画、株
式交換契約または株式移転計画において定めた場合に限るものとする。 

  ①交付する再編成対象会社の新株予約権の数 
 残存新株予約権の新株予約権者が保有する新株予約権の数と同一の数をそれぞれ交付する。 
②新株予約権の目的である再編成対象会社の株式の種類  
 再編成対象会社の普通株式とする。  
③新株予約権の目的である再編成対象会社の株式の数  
 組織再編成行為の条件等を勘案のうえ、決定する。  
④新株予約権の行使に際して出資される財産の価額  
 組織再編成行為の条件等を勘案のうえ、１株当たり行使価額を調整して得られる再編成後行使価額に上 
 記③に従って決定される当該新株予約権の目的である再編成対象会社の株式の数を乗じた額とする。 

調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率

調整後行使価額＝調整前行使価額×
１

分割・併合の比率

既発行株式数＋ 
新規発行(処分)株式数×１株当たり払込金額

調整後行使価額＝調整前行使価額×
１株当たり時価

既発行株式数＋新規発行(処分)株式数
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  ⑤新株予約権を行使することができる期間  
 新株予約権を行使することができる期間の初日と組織再編成行為の効力発生日のうち、いずれか遅い日 
 から新株予約権を行使することができる期間の末日までとする。  
⑥新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金および資本準備金に関する事項  
 組織再編成行為の条件等を勘案のうえ、決定する。  
⑦新株予約権の譲渡制限  
 譲渡による取得については、再編成対象会社の承認を要するものとする。  
⑧新株予約権の取得に関する事項  
 (注)５の新株予約権の取得条項に準じて決定する。  
⑨その他の条件については、再編成対象会社の条件に準じて決定する。 

５ ①当社が消滅会社となる合併契約書、当社が完全子会社となる株式交換契約書、または当社が分割会社とな
る会社分割についての分割計画書・分割契約書について株主総会の承認（株主総会の承認を要しない会社分
割の場合は取締役会決議）がなされたとき、ならびに株式移転の議案につき株主総会の決議がなされたとき
は、当社は新株予約権の全部を無償にて取得することができる。  
②新株予約権者が、(注)３の新株予約権の行使の条件を満たさず、新株予約権を行使できなくなった場合も
しくは新株予約権者が死亡した場合は、当社はその新株予約権を無償にて取得することができる。  
③その他の取得事由および取得条件については、取締役会決議に基づき、別途当社と新株予約権者との間で
締結する「新株予約権割当契約」に定めるところによる。 
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２ 【自己株式の取得等の状況】 

 
(1) 【株主総会決議による取得の状況】 

該当事項はありません。 
  

(2) 【取締役会決議による取得の状況】 
会社法第155条第３号による普通株式の取得 

 
  

(3) 【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】 
会社法第155条第７号による普通株式の取得 

 
(注) 当期間における取得自己株式には、平成20年６月１日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取り

による株式数は含めておりません。 
  

(4) 【取得自己株式の処理状況及び保有状況】 

 

【株式の種類等】 会社法第155条第３号及び会社法第155条第７号による普通株式の取得 

区分 株式数(株) 価額の総額(円)

取締役会(平成20年３月19日)での決議状況 
(取得期間平成20年３月21日～平成20年６月13日) 6,000,000 3,000,000,000 

当事業年度前における取得自己株式 ─ ─ 

当事業年度における取得自己株式 454,000 192,496,000 

残存決議株式の総数及び価額の総額 5,546,000 2,807,504,000 

当事業年度の末日現在の未行使割合(％) 92.4 93.6 

当期間における取得自己株式 2,257,000 1,050,900,000 

提出日現在の未行使割合(％) 54.8 58.6 

区分 株式数(株) 価額の総額(円)

当事業年度における取得自己株式 48,268 29,676,309 

当期間における取得自己株式 3,123 1,477,445 

区分
当事業年度 当期間

株式数(株) 処分価額の総額 
(円) 株式数(株) 処分価額の総額 

(円)
引き受ける者の募集を行った 
取得自己株式 ─ ─ ─ ─ 

消却の処分を行った取得自己株式 ─ ─ ─ ─ 

合併、株式交換、会社分割に係る 
移転を行った取得自己株式 ─ ─ ─ ─ 

その他 (注) １ 78,954 46,297,203 ─ ─ 

保有自己株式数 (注) ２ 1,913,071 ─ 4,173,194 ─
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(注) １ 当事業年度の「その他」の内訳は、単元未満株式の買増請求による売渡し（株式数6,954株、処分価額の総
額4,081,983円）及びストック・オプションの権利行使（株式数72,000株、処分価額の総額42,215,220円）
であります。 

２ 当期間における保有自己株式には、平成20年６月１日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取
り及び買増請求による売渡しの株式数は含めておりません。 

  

３ 【配当政策】 

当社は、配当については、業績及び配当性向などを総合的に勘案し、安定的な配当水準を維持するこ

とを基本方針と考えております。内部留保資金につきましては、新製品・新技術の開発、生産効率化の

推進、グローバルオペレーション確立に向けた事業競争力の強化など、企業価値向上に効率的に活用し

てまいります。 

当社の剰余金の配当につきましては、中間配当及び期末配当の年２回を基本的な方針としておりま

す。配当の決定機関は、中間配当は取締役会、期末配当は株主総会であります。 

このような方針に基づき、期末の利益配当金につきましては１株につき７円とし、中間配当金（５

円）と合わせて年間配当金は12円であります。 

なお、当社は中間配当を行うことができる旨を定款にて定めております。 
  
 (注) 基準日が当事業年度に属する剰余金の配当は、以下のとおりであります。 

 
  

  

４ 【株価の推移】 

(1) 【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 
  

 
(注) 株価の最高・最低は東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

  

(2) 【最近６月間の月別最高・最低株価】 
  

 
(注) 株価の最高・最低は東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

  

決議年月日 配当金の総額(百万円) １株当たりの配当額(円)

平成19年11月14日 
取締役会決議 525 5 

平成20年６月24日  
定時株主総会決議 732 7 

回次 第80期 第81期 第82期 第83期 第84期

決算年月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月

最高(円) 423 539 997 1,009 742 

最低(円) 271 328 465 640 365 

月別 平成19年10月 11月 12月 平成20年１月 ２月 ３月

最高(円) 653 654 627 585 462 479 

最低(円) 567 555 568 396 406 365 
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５ 【役員の状況】 
  

 
  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 所有株式数 
(千株)

代表取締役 
社長 ― 小 泉 年 永 昭和18年１月28日生

昭和40年４月 株式会社日本興業銀行入行 

(注)２ 62 

平成８年６月 同行常務取締役 

平成９年６月 日産自動車株式会社常務取締役 

平成12年７月 興和不動産株式会社監査役 

平成13年５月 当社顧問 

平成13年６月 当社代表取締役副社長 

平成15年６月 当社代表取締役社長(現) 

代表取締役  
副社長

社長補佐、 
営業本部長 岡 野 教 忠 昭和23年12月30日生

昭和48年７月 当社入社 

(注)２ 12 

平成８年７月 当社海外事業部長 

平成10年６月 当社海外営業部長 

平成11年６月 当社取締役海外営業部長 

平成15年６月 当社常務取締役営業本部長 

平成18年６月 当社専務取締役営業本部長 

平成20年６月 当社代表取締役副社長営業本部長
(現) 

専務取締役

柏崎事業所 
生産全般管
掌(除く精機
部品部柏崎
製造)、生産
管理(TPS)管
掌、柏 崎 事
業所長 

古 市   満 昭和22年７月29日生

昭和49年４月 当社入社 

(注)２ 10 

平成５年６月 当社素形材事業部製造部長 

平成９年３月 当社素形材部品部長 

平成10年12月 当社精機部品部長 

平成11年６月 当社取締役精機部品部長 

平成13年９月 当社取締役退任 

平成13年10月 理研熊谷機械株式会社取締役社長 

平成14年４月 台湾理研工業股份有限公司総経
理・董事 

平成16年４月 理研機械株式会社取締役社長   

平成17年６月 理研機械株式会社取締役社長 
兼株式会社リケン精密取締役社長 

平成19年６月 当社専務取締役柏崎事業所長(現) 

常務取締役

品質保証担当 
、研究開発全
般担当、技術
委員会委員長

藤 田 達 生 昭和27年１月19日生

昭和51年４月 当社入社 

(注)２ 12 

平成５年６月 当社素形材研究所長 

平成８年７月 当社研究開発部素形材研究所長 

平成10年５月 当社ピストンリング部技術開発部
長 

平成13年９月 当社素形材部品部長 

平成14年４月 当社ピストンリング部長 

平成14年６月 当社取締役ピストンリング部長 

平成14年９月 当社取締役ピストンリング部長兼
柏崎事業所長 

平成17年６月 当社常務取締役技術委員会委員長
兼技術管理部長兼柏崎事業所長 

平成18年６月 当社常務取締役技術委員会委員長
兼柏崎事業所長 

平成19年６月 当社常務取締役技術委員会委員長
(現) 

常務取締役 経営企画部長 高 木 健一郎 昭和27年２月16日生

昭和52年４月 当社入社 

(注)２ 14 

平成10年12月 当社素形材部品部長 

平成13年９月 当社精機部品部長兼精機部品部熊
谷製造部長 

平成14年６月 当社取締役精機部品部長兼精機部
品部熊谷製造部長 

平成17年５月 当社取締役社長室長 

平成17年６月 当社常務取締役経営企画部長(現) 
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 所有株式数 

(千株)

常務取締役

熊谷事業所 
生産全般管掌
(含む精機部
品部柏崎製造
部)、配管事
業担当、熊谷
事業所長

溝 渕 俊 雄 昭和21年7月22日生

昭和44年４月 当社入社 

(注)２ 14 

平成10年２月 当社精機部品部長 

平成10年12月 当社技術管理部次長兼研究開発部
長 

平成13年６月 当社技術管理部長 

平成14年６月 当社配管機器営業部長 

平成16年６月 当社取締役配管機器営業部長 

平成19年６月 当社常務取締役熊谷事業所長(現) 

常務取締役

環境担当、 
グローバル 
調達担当、 
管理部長、 
内部統制 
推進部長 

飯 田 信 久 昭和25年９月８日生

昭和49年４月 株式会社日本興業銀行入行 

(注)２ 10 

平成11年６月 同行ネットワーク業務推進部長 

平成14年４月 株式会社みずほコーポレート銀行 
e－ビジネス業務部長 

平成15年２月 当社社長室長 

平成15年６月 当社取締役社長室長 

平成17年５月 当社取締役管理部長 

平成20年６月 当社常務取締役管理部長兼内部統
制推進部長(現) 

取締役
情報(IT)担当 
、生産管理
(TPS)担当

大久保 信 行 昭和24年11月25日生

昭和48年４月 当社入社 

(注)２ 10 

平成９年６月 当社業務改革部情報システム部長 

平成14年６月 当社業務改革部長兼業務改革部業
務開発部長 

平成15年４月 当社業務改革部長兼業務改革部業
務開発部長兼業務改革部情報シス
テム部長 

平成15年６月 当社取締役業務改革部長兼業務改
革部業務開発室長兼業務改革部情
報システム室長 

平成19年６月 当社取締役業務改革部長 

平成20年６月 当社取締役(現) 

取締役 品質保証部長 高 木 達 郎 昭和26年1月22日生

昭和51年４月 当社入社 

(注)２ 7 

平成10年９月 当社業務改革部生産システム改革
部長 

平成13年１月 当社ピストンリング部次長 

平成14年４月 当社柏崎事業所次長兼柏崎事業所
柏崎管理部長 

平成14年６月 当社柏崎事業所柏崎管理部長兼営
業企画・SCM部柏崎SCM部長 

平成15年６月 当社ピストンリング部生産技術部
長 

平成16年６月 当社取締役ピストンリング部生産
技術部長 

平成18年６月 当社取締役リング技術開発部長 

平成19年６月 当社取締役品質保証部長(現) 

取締役 ピストンリン
グ部長 村 山 仁 至 昭和27年12月17日生

昭和50年４月 当社入社 

(注)２ 5 

平成８年７月 当社ピストンリング部第一製造部
長 

平成10年６月 当社営業企画部技術サービス部長 

平成13年６月 当社営業企画・SCM部技術サービス
部長 

平成14年６月 アライドリング社副社長 

平成17年６月 当社取締役ピストンリング部長
(現) 
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 所有株式数 

(千株)

取締役 営業管理 
・SCM部長 角 田   勉 昭和28年４月19日生

昭和52年４月 当社入社 

(注)２ 6 

平成９年４月 当社管理部副主幹 

平成10年６月 当社社長室副主幹 

平成11年６月 当社管理本部経理部副主幹兼社長
室副主幹 

平成11年11月 当社柏崎事業所次長兼柏崎事業所
柏崎管理部長 

平成14年４月 当社社長室次長 

平成14年６月 当社社長室次長兼営業企画・SCM部
次長 

平成17年５月 当社営業企画・SCM部長 

平成17年６月 当社取締役営業管理・SCM部長(現) 

取締役 グローバル 
調達部長 高 浜 五三巳 昭和28年２月16日生

昭和52年４月 株式会社日本興業銀行入行 

(注)２ 13 

平成８年12月 当社営業企画部次長 

平成12年４月 当社海外事業部長 

平成17年４月 当社海外事業部長兼武漢プロジェ
クト推進室長 

平成17年６月 当社取締役海外事業部長兼武漢プ
ロジェクト推進室長 

平成17年９月 当社取締役海外事業部長 

平成20年６月 当社取締役グローバル調達部長
(現) 

取締役 営業本部  
東京営業部長 戸 田 幸 生 昭和27年12月13日生

昭和52年４月 当社入社 

(注)２ 5 

平成６年10月 当社EMCエンジニアリング部長 

平成７年11月 当社環境システム部技術開発部長 

平成10年６月 株式会社リケンエレテック取締役
営業本部長 

平成15年６月 株式会社アール・ケー・イー取締
役社長 

平成16年６月 当社営業本部大阪営業部長 

平成19年６月 当社取締役営業本部東京営業部長
(現) 

取締役 アライドリン
グ社社長 国 元   晃 昭和30年10月17日生

昭和55年４月 当社入社 

(注)２ 3 

平成13年６月 当社研究開発部長 

平成14年６月 当社技術管理部長兼研究開発部長 

平成17年５月 アライドリング社社長 

平成19年６月 当社取締役アライドリング社社長
(現) 

常勤監査役 ─ 横 尾   豪 昭和25年７月３日生

昭和49年４月 当社入社 

(注)３ 6 

平成13年10月 当社営業本部大阪営業所長 

平成15年６月 当社管理部次長兼管理部人材開発
部長 

平成19年１月 当社管理部次長 

平成19年６月 当社監査役(現) 

常勤監査役 ─ 田 丸   周 昭和23年８月12日生

昭和46年４月 株式会社日本興業銀行入行 

(注)３ 3 

平成９年10月 同行米州部長 

平成10年６月 同行調査部長 

平成12年６月 興銀リース株式会社執行役員コー
ポレート営業一部長 

平成15年６月 当社監査役(現) 
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(注) １ 監査役田丸周、東條伸一郎及び鎌田啓佑は、会社法第２条第16号に定める「社外監査役」であります。 

２ 取締役の任期は、平成19年３月期に係る定時株主総会終結の時から平成21年３月期に係る定時株主総会終結
の時までであります。 

３ 監査役横尾豪及び田丸周の任期は、平成20年３月期に係る定時株主総会終結の時から平成24年３月期に係る
定時株主総会終結の時までであります。 

４ 監査役東條伸一郎、和田正彦及び鎌田啓佑の任期は、平成19年３月期に係る定時株主総会終結の時から平成
23年３月期に係る定時株主総会終結の時までであります。 

  

 
役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 所有株式数 

(千株)

監査役 ― 東 條 伸一郎 昭和14年６月17日生

昭和40年４月 法務省入省検事任官 

(注)４ ― 

平成３年９月 最高検察庁検事 

平成７年７月 法務省矯正局長 

平成９年12月 最高検察庁刑事部長 

平成10年６月 札幌高等検察庁検事長 

平成11年６月 広島高等検察庁検事長 

平成13年５月 大阪高等検察庁検事長 

平成14年６月 定年退官 

平成15年１月 弁護士登録 

平成15年４月 明治学院大学法学部教授(現) 

平成15年６月 当社監査役(現) 

監査役 ― 和 田 正 彦 昭和15年10月31日生

昭和38年４月 当社入社 

(注)４ 20 

昭和60年６月 当社ピストンリング事業部製造部
長 

平成元年６月 当社取締役柏崎事業所長 

平成３年６月 当社取締役技術部長 

平成５年６月 当社常務取締役 

平成５年10月 当社常務取締役ピストンリング事
業部長 

平成７年６月 当社常務取締役 

平成10年８月 当社常務取締役退任 

平成10年11月 日本メッキ工業株式会社取締役社
長 

平成13年５月 P.T.パカルティリケンインドネシ
ア社社長 

平成19年６月 当社監査役(現) 

監査役 ― 鎌 田 啓 佑 昭和16年６月28日生

昭和39年４月 株式会社日本興業銀行入行 

(注)４ ― 

平成３年６月 株式会社興銀情報開発センター取
締役 

平成５年６月 同社常務取締役 

平成６年１月 興銀システム開発株式会社常務取
締役 

平成８年６月 同社専務取締役 

平成10年10月 共同コンピューターサービス株式
会社専務取締役 

平成13年７月 日本証券テクノロジー株式会社専
務執行役員 

平成15年６月 当社監査役(現) 

計 212 
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６ 【コーポレート・ガバナンスの状況】 

(1) コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方 

当社は、経済・環境・社会等の幅広い分野における責任を果たすことにより、継続的に企業価値を高め

ていくことを目指し、コーポレート・ガバナンスの確立を経営上の重要課題と位置付けております。 

今後会社法及び金融商品取引法などに対応し、より一層ＣＳＲ（企業の社会的責任）の遂行及びコンプ

ライアンス（法令遵守）の徹底に取組んでいく所存です。 

また、当社は社内外のステークホルダー（利害関係者）に信頼される企業として、アカウンタビリティ

（説明責任）を果たすことを経営の規範の一つとしており、重要事実の適時開示及び会社情報のホームペ

ージや決算説明会等を通じた正確で適切な開示を継続的に行っております。 

  

(2) コーポレート・ガバナンスに関する施策の実施状況 

当社の経営機関は、会社法で規定されている取締役会と監査役会を基本としております。当社の取締役

会は、取締役14名（平成20年３月31日現在）で構成され、月１回の定例取締役会と必要に応じて開催する

臨時取締役会において、法令で定められた事項のほか、経営方針など経営に関わる重要事項の意思決定な

らびに取締役の職務の執行の監督を行っております。  

 また、役付役員を中心に構成される経営会議を原則として毎月３回開催し、取締役会の定めた経営の基

本方針に基づき、各種経営課題の審議及び業務執行に関する全般的な統制を行っております。  

 当社は、社長を委員長とするＣＳＲ（企業の社会的責任）委員会において、環境保全や社会貢献、コン

プライアンス、情報開示の統制、ＣＳ（顧客満足創造）等の活動を当社グループ全体で統括し、更なるレ

ベルアップを図るとともに、内部統制やリスクマネージメントの態勢整備に取組んでおります。 

  

(3) 取締役の員数 

当社の取締役は15名以内とする旨を定款で定めております。 

  

(4) 取締役の選任の決議要件 

取締役の選任決議については、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株

主が出席し、その議決権の過半数をもって行う旨を定款に定めております。 

  

(5) 株主総会決議事項を取締役会で決議できるようにしている事項 

① 自己の株式の取得 

当社は、自己の株式の取得について、経済情勢の変化に対応して財務政策等の経営諸施策を機動的に

遂行することを可能とするため、会社法第165条第２項の規定に基づき、取締役会の決議によって市場

取引等により自己の株式を取得することができる旨を定款に定めております。 

② 中間配当 

当社は、中間配当について、株主への機動的な利益還元を行うため、会社法454条第５項の規定に基

づき、取締役会の決議によって毎年９月30日を基準日として中間配当をすることができる旨を定款に定

めております。 
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(6) 内部監査及び監査役監査の状況 

当社の監査役は社外監査役３名を含む５名（平成20年３月31日現在）の体制で監査役会を構成し、監査

役会で策定された監査方針に基づき、取締役会への出席や、取締役等からの業務執行状況の聴取調査を通

して、取締役の職務執行を監査しております。  

 また、内部監査を担当する内部監査室は３名（平成20年３月31日現在）が専任であたっており、年度初

めに定める内部監査方針及び内部監査実施計画に基づき、定期的に社内各部門及び関係会社の業務執行・

経営状況を監査するほか、必要に応じて臨時監査を実施し、業務等の是正勧告を行っております。 

  

(7) 会計監査の状況 

会計監査については、新日本監査法人を会計監査人として選定しております。当社の会計監査業務を執

行した公認会計士は田口茂雄氏、里村豊氏及び由良知久氏の３名です。当社の会計監査業務に係る補助者

は公認会計士２名、会計士補等15名です。  

 監査役・監査役会、内部監査室及び新日本監査法人の間では、定期的な会合も含め必要に応じて随時情

報の交換を行うことで、相互の連携を高めております。 

  

(8) 内部統制システムに関する基本的な考え方及びその整備状況 

当社は、内部統制システム整備に関する基本方針を平成19年３月28日の取締役会で下記のとおり決議

し、内部統制システムの整備に努めております。 
  

記 
  
＜基本方針＞ 

当社は、以下のグループ経営理念および「顧客第一・基本重視・フェア・オープン・明るく積極的

に・スピード」を行動規範として定め、企業活動を推進している。 

さらに、役員及び従業員は法令及び社会的規範に従い、リケン倫理規範、社内諸規定、及び社会的良

識に基づいて業務を遂行することを基本方針とする。 
  
＜経営理念＞ 

・私たちは地球環境を守り、社会に貢献する一級企業市民であり続けます。 

・私たちは株主の資本を効率的に活用し、グローバルに企業価値を創造します。 

・私たちは知識の向上と技術の革新を心がけ、世界のお客様に感動を与える製品を提供します。 

・私たちは高い志と広い視野を持って、常に変革を遂げていきます。 
  
当社は、この経営理念の下、適正な業務執行のための体制を整備し、運用していくことが重要な経営の

責務であると認識し、より一層適切な内部統制システムとすべく、整備に努める。 
  
① 取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制 
  
② 従業員の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制 

  
当社は、企業の存続のためにはコンプライアンス（法令遵守）の徹底が必要不可欠であると認識し、

すべての役員及び従業員が法令及び社会的規範を遵守し、公正な倫理観に基づいて行動し、広く社会か

ら信頼される経営体制の確立に努める。 
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Ⅰ 取締役及び従業員が法令及び定款を遵守し、適正な事業活動を行う体制を構築するため、当社グ

ループ全体に適用する倫理規範及び行動指針を定める。 

Ⅱ 社会から信頼される経営体制を確立するため、社長を委員長とするＣＳＲ委員会の下に、コンプ

ライアンス部会（部会長：管理部長）を設置し、コンプライアンスの定着と運用の徹底を図るた

めに必要な諸活動を推進する。 

Ⅲ コンプライアンスの徹底を図るため、管理部は役員及び従業員へのコンプライアンス教育を体系

的計画的に実施する。 

Ⅳ コンプライアンスに関する相談や不正行為等の通報のために、管理部及び内部監査室を窓口と

し、通報者の保護を徹底した内部通報制度を運用する。 

Ⅴ 社長直轄の内部監査室は、定期的に実施する内部監査を通じて、会社の業務実施状況の実態を把

握し、すべての業務が法令、定款及び社内諸規定に準拠して適正・妥当かつ合理的に行われてい

るか、また、会社の制度・組織・諸規定が適正・妥当であるかを調査・検証し、監査結果を社長

に報告する。 

Ⅵ 上記のコンプライアンスに関する活動については定期的に取締役会に報告する。 

  

③ 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制 
  

当社は、取締役会をはじめとする重要な会議の意思決定に係る記録や、各取締役が業務分掌及び決裁

基準に基づいて決裁した文書等法令及び文書管理規定に基づき、取締役の職務の執行に係る情報を適正

に記録し、定められた期間保存する。 

Ⅰ 法令及び文書管理規定に基づき、以下の文書（電磁的記録を含む）を関連資料とともに保存す

る。 

Ⅰ-1 法令に定めのある文書 

・株主総会議事録（会社法318条）、取締役会議事録（会社法第369条） 

Ⅰ-2 文書管理規定に基づく文書 

・経営会議議事録、技術委員会議事録、ＣＳＲ委員会議事録 

・その他取締役が委員長、議長となる会議委員会議事録 

・取締役が決裁者となる決裁書 

・その他文書管理規定に定める重要な文書 

Ⅱ 上記文書について、法令に別段の定めのない限り、文書管理規定に基づき、文書毎に定められた

所管部門が文書管理を行う。 
  
④ 損失の危険の管理に関する規程その他の体制（リスク管理体制） 

  
当社グループは、様々な損失の危険に対して、危険の大小や発生可能性に応じ、事前に適切な対応策

を準備する等により、損失の危険を最小限にすべく、組織的な対応について整備に努める。 

Ⅰ 当社グループ全体におけるリスク管理体制を構築し、適切なリスク対応を実施するため、リスク

管理基本方針を含むリスク管理規定及び関連する規定類を定める。 

Ⅱ 社長を委員長とするＣＳＲ委員会の下に、リスク管理部会（部会長：経営企画部長）を設置し、

リスク管理の定着と運用の徹底を図るために必要な諸活動を推進する。 

Ⅲ リスク管理規定に基づき、当社グループにおける事業機会リスク及び事業活動遂行リスクについ

て、毎年リスクの発見と評価を行い、リスク対応計画を策定し、推進する。 
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Ⅳ 大規模な事故、災害、不祥事等の未然防止を図るとともに、発生した場合には、社長（又は社長

が指名する者）を委員長とした危機対策本部を設置し、対応にあたる。 

Ⅴ 上記のリスク管理に関する活動については定期的に取締役会に報告する。 
  
⑤ 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制 

  
当社は、環境変化に対応するため、中期経営計画及び年度経営計画を策定、推進する。経営計画の達

成を目指し、日常的な取締役の業務執行の効率化に努める。 

Ⅰ 取締役の業務及び決裁権限について、組織規定、業務分掌規定、決裁基準規定で定める。 

Ⅱ 取締役会は経営の方針、法令で定められた事項その他経営に関する重要事項を決定し、取締役の

業務執行状況を監督する。 

Ⅲ 取締役会の下に、社長が議長を務める経営会議を設置し（原則として月３回実施）、取締役会決

議事項の事前審議を行うとともに、取締役会から委譲された権限の範囲内で当社業務の執行及び

施策の実施等について審議し、意思決定を行う。 

  

⑥ 当社及び子会社からなる企業集団における業務の適正を確保するための体制 
  

当社は、子会社も含めたリケングループとしての内部統制システムの構築を目指すとともに、「関係

会社管理規定」に基づき、各子会社の自主性を尊重しつつ、適切なグループ経営に努める。 

Ⅰ グループ経営として、経営理念や行動規範、コンプライアンスに係る規定マニュアルを関係会社

と共有するとともに、リケングループ経営計画を一体となって推進する。 

Ⅱ 国内関係会社については経営企画部が、海外関係会社については海外事業部が、各社の取締役会

への参加やヒアリング等を行い、経営の適法性・効率性の確認を実施する。 

Ⅲ 関係会社に対して内部監査室が定期的に監査を実施する。 

Ⅳ 主要な関係会社については当社監査役及び当社経理担当従業員が監査役に就任し、会計監査及び

業務監査を実施する。 
  
⑦ 監査役の職務を補助する従業員について 
  
⑧ 前項の従業員の、取締役からの独立性に関する事項 

  
監査役から専任の従業員について求めがある場合、当該従業員の配置を検討するものとし、当該従業

員の人事異動及び考課については、事前に監査役に報告を行い、了承を得るものとする。 
  
⑨ 取締役及び従業員が監査役に報告をするための体制その他の監査役への報告に関する体制 

  
監査役に報告すべき事項及び報告の方法について、監査役と協議の上設定し、取締役及び従業員は適

切な報告を実施する。 

また、監査役が出席又は資料を閲覧する会議委員会について、監査役と協議の上設定し、監査役は、

会議委員会に出席あるいは会議資料・議事録の閲覧を行う。 
  
⑩ その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制 

  
監査役は社長と相互の意思疎通を図るため、定期的な会合をもつとともに、内部監査室、会計監査

人、子会社監査役と連携を保ち、監査役の監査の実効性確保に努める。 
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＜参考資料；模式図＞ 
 

  

(9) 役員報酬の内容 

取締役14名の年間報酬総額       231百万円 

監査役５名の年間報酬総額       41百万円（うち社外３名 23百万円） 
 (注)１ 取締役の報酬等の額には、使用人兼務取締役の使用人給与は含まれておりません。 
   ２ 上記報酬等の額には、当該事業年度に係る役員賞与支払予定額が含まれております。 

  取締役26百万円、監査役５百万円（うち社外３百万円） 
   ３ 上記のほか、次のとおりの支給があります。 

 ① 役員退職慰労引当金の当事業年度増加額 
   取締役88百万円、監査役８百万円（うち社外３百万円） 
 ② 新株予約権(平成18年６月29日定時株主総会決議に基づく、ストック・オプションとしての株式報酬費用) 
   取締役14名  ２百万円 

  

(10) 監査報酬の内容 

公認会計士法第２条第１項に規定する業務に基づく報酬    28百万円 
上記以外の報酬                       ４百万円 
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(11) 会社と社外監査役の人的関係、資本的関係又は取引関係その他の利害関係の概要 

社外監査役田丸周氏は、当事業年度末現在で当社普通株式を３千株保有しております。それ以外に当社

と社外監査役との間に人的関係、資本関係又は取引関係その他の利害関係はありません。 
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第５ 【経理の状況】 

１ 連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大蔵省

令第28号。以下「連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。 

なお、前連結会計年度(平成18年４月１日から平成19年３月31日まで)は、改正前の連結財務諸表規則

に基づき、当連結会計年度(平成19年４月１日から平成20年３月31日まで)は、改正後の連結財務諸表規

則に基づいて作成しております。 

  

(2) 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59

号。以下「財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

なお、前事業年度(平成18年４月１日から平成19年３月31日まで)は、改正前の財務諸表等規則に基づ

き、当事業年度(平成19年４月１日から平成20年３月31日まで)は、改正後の財務諸表等規則に基づいて

作成しております。 

  

２ 監査証明について 

当社は、前連結会計年度(平成18年４月１日から平成19年３月31日まで)及び前事業年度(平成18年４月

１日から平成19年３月31日まで)は証券取引法第193条の２の規定に基づき、また当連結会計年度(平成19

年４月１日から平成20年３月31日まで)及び当事業年度(平成19年４月１日から平成20年３月31日まで)は

金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、それぞれ連結財務諸表並びに財務諸表について、新

日本監査法人の監査を受けております。 
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１ 【連結財務諸表等】 

(1) 【連結財務諸表】 

① 【連結貸借対照表】 
  

 
  

前連結会計年度 
(平成19年３月31日)

当連結会計年度 
(平成20年３月31日)

区分 注記 
番号 金額(百万円) 構成比 

(％) 金額(百万円) 構成比 
(％)

（資産の部） 

Ⅰ 流動資産 

 １ 現金及び預金 7,194 7,645 

 ２ 受取手形及び売掛金 ※３ 
※４ 24,294 24,623 

 ３ たな卸資産 11,420 10,639 

 ４ 繰延税金資産 1,242 1,167 

 ５ その他 594 913 

   貸倒引当金 △34 △27 

   流動資産合計 44,712 47.3 44,962 49.1 

Ⅱ 固定資産 

 １ 有形固定資産 ※１ 
※３

  (1)建物及び構築物 8,948 8,643 

  (2)機械装置及び運搬具 17,166 16,040 

  (3)土地 3,411 2,618 

  (4)建設仮勘定 1,219 2,095 

  (5)その他 1,279 1,206 

   有形固定資産合計 32,026 33.9 30,604 33.4 

 ２ 無形固定資産 353 0.4 438 0.5 

 ３ 投資その他の資産 

  (1)投資有価証券 ※２ 10,668 8,876 

  (2)長期貸付金 16 4 

  (3)繰延税金資産 4,838 4,277 

  (4)前払年金費用 － 724 

  (5)保険積立金 1,374 1,225 

  (6)その他 636 555 

   貸倒引当金 △105 △92 

   投資その他の資産合計 17,430 18.4 15,570 17.0 

   固定資産合計 49,810 52.7 46,614 50.9 

   資産合計 94,522 100.0 91,576 100.0 
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前連結会計年度 
(平成19年３月31日)

当連結会計年度 
(平成20年３月31日)

区分 注記 
番号 金額(百万円) 構成比 

(％) 金額(百万円) 構成比 
(％)

（負債の部） 

Ⅰ 流動負債 

 １ 支払手形及び買掛金 ※４ 17,541 16,999 

 ２ 短期借入金 ※３ 7,486 9,383 

 ３ 未払法人税等 1,228 628 

 ４ 賞与引当金 2,096 2,148 

 ５ 役員賞与引当金 30 30 

 ６ その他 ※４ 5,523 6,066 

   流動負債合計 33,906 35.9 35,255 38.5 

Ⅱ 固定負債 

 １ 長期借入金 ※３ 9,773 5,004 

 ２ 繰延税金負債 24 13 

 ３ 退職給付引当金 3,018 1,144 

 ４ 役員退職慰労引当金 362 313 

 ５ 負ののれん 2 1 

 ６ その他 39 7 

   固定負債合計 13,220 14.0 6,485 7.1 

   負債合計 47,127 49.9 41,740 45.6 

（純資産の部） 

Ⅰ 株主資本 

 １ 資本金 8,573 9.0 8,573 9.4 

 ２ 資本剰余金 6,604 7.0 6,604 7.2 

 ３ 利益剰余金 30,902 32.7 33,788 36.9 

 ４ 自己株式 △872 △0.9 △1,048 △1.2 

   株主資本合計 45,207 47.8 47,918 52.3 

Ⅱ 評価・換算差額等 
 １ その他有価証券 
   評価差額金 334 0.4 143 0.1 

 ２ 為替換算調整勘定 △238 △0.3 46 0.1 

   評価・換算差額等合計 96 0.1 190 0.2 

Ⅲ 新株予約権 10 0.0 25 0.0 

Ⅳ 少数株主持分 2,081 2.2 1,701 1.9 

   純資産合計 47,395 50.1 49,836 54.4 

   負債純資産合計 94,522 100.0 91,576 100.0 
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② 【連結損益計算書】 
  

 
  

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
  至 平成19年３月31日)

当連結会計年度 
(自 平成19年４月１日 
  至 平成20年３月31日)

区分 注記 
番号 金額(百万円) 百分比 

(％) 金額(百万円) 百分比 
(％)

Ⅰ 売上高 91,272 100.0 95,765 100.0 
Ⅱ 売上原価 ※２ 71,804 78.7 76,617 80.0 
   売上総利益 19,468 21.3 19,147 20.0 
Ⅲ 販売費及び一般管理費 
 １ 荷造費及び運賃 2,654 2,664 
 ２ 販売手数料 216 132 
 ３ 貸倒引当金繰入額 0 6 
 ４ 役員賞与引当金繰入額 30 40 
 ５ 役員退職慰労引当金 
   繰入額 82 96 

 ６ 役員従業員給与及び手当 3,344 3,711 
 ７ 退職給付費用 98 58 
 ８ 研究開発費 ※２ 431 337 
 ９ その他 5,057 11,914 13.0 4,753 11,801 12.3 
   営業利益 7,554 8.3 7,346 7.7 
Ⅳ 営業外収益 
 １ 受取利息 117 156 
 ２ 受取配当金 84 100 
 ３ 持分法による投資利益 1,150 1,345 
 ４ 生命保険金及び配当金 84 224 
 ５ 技術料収入 368 394 
 ６ 為替差益 212 － 
 ７ その他 287 2,305 2.5 271 2,491 2.5 
Ⅴ 営業外費用 
 １ 支払利息 247 327 
 ２ たな卸資産廃却損 179 162 
 ３ 固定資産解体費 73 57 
 ４ 為替差損 － 97 
 ５ その他 301 801 0.9 428 1,073 1.1 
   経常利益 9,058 9.9 8,765 9.1 
Ⅵ 特別利益 
 １ 固定資産売却益 ※１ 25 1 
 ２ 投資有価証券売却益 164 227 
 ３ 貸倒引当金戻入額 19 14 
 ４ 企業立地促進事業補助金 195 404 0.5 － 243 0.3 
Ⅶ 特別損失 
 １ 固定資産廃却損 ※１ 80 59 
 ２ 子会社株式売却損 － 279 
 ３ 投資有価証券評価損 1 2 
 ４ 貸倒引当金繰入額 4 － 
 ５ 役員退職慰労金 24 21 
 ６ 減損損失 ※３ 126 3 
 ７ 新潟県中越沖地震 
   震災関連費用 － 1,608 

 ８ その他 14 251 0.3 － 1,974 2.1 
   税金等調整前当期純利益 9,211 10.1 7,034 7.3 
   法人税、住民税 
   及び事業税 3,179 2,196 

   法人税等調整額 348 3,528 3.9 679 2,876 3.0 
   少数株主利益又は 
   少数株主損失（△） 239 0.2 △7 △0.0 

   当期純利益 5,443 6.0 4,165 4.3 
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③ 【連結株主資本等変動計算書】 

前連結会計年度 (自 平成18年４月１日  至 平成19年３月31日) 
  

 
  

 
  

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成18年３月31日残高(百万円) 8,573 6,613 27,182 △369 41,999 

連結会計年度中の変動額 

 剰余金の配当 △1,792 △1,792 

 利益処分による役員賞与 △40 △40 

 当期純利益 5,443 5,443 

 自己株式の取得 △670 △670 

 自己株式の処分 △8 △13 167 145 

 連結子会社増加に伴う 
 利益剰余金増加高 121 121 

 株主資本以外の項目の 
 連結会計年度中の変動額(純額) ― 

連結会計年度中の変動額合計 
(百万円) ― △8 3,719 △502 3,208 

平成19年３月31日残高(百万円) 8,573 6,604 30,902 △872 45,207 

評価・換算差額等
新株予約権 少数株主持分 純資産合計

その他有価証券
評価差額金

為替換算 
調整勘定

評価・換算 
差額等合計

平成18年３月31日残高(百万円) 467 △870 △402 ― 1,755 43,352 

連結会計年度中の変動額 

 剰余金の配当 ― △1,792 

 利益処分による役員賞与 ― △40 

 当期純利益 ― 5,443 

 自己株式の取得 ― △670 

 自己株式の処分 ― 145 

 連結子会社増加に伴う 
 利益剰余金増加高 ― 121 

 株主資本以外の項目の 
 連結会計年度中の変動額(純額) △133 631 498 10 325 834 

連結会計年度中の変動額合計 
(百万円) △133 631 498 10 325 4,042 

平成19年３月31日残高(百万円) 334 △238 96 10 2,081 47,395 
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当連結会計年度 (自 平成19年４月１日  至 平成20年３月31日) 
  

 
  

 
  

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成19年３月31日残高(百万円) 8,573 6,604 30,902 △872 45,207 

連結会計年度中の変動額 

 剰余金の配当 △1,260 △1,260 

 当期純利益 4,165 4,165 

 自己株式の取得 △222 △222 

 自己株式の処分 △18 46 28 

 株主資本以外の項目の 
 連結会計年度中の変動額(純額) ― 

連結会計年度中の変動額合計 
(百万円) ― ― 2,886 △175 2,710 

平成20年３月31日残高(百万円) 8,573 6,604 33,788 △1,048 47,918 

評価・換算差額等
新株予約権 少数株主持分 純資産合計

その他有価証券
評価差額金

為替換算 
調整勘定

評価・換算 
差額等合計

平成19年３月31日残高(百万円) 334 △238 96 10 2,081 47,395 

連結会計年度中の変動額 

 剰余金の配当 ― △1,260 

 当期純利益 ― 4,165 

 自己株式の取得 ― △222 

 自己株式の処分 ― 28 

 株主資本以外の項目の 
 連結会計年度中の変動額(純額) △191 285 94 15 △379 △270 

連結会計年度中の変動額合計 
(百万円) △191 285 94 15 △379 2,440 

平成20年３月31日残高(百万円) 143 46 190 25 1,701 49,836 
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④ 【連結キャッシュ・フロー計算書】 
  

 
  

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
  至 平成19年３月31日)

当連結会計年度 
(自 平成19年４月１日 
  至 平成20年３月31日)

区分 注記 
番号 金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー 

 １ 税金等調整前当期純利益 9,211 7,034 

 ２ 減価償却費 5,134 5,768 

 ３ 減損損失 126 3 

 ４ 新潟県中越沖地震震災関連費用 － 1,608 

 ５ 持分法による投資利益 △1,150 △1,345 

 ６ 退職給付引当金の減少額 △1,227 △545 

 ７ 前払年金費用の増加額 － △724 

 ８ 役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 82 △48 

 ９ 役員賞与引当金の増加額 30 － 

 10 貸倒引当金の減少額 △3 △12 

 11 受取利息及び受取配当金 △202 △256 

 12 支払利息 247 327 

 13 為替差損益（△は益） △47 21 

 14 負ののれん償却額 △1 △1 

 15 投資有価証券評価損 1 2 

 16 投資有価証券売却益 △164 △227 

 17 子会社株式売却損 － 279 

 18 固定資産廃却損 80 59 

 19 固定資産売却益 △25 △1 

 20 売上債権の増加額 △1,498 △746 

 21 たな卸資産の増加額 △1,179 △8 

 22 仕入債務の増加額 1,723 330 

 23 未払消費税等の増減額（△は減少） 237 △194 

 24 その他 753 △446 

   小計 12,127 10,876 

 25 利息及び配当金の受取額 202 715 

 26 利息の支払額 △228 △315 

 27 新潟県中越沖地震震災関連費用の支払額 － △1,306 

 28 法人税等の支払額 △4,461 △2,803 

   営業活動によるキャッシュ・フロー 7,639 7,167 
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前連結会計年度 

(自 平成18年４月１日 
  至 平成19年３月31日)

当連結会計年度 
(自 平成19年４月１日 
  至 平成20年３月31日)

区分 注記 
番号 金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー 

 １ 定期預金等の預入による支出 △556 △161 

 ２ 定期預金等の払戻による収入 583 165 

 ３ 有形固定資産の取得による支出 △6,570 △5,978 

 ４ 有形固定資産の売却による収入 55 159 

 ５ 投資有価証券の取得による支出 △2 △1 

 ６ 投資有価証券の売却及び償還による収入 203 2,743 
 ７ 連結の範囲の変更を伴う 
   子会社株式の売却による収入 ※２ － 51 

 ８ 無形固定資産等の取得による支出 △67 △146 

 ９ 貸付による支出 △7 △5 

 10 貸付金の回収による収入 11 14 

 11 その他投資活動による支出 △177 △186 

 12 その他投資活動による収入 168 331 

   投資活動によるキャッシュ・フロー △6,360 △3,014 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー 

 １ 短期借入れによる収入 6,959 8,812 

 ２ 短期借入金の返済による支出 △8,880 △9,675 

 ３ 長期借入れによる収入 5,541 － 

 ４ 長期借入金の返済による支出 △1,779 △1,175 

 ５ 自己株式の売却による収入 144 24 

 ６ 自己株式の取得による支出 △668 △218 

 ７ 配当金の支払額 △1,790 △1,259 

 ８ 少数株主への配当金の支払額 △36 △31 

   財務活動によるキャッシュ・フロー △509 △3,524 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額 132 △81 

Ⅴ 現金及び現金同等物の増加額 901 547 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高 6,090 7,097 

Ⅶ 新規連結に伴う現金及び現金同等物の増加額 105 － 

Ⅷ 現金及び現金同等物の期末残高 ※１ 7,097 7,645 
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連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 
  

 
  

(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

前連結会計年度
(自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日) 

当連結会計年度

１ 連結の範囲に関する事項 
(1) 連結子会社の数 21社 
   主要な連結子会社は、「第１ 企業の概況 ４ 
関係会社の状況」に記載しているため、省略して
おります。 

   なお、前連結会計年度において非連結子会社で
あった八重洲技研㈱は、重要性が増したことによ
り当連結会計年度より連結の範囲に含めておりま
す。 

   また、㈱リケンエレテックについては、㈱リケ
ン環境システムを存続会社とする吸収合併方式で
解散したため、当連結会計年度より連結の範囲か
ら除外しております。  

１ 連結の範囲に関する事項 
(1) 連結子会社の数 20社 
   主要な連結子会社は、「第１ 企業の概況 ４ 
関係会社の状況」に記載しているため、省略して
おります。 

   前連結会計年度末において連結子会社であった
大韓理研㈱は、全株式を売却したため、当連結会
計年度より連結の範囲から除外しております。な
お、みなし売却日（平成19年12月31日）までの損
益計算書及びキャッシュ・フロー計算書を連結し
ております。 

(2) 非連結子会社の名称 
   ㈱メタル・ケアー 
   リケンオブアジア社 

(2) 非連結子会社の名称 
   ㈱メタル・ケアー 
   リケンオブアジア社 

(3) 非連結子会社について連結の範囲から除いた理由 
   非連結子会社は、いずれも小規模会社であり、
合計の総資産、売上高、当期純損益(持分に見合
う額)及び利益剰余金(持分に見合う額)等がいず
れも連結財務諸表に重要な影響を及ぼしていない
ためであります。 

(3) 非連結子会社について連結の範囲から除いた理由 
   同左 
   

２ 持分法の適用に関する事項 
(1) 持分法適用の非連結子会社 １社 
   ㈱メタル・ケアー 

２ 持分法の適用に関する事項 
(1) 持分法適用の非連結子会社 １社 
   ㈱メタル・ケアー 

(2) 持分法適用の関連会社 ５社 
   台湾理研工業股份有限公司 
   サイアムリケン社 
   アライドリング社 
   日研ステンレス継手㈱ 
  シュリラムピストンアンドリング社 

(2) 持分法適用の関連会社 ５社 
   台湾理研工業股份有限公司 
   サイアムリケン社 
   アライドリング社 
   日研ステンレス継手㈱ 
  シュリラムピストンアンドリング社 

(3) 持分法を適用していない非連結子会社及び関連会
社 
   八重洲貿易㈱他は、それぞれ当期純損益及び利
益剰余金等に及ぼす影響が軽微であり、かつ全体
としても重要性がないため、持分法の適用から除
外しております。 

(3) 持分法を適用していない非連結子会社及び関連会
社 
   同左 

(4) 持分法を適用した会社のうち、事業年度が親会社
の事業年度と異なる会社の取扱い 
   持分法を適用した会社のうち、事業年度が親会
社の事業年度と異なる会社については、当該会社
の事業年度に係る決算財務諸表を使用しておりま
す。 

(4) 持分法を適用した会社のうち、事業年度が親会社
の事業年度と異なる会社の取扱い 
   同左 
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(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

前連結会計年度
(自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日) 

当連結会計年度

３ 連結子会社の事業年度等に関する事項 
  連結子会社のうち、決算日が連結決算日と異なる
子会社は次のとおりであります。 
 平成18年12月31日が決算日の会社 
  リケンコーポレーションオブアメリカ社 
  リケンインターナショナル社 
  リケンオブアメリカ社 
  大韓理研株式会社 
  ユーロリケン社 
  リケンイスパニア社 
  P.T.パカルティリケンインドネシア 
  理研汽車配件(武漢)有限公司 
  連結財務諸表作成に当っては、同日現在の決算財
務諸表を使用し、連結決算日との間に生じた重要な
取引等については連結上必要な調整を行っておりま
す。 

３ 連結子会社の事業年度等に関する事項 
  連結子会社のうち、決算日が連結決算日と異なる
子会社は次のとおりであります。 
 平成19年12月31日が決算日の会社 
  リケンコーポレーションオブアメリカ社 
  リケンインターナショナル社 
  リケンオブアメリカ社 
  ユーロリケン社 
  リケンイスパニア社 
  P.T.パカルティリケンインドネシア 
  理研汽車配件(武漢)有限公司 
  連結財務諸表作成に当っては、同日現在の決算財
務諸表を使用し、連結決算日との間に生じた重要な
取引等については連結上必要な調整を行っておりま
す。 

４ 会計処理基準に関する事項 
(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法 
 ① 有価証券 
  満期保有目的の債券 
   償却原価法(定額法)によっております。 
  その他有価証券 
   時価のあるもの 

 決算期末日の市場価格等に基づく時価法(評
価差額は全部純資産直入法により処理し、売
却原価は移動平均法により算定)によっており
ます。 

４ 会計処理基準に関する事項 
(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法 
 ① 有価証券 
  満期保有目的の債券 
   同左 
  その他有価証券 
   時価のあるもの 
     同左 

   時価のないもの 
 移動平均法による原価法によっておりま
す。 

   時価のないもの 
     同左 

 ② たな卸資産 
   主に移動平均法による原価法を採用しておりま
す。 

 ② たな卸資産 
    同左 
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(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

前連結会計年度
(自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日) 

当連結会計年度

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法 
 ① 有形固定資産 
   主として定率法によっております。 
   ただし、平成10年４月１日以降取得した建物
(建物附属設備を除く。)については、定額法を採
用しております。 

   耐用年数及び残存価額については、主として法
人税法に規定する方法と同一の基準によっており
ます。 

   なお、取得価額が10万円以上20万円未満の少額
減価償却資産については、主として取得時に全額
費用処理する方法を採用しております。 

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法 
 ① 有形固定資産 
   主として定率法によっております。 
   ただし、平成10年４月１日以降取得した建物
(建物附属設備を除く。)については、定額法を採
用しております。 

   耐用年数及び残存価額については、主として法
人税法に規定する方法と同一の基準によっており
ます。 

   なお、取得価額が10万円以上20万円未満の少額
減価償却資産については、主として取得時に全額
費用処理する方法を採用しております。 

  (会計方針の変更) 
   当社及び国内連結子会社は、法人税法の改正
((所得税法等の一部を改正する法律 平成19年３
月30日 法律第６号)及び(法人税法施行令の一部
を改正する政令 平成19年３月30日 政令第83
号))に伴い、当連結会計年度より、平成19年４月
１日以降に取得した有形固定資産について、改正
後の法人税法に基づく減価償却の方法に変更して
おります。 

   これにより税金等調整前当期純利益が174百万
円減少しております。 

   なお、セグメント情報に与える影響は、当該箇
所に記載しております。 

  (追加情報) 
   当社及び国内連結子会社は、法人税法の改正に
伴い、平成19年３月31日以前に取得した資産につ
いては、改正前の法人税法に基づく減価償却の方
法の適用により取得価額の５％に到達した連結会
計年度の翌連結会計年度より、取得価額の５％相
当額と備忘価額との差額を５年間にわたり均等償
却し、減価償却費に含めて計上しております。 

   これにより税金等調整前当期純利益が266百万
円減少しております。 

   なお、セグメント情報に与える影響は、当該箇
所に記載しております。 

 ② 無形固定資産 
   定額法によっております。 
   耐用年数については、主として法人税法に規定
する方法と同一の基準によっております。 

   なお、ソフトウェア(自社利用分)については、
社内における利用可能期間(５年)に基づく定額法
によっております。 

 ② 無形固定資産 
   同左 
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(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

前連結会計年度
(自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日) 

当連結会計年度

(3) 重要な引当金の計上基準 
 ① 貸倒引当金 
   貸倒損失に備えるため、下記の基準に基づき計
上しております。 

  ａ 一般債権 
     貸倒実績率によっております。 

(3) 重要な引当金の計上基準 
 ① 貸倒引当金 
   貸倒損失に備えるため、下記の基準に基づき計
上しております。 

  ａ 一般債権 
     同左 

  ｂ 貸倒懸念債権及び破産更生債権 
     財務内容評価法によっております。 

  ｂ 貸倒懸念債権及び破産更生債権 
     同左 

 ② 賞与引当金 
   従業員への賞与の支払いに備えるため、従業員
に対する賞与の支給見込額のうち、当連結会計年
度に帰属する額を計上しております。 

 ② 賞与引当金 
    同左 

 ③ 役員賞与引当金 
   当社及び国内連結子会社は、役員に対して支給
する賞与の支出に充てるため、当連結会計年度に
おける支給見込額に基づき、当連結会計年度に見
合う分を計上しております。 

  (会計方針の変更) 
   当連結会計年度より「役員賞与に関する会計基
準」(企業会計基準委員会 平成17年11月29日 
企業会計基準第４号)を適用しております。 

   これにより税金等調整前当期純利益は30百万円
減少しております。 

   なお、セグメント情報に与える影響は、当該箇
所に記載しております。 

 ③ 役員賞与引当金 
   当社及び国内連結子会社は、役員に対して支給
する賞与の支出に充てるため、当連結会計年度に
おける支給見込額に基づき、当連結会計年度に見
合う分を計上しております。 

 ④ 退職給付引当金 
   従業員等の退職給付に備えるため、当連結会計
年度末における退職給付債務及び年金資産の見込
額に基づき、当連結会計年度末において発生して
いると認められる額を計上しております。 

   
   
   
   
   
   数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時
における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の
年数(10～15年)による定額法により按分した額を
それぞれ発生時の翌連結会計年度から費用処理す
ることとしております。 

   過去勤務債務は、その発生時の従業員の平均残
存勤務期間以内の一定の年数(10年)による定額法
により費用処理することとしております。  

 ④ 退職給付引当金 
   従業員等の退職給付に備えるため、当連結会計
年度末における退職給付債務及び年金資産の見込
額に基づき、当連結会計年度末において発生して
いると認められる額を計上しております。 

   年金資産見込額が退職給付債務見込額に未認識
数理計算上の差異を加減した額を下回る場合に
は、当該差異を退職給付引当金として計上し、上
回る場合には当該超過額を前払年金費用として計
上しております。 

   数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時
における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の
年数(10～15年)による定額法により按分した額を
それぞれ発生時の翌連結会計年度から費用処理す
ることとしております。 

   過去勤務債務は、その発生時の従業員の平均残
存勤務期間以内の一定の年数(10年)による定額法
により費用処理することとしております。  

 ⑤ 役員退職慰労引当金 
   親会社は、役員の退職慰労金の支給に備えるた
め、内規に基づく連結会計年度末要支給額を計上
しております。 

 ⑤ 役員退職慰労引当金 
    同左   
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(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

前連結会計年度
(自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日) 

当連結会計年度

(4) 外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準 
   在外子会社等の資産及び負債、収益及び費用
は、期末日の直物為替相場により円貨に換算し、
換算差額は純資産の部における為替換算調整勘定
及び少数株主持分に含めております。 

(4) 外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準 
    同左 

(5) 重要なリース取引の処理方法 
   リース物件の所有権が借主に移転すると認めら
れるもの以外のファイナンス・リース取引につい
ては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計
処理によっております。 

(5) 重要なリース取引の処理方法 
    同左 

(6) 重要なヘッジ会計の方法 
 ① ヘッジ会計の方法 
   金利スワップについては特例処理の要件を満た
しているため、特例処理を採用しております。 

(6) 重要なヘッジ会計の方法 
 ① ヘッジ会計の方法 
    同左 

 ② ヘッジ手段 
   金利スワップ 

 ② ヘッジ手段 
    同左 

 ③ ヘッジ対象 
   借入金利息 

 ③ ヘッジ対象 
    同左 

 ④ ヘッジ方針 
   デリバティブ取引についての基本方針は経営会
議で決定され、取引権限及び取引限度額を定めた
社内管理規定を設け、金利変動リスクを回避する
目的で、金利スワップ取引を利用することとして
おります。 

 ④ ヘッジ方針 
    同左 

 ⑤ ヘッジ有効性評価の方法 
   金利スワップについては、特例処理の要件を満
たしているため、ヘッジ有効性判定を省略してお
ります。 

 ⑤ ヘッジ有効性評価の方法 
    同左 

(7) その他連結財務諸表作成のための重要な事項 
 消費税等の会計処理 
   消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式に
よっております。 

(7) その他連結財務諸表作成のための重要な事項 
 消費税等の会計処理 
    同左 

５ 連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項 
  連結子会社の資産及び負債の評価方法は全面時価
評価法によっております。 

５ 連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項 
    同左 

６ のれん及び負ののれんの償却に関する事項 
  のれん及び負ののれんは５年間で均等償却するこ
ととしております。 

６ のれん及び負ののれんの償却に関する事項 
    同左 

７ 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範
囲 

  手許現金、要求払預金及び取得日から３ヶ月以内
に満期の到来する流動性の高い、容易に換金可能で
あり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか
負わない短期的な投資からなっております。 

７ 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範
囲 

    同左 
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次へ 

(会計処理の変更) 
  

 
  

(表示方法の変更) 
  

 
  

(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

前連結会計年度
(自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日) 

当連結会計年度

 (貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等) 
当連結会計年度から「貸借対照表の純資産の部の表示
に関する会計基準」(企業会計基準委員会 平成17年12
月９日 企業会計基準第５号)及び「貸借対照表の純資
産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」(企業会
計基準委員会 平成17年12月９日 企業会計基準適用指
針第８号)を適用しております。 
従来の「資本の部」の合計に相当する金額は45,303百
万円であります。 
なお、連結財務諸表規則の改正により、当連結会計年
度における連結財務諸表は、改正後の連結財務諸表規則
により作成しております。 

─────── 

 (自己株式及び準備金の額の減少等に関する会計基準
等の一部改正) 
当連結会計年度から、改正後の「自己株式及び準備金
の額の減少等に関する会計基準」(企業会計基準委員会 
最終改正平成18年８月11日 企業会計基準第１号)及び
「自己株式及び準備金の額の減少等に関する会計基準の
適用指針」(企業会計基準委員会 最終改正平成18年８
月11日 企業会計基準適用指針第２号)を適用しており
ます。 
これによる損益に与える影響はありません。 
なお、連結財務諸表規則の改正により、当連結会計年
度における連結財務諸表は、改正後の連結財務諸表規則
により作成しております。 

─────── 

 (ストック・オプション等に関する会計基準等) 
当連結会計年度から「ストック・オプション等に関す
る会計基準」(企業会計基準委員会 平成17年12月27日 
企業会計基準第８号)及び「ストック・オプション等に
関する会計基準の適用指針」(企業会計基準委員会 最
終改正平成18年５月31日 企業会計基準適用指針第11
号)を適用しております。 
これにより税金等調整前当期純利益が10百万円減少し
ております。 
なお、セグメント情報に与える影響は、当該箇所に記
載しております。 

─────── 

(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

前連結会計年度
(自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日) 

当連結会計年度

(連結貸借対照表) 
前連結会計年度において「連結調整勘定」として掲記
されていたものは、当連結会計年度から「負ののれん」
と表示しております。 

─────── 

(連結キャッシュ・フロー計算書) 
前連結会計年度において「連結調整勘定償却額」とし
て掲記されていたものは、当連結会計年度から「負のの
れん償却額」と表示しております。 

─────── 
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注記事項 

(連結貸借対照表関係) 
  

 
  

前連結会計年度 
(平成19年３月31日)

当連結会計年度 
(平成20年３月31日)

※１ 減価償却累計額 

 
有形固定資産 68,854百万円

※１ 減価償却累計額 

 
有形固定資産 71,266百万円

※２ 非連結子会社及び関連会社に対するものは、次の
とおりであります。 

 
投資有価証券 7,286百万円

※２ 非連結子会社及び関連会社に対するものは、次の
とおりであります。 

 
投資有価証券 8,282百万円

※３ 担保に供している資産並びに担保付債務は次のと
おりであります。 

 

 上記のうち( )内書は工場財団抵当並びに当該債
務を示しております。 

建物及び構築物 277百万円 ( 277百万円) 
機械装置及び 
運搬具 675 ( 675 )

土地 579 ( 579 )
合計 1,532 ( 1,532 )

短期借入金 273百万円 ( 273百万円) 
長期借入金 485 ( 485 )
割引手形 22 ( ― )

合計 781 ( 758 )

※３ 担保に供している資産並びに担保付債務は次のと
おりであります。 

 

 上記のうち( )内書は工場財団抵当並びに当該債
務を示しております。 

売掛金 181百万円 ( ―百万円) 
機械装置及び 
運搬具 2 ( ― )

合計 184 ( ― )

短期借入金 86百万円 ( ―百万円) 
長期借入金 1 ( ― )

合計 87 ( ― )

※  偶発債務 
   下記のとおり銀行借入保証を行っております。な

お、金額は当社の実質保証額であります。 

 

保証先 保証額
保証債務 
従業員住宅ローン 
保証残高 117百万円 

※  偶発債務 
   下記のとおり銀行借入保証を行っております。な

お、金額は当社の実質保証額であります。 

 

保証先 保証額
保証債務 
従業員住宅ローン 
保証残高 101百万円 

※  輸出為替手形(信用状なし)割引高は８百万円であ
ります。 

※        ─────── 

※  受取手形割引高は135百万円であります。 ※  受取手形裏書譲渡高は40百万円であります。 
※４ 連結会計年度末日満期手形 
    連結会計年度末日満期手形の会計処理について

は、手形交換日をもって決済処理をしておりま
す。 

    なお、当連結会計年度末日が金融機関の休日で
あったため、次の連結会計年度末日満期手形が、
連結会計年度末残高に含まれております。 

 

受取手形 229百万円
支払手形 1,053百万円
設備関係支払手形 136百万円

※４       ─────── 
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(連結損益計算書関係) 
  

 
  

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
 至 平成19年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成19年４月１日 
 至 平成20年３月31日) 

※１ 固定資産売却益の主なものは、子会社のその他
（工具）の売却によるものであります。 

   固定資産廃却損の主なものは、親会社の機械装置
及び運搬具の廃却によるものであります。 

※１ 固定資産売却益の主なものは、子会社のその他
（工具）の売却によるものであります。 

   固定資産廃却損の主なものは、親会社の機械装置
及び運搬具の廃却によるものであります。 

※２ 研究開発費の総額 
   一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発

費 

 
1,482百万円

※２ 研究開発費の総額 
   一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発

費 

 
1,576百万円

※３ 減損損失 
 当社グループは、以下の資産グループについて減損損
失を計上しました。 

 
 (経緯) 
 上記の資産は遊休状態であり、今後の利用計画がない
ため、減損損失を認識しました。 
 (グルーピング) 
 管理会計上の区分を基本とし、将来の使用見込みがな
い遊休資産については個々の資産単位でグルーピングし
ております。 
 (回収可能評価額の算定方法等) 
 正味売却価額、不動産鑑定評価基準 

用途 種類 場所
金額 

（百万円）

遊休 
建物及び 
構築物 

新潟県柏崎市 8 

遊休 
機械装置 
及び運搬具 

新潟県柏崎市 60 

遊休 
機械装置 
及び運搬具 

埼玉県熊谷市 24 

遊休 その他 新潟県柏崎市 31 

合計 126 

※３ 減損損失 
 当社グループは、以下の資産グループについて減損損
失を計上しました。 

 
 (経緯) 
   同左 
  
 (グルーピング) 
   同左 
 
  
 (回収可能評価額の算定方法等) 
   同左 

用途 種類 場所
金額 

（百万円）

遊休 
機械装置 
及び運搬具 

新潟県柏崎市 3 

合計 3 
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(連結株主資本等変動計算書関係) 
  
前連結会計年度 (自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 
１ 発行済株式に関する事項 

   
２ 自己株式に関する事項 

 (注) １ 普通株式の自己株式の増加は、市場買付け836,000株と単元未満株式の買取り59,457株によるものでありま
す。 

２ 普通株式の自己株式の減少は、新株予約権等の権利行使370,000株と単元未満株式の買増請求2,096株による
ものであります。 

  
３ 新株予約権等に関する事項 

 (注) １ 目的となる株式の数は、権利行使可能数を記載しております。 
２ 目的となる株式の数の変動事由の概要 
平成13年６月新株引受権の減少は、権利行使及び権利失効によるものであります。 
平成14年６月新株予約権の減少は、権利行使によるものであります。 

３ 平成18年ストック・オプションとしての新株予約権は、権利行使期間の初日が到来しておりません。 
  
４ 配当に関する事項 
(1) 配当金支払額 

 
  

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

 
  

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 106,484,667 ― ― 106,484,667 

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 966,396 895,457 372,096 1,489,757 

会社名 内訳 目的となる 
株式の種類

目的となる株式の数(株) 当連結会計 
年度末残高 
(百万円)

前連結会計 
年度末 増加 減少 当連結会計 

年度末

提出会社

平成13年６月28日  
定時株主総会決議  
「新株引受権」  

普通株式 317,000 ― 317,000 ― ― 

平成14年６月27日  
定時株主総会決議  
「第１回新株予約権」 

普通株式 183,000 ― 105,000 78,000 ― 

平成18年ストック・オ
プションとしての新株
予約権 

― ― ― ― ― 10 

合計 500,000 ― 422,000 78,000 10 

決議 株式の種類 配当金の総額 
(百万円)

１株当たり配当額 
(円) 基準日 効力発生日

平成18年６月29日 
定時株主総会 普通株式 1,266 12.00 平成18年３月31日 平成18年６月30日

平成18年11月15日  
取締役会 普通株式 526 5.00 平成18年９月30日 平成18年12月11日

決議 株式の種類 配当の原資 配当金の総額 
(百万円)

１株当たり 
配当額(円) 基準日 効力発生日

平成19年６月28日 
定時株主総会 普通株式 利益剰余金 734 7.00 平成19年３月31日 平成19年６月29日
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当連結会計年度 (自 平成19年４月１日 至 平成20年３月31日) 
１ 発行済株式に関する事項 

   
２ 自己株式に関する事項 

 (注) １ 普通株式の自己株式の増加は、市場買付け454,000株と単元未満株式の買取り48,268株によるものでありま
す。 

２ 普通株式の自己株式の減少は、新株予約権等の権利行使72,000株と単元未満株式の買増請求6,954株による
ものであります。 

  
３ 新株予約権等に関する事項 

 (注) １ 目的となる株式の数は、権利行使可能数を記載しております。 
２ 目的となる株式の数の変動事由の概要 
平成14年６月新株引受権の減少は、権利行使及び権利失効によるものであります。 

３ 平成18年ストック・オプションとしての新株予約権は、権利行使期間の初日が到来しておりません。 
  
４ 配当に関する事項 
(1) 配当金支払額 

 
  

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

 
  

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 106,484,667 ― ― 106,484,667 

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 1,489,757 502,268 78,954 1,913,071 

会社名 内訳 目的となる 
株式の種類

目的となる株式の数(株) 当連結会計 
年度末残高 
(百万円)

前連結会計 
年度末 増加 減少 当連結会計 

年度末

提出会社

平成14年６月27日  
定時株主総会決議  
「第１回新株予約権」 

普通株式 78,000 ― 78,000 ― ― 

平成18年ストック・オ
プションとしての新株
予約権 

― ― ― ― ― 25 

合計 78,000 ― 78,000 ― 25 

決議 株式の種類 配当金の総額 
(百万円)

１株当たり配当額 
(円) 基準日 効力発生日

平成19年６月28日 
定時株主総会 普通株式 734 7.00 平成19年３月31日 平成19年６月29日

平成19年11月14日  
取締役会 普通株式 525 5.00 平成19年９月30日 平成19年12月10日

決議 株式の種類 配当の原資 配当金の総額 
(百万円)

１株当たり 
配当額(円) 基準日 効力発生日

平成20年６月24日 
定時株主総会 普通株式 利益剰余金 732 7.00 平成20年３月31日 平成20年６月25日
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(連結キャッシュ・フロー計算書関係) 
  

 
  

(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

前連結会計年度
(自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日) 

当連結会計年度

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表
に掲記されている科目の金額との関係 

 

※２       ─────── 

現金及び預金勘定 7,194百万円
預入期間が３ヶ月を超える 
定期預金等 △96 

現金及び現金同等物 7,097 

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表
に掲記されている科目の金額との関係 

 

※２ 株式の売却により連結子会社でなくなった会社の
資産及び負債の主な内訳  

  大韓理研㈱(平成19年12月31日現在)   

 

現金及び預金勘定 7,645百万円
預入期間が３ヶ月を超える 
定期預金等 △0 

現金及び現金同等物 7,645 

 流動資産 1,197百万円
 固定資産 2,150 
 流動負債 △1,092 
 固定負債 △1,706 
 為替換算調整勘定 26 
 少数株主持分 △230 
大韓理研㈱株式の売却価額 65 
大韓理研㈱の現金及び現金同等物 △14 
差引；大韓理研㈱売却による収入 51 
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(リース取引関係) 
  

 
  

(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

前連結会計年度
(自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日) 

当連結会計年度

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの
以外のファイナンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの
以外のファイナンス・リース取引 

１ リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当
額及び期末残高相当額 

１ リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当
額及び期末残高相当額 

 
(注) 取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が有
形固定資産の期末残高等に占める割合が低いため、
支払利子込み法により算定しております。 

取得価額 
相当額 
(百万円)

減価償却累 
計額相当額 
(百万円)

期末残高 
相当額 
(百万円)

機械装置 
及び運搬具 1,185 910 275 

有形固定 
資産その他 241 109 132 

無形固定 
資産 74 35 39 

合計 1,502 1,054 447 
 

同左 

取得価額 
相当額 
(百万円)

減価償却累 
計額相当額 
(百万円)

期末残高 
相当額 
(百万円)

機械装置 
及び運搬具 1,171 1,006 165 

有形固定 
資産その他 240 114 125 

無形固定 
資産 85 38 47 

合計 1,497 1,158 338 

２ 未経過リース料期末残高相当額 

 
(注) 未経過リース料期末残高相当額は、未経過リース
料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占める割
合が低いため、支払利子込み法により算定しており
ます。 

１年以内 175百万円
１ 年 超 272 
 合計 447 

２ 未経過リース料期末残高相当額 

 
同左 

１年以内 148百万円
１ 年 超 189 
 合計 338 

３ 支払リース料及び減価償却費相当額 

 

支払リース料 184百万円
減価償却費相当額 184 

３ 支払リース料及び減価償却費相当額 

 

支払リース料 180百万円
減価償却費相当額 180 

４ 減価償却費相当額の算定方法 
  リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定
額法によっております。 

４ 減価償却費相当額の算定方法 
同左 

(減損損失について) 
 リース資産に配分された減損損失はありません。 

(減損損失について) 
同左 
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(有価証券関係) 

前連結会計年度 (平成19年３月31日) 

１ その他有価証券で時価のあるもの 
  

 
  
２ 当連結会計年度中に売却したその他有価証券 

当連結会計年度 (自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

 
  
３ 時価評価されていない有価証券の主な内容及び連結貸借対照表計上額 
  

 
  

区分 種類 取得原価(百万円) 連結貸借対照表 
計上額(百万円) 差額(百万円)

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えるもの 

(1) 株式 243 726 483 

(2) 債券 ― ― ― 

(3) その他 ― ― ― 

小計 243 726 483 

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えないもの 

(1) 株式 24 22 △1 

(2) 債券 ― ― ― 

(3) その他 ― ― ― 

小計 24 22 △1 

合計 267 749 481 

売却額(百万円) 売却益の合計額(百万円) 売却損の合計額(百万円)

203 164 ― 

区分 連結貸借対照表計上額(百万円)

(1) 満期保有目的の債券 

   その他 ― 

(2) その他有価証券 

   非上場株式 2,629 

   その他 2 
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当連結会計年度 (平成20年３月31日) 
１ その他有価証券で時価のあるもの 
  

 
  
２ 当連結会計年度中に売却したその他有価証券 

当連結会計年度 (自 平成19年４月１日 至 平成20年３月31日) 

 
  
３ 時価評価されていない有価証券の主な内容及び連結貸借対照表計上額 
  

 
  

区分 種類 取得原価(百万円) 連結貸借対照表 
計上額(百万円) 差額(百万円)

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えるもの 

(1) 株式 180 402 221 

(2) 債券 ― ― ― 

(3) その他 ― ― ― 

小計 180 402 221 

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えないもの 

(1) 株式 70 60 △10 

(2) 債券 ― ― ― 

(3) その他 ― ― ― 

小計 70 60 △10 

合計 251 462 211 

売却額(百万円) 売却益の合計額(百万円) 売却損の合計額(百万円)

2,743 227 ― 

区分 連結貸借対照表計上額(百万円)

(1) 満期保有目的の債券 

   その他 ― 

(2) その他有価証券 

   非上場株式 129 

   その他 1 
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(デリバティブ取引関係) 

１ 取引の状況に関する事項 
  

 
  

２ 取引の時価等に関する事項 

前連結会計年度 (平成19年３月31日) 

ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引を除き、該当事項はありません。 

  

当連結会計年度 (平成20年３月31日) 

ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引を除き、該当事項はありません。 

  

(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

前連結会計年度
(自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日) 

当連結会計年度

(1) 取引の内容 
  当社の利用しているデリバティブ取引は、通貨関連
では為替予約取引、金利関連取引では金利スワップ取
引であります。なお、連結子会社についてはデリバテ
ィブ取引はありません。 

(1) 取引の内容 
   同左 

(2) 取引に対する取組み方針 
  当社は基本的に外貨建金銭債権債務の残高の範囲内
での為替予約取引、及び、金利スワップのデリバティ
ブ取引を利用することとしております。 
  為替予約取引は１年を超える長期契約を行わず、ま
た、レバレッジの効く投機的な取引は行わない方針で
あります。 

(2) 取引に対する取組み方針 
   同左 

(3) 取引の利用目的 
  当社は、外貨建資産・負債に係る将来の取引市場で
の為替相場の変動によるリスクを回避する目的で、特
定の外貨建資産・負債を対象とした為替予約取引、金
利スワップ取引を利用しております。 

(3) 取引の利用目的 
   同左 

(4) 取引に係るリスクの内容 
  当社が利用している金利スワップ取引は、市場金利
の変動によるリスクを有しております。 
  なお、当社のデリバティブ取引の契約先は信用度の
高い国内の銀行であるため、相手方の契約不履行によ
るリスクはないと認識しております。 

(4) 取引に係るリスクの内容 
   同左 

(5) 取引に係るリスク管理体制 
  デリバティブ取引についての基本方針は経営会議で
決定され、取引の実行及び管理は経理室が行っており
ます。 
  取引権限及び取引限度額を定めた社内管理規定を設
け、取引結果は毎週経理室が把握しております。 

(5) 取引に係るリスク管理体制 
   同左 
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(退職給付関係) 

前連結会計年度 (自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

１ 採用している退職給付制度の概要 

当社は、確定給付型制度として、企業年金基金制度、適格退職年金制度及び退職一時金制度を設けてお

り、国内連結子会社は、主として退職一時金制度及び適格退職年金制度を設けております。  

従来の厚生年金基金制度については、平成15年３月14日に厚生年金基金の代行部分を厚生労働大臣から

将来分支給義務免除の認可を受け、平成17年２月１日に過去分返上の認可を受けております。また、過

去分返上の認可の日から厚生年金基金制度は、企業年金基金制度に移行しております。 

なお、一部の海外子会社でも確定給付型の制度を設けております。 

  

２ 退職給付債務に関する事項 (平成19年３月31日) 
  

 
(注) 国内連結子会社は、退職給付債務の算定にあたり、一部、簡便法を採用しております。 

  

３ 退職給付費用に関する事項 (自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 
  

 
(注) １ 簡便法を採用している国内連結子会社の退職給付費用は、「イ 勤務費用」に計上しております。 

２ 「ヘ その他」は、確定拠出年金に係る要拠出額であります。 

  

４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

 
  

イ 退職給付債務 △24,193百万円
ロ 年金資産 28,807 
ハ 未積立退職給付債務(イ＋ロ) 4,613 
ニ 未認識数理計算上の差異 △7,481 
ホ 未認識過去勤務債務(債務の減額) △150 
ヘ 連結貸借対照表計上額純額(ハ＋ニ＋ホ) △3,018 
ト 前払年金費用 ― 
チ 退職給付引当金(ヘ－ト) △3,018 

イ 勤務費用 (注) １ 1,097百万円
ロ 利息費用 323 
ハ 期待運用収益 ― 
ニ 数理計算上の差異の費用処理額 △759 
ホ 過去勤務債務の費用処理額 △30 
ヘ その他 (注) ２ 42 
ト 退職給付費用(イ＋ロ＋ハ＋ニ＋ホ＋ヘ) 674 

イ 退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準 
ロ 割引率 1.7％ 
ハ 期待運用収益率 0.0％ 
ニ 数理計算上の差異の処理年数 10年～15年(各連結会計年度の発生時における従業員の平

均残存勤務期間の一定の年数による定額法により按分した
額をそれぞれの発生時の翌連結会計年度から費用処理する
こととしております。) 

ホ 過去勤務債務の処理年数 10年(その発生時の従業員の平均残存勤務期間の一定の年
数による定額法により費用処理することとしておりま
す。) 
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次へ 

当連結会計年度 (自 平成19年４月１日 至 平成20年３月31日) 

１ 採用している退職給付制度の概要 

当社は、確定給付型制度として、企業年金基金制度、適格退職年金制度及び退職一時金制度を設けてお

り、国内連結子会社は、主として退職一時金制度及び適格退職年金制度を設けております。 

従来の厚生年金基金制度については、平成15年３月14日に厚生年金基金の代行部分を厚生労働大臣から

将来分支給義務免除の認可を受け、平成17年２月１日に過去分返上の認可を受けております。また、過

去分返上の認可の日から厚生年金基金制度は、企業年金基金制度に移行しております。 

なお、一部の海外子会社でも確定給付型の制度を設けております。 

  

２ 退職給付債務に関する事項 (平成20年３月31日) 
  

 
(注) 国内連結子会社は、退職給付債務の算定にあたり、一部、簡便法を採用しております。 

  

３ 退職給付費用に関する事項 (自 平成19年４月１日 至 平成20年３月31日) 
  

 
(注) １ 簡便法を採用している国内連結子会社の退職給付費用は、「イ 勤務費用」に計上しております。 

２ 「ヘ その他」は、確定拠出年金に係る要拠出額であります。 

  

４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

 
  

イ 退職給付債務 △22,370百万円
ロ 年金資産 21,976 
ハ 未積立退職給付債務(イ＋ロ) △394 
ニ 未認識数理計算上の差異 △120 
ホ 未認識過去勤務債務(債務の減額) 94 
ヘ 連結貸借対照表計上額純額(ハ＋ニ＋ホ) △420 
ト 前払年金費用 724 
チ 退職給付引当金(ヘ－ト) △1,144 

イ 勤務費用 (注) １ 1,148百万円
ロ 利息費用 377 
ハ 期待運用収益 △202 
ニ 数理計算上の差異の費用処理額 △687 
ホ 過去勤務債務の費用処理額 △30 
ヘ その他 (注) ２ 41 
ト 退職給付費用(イ＋ロ＋ハ＋ニ＋ホ＋ヘ) 646 

イ 退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準 
ロ 割引率 1.7％ 
ハ 期待運用収益率 0.0％～5.0％ 
ニ 数理計算上の差異の処理年数 10年～15年(各連結会計年度の発生時における従業員の平

均残存勤務期間の一定の年数による定額法により按分した
額をそれぞれの発生時の翌連結会計年度から費用処理する
こととしております。) 

ホ 過去勤務債務の処理年数 10年(その発生時の従業員の平均残存勤務期間の一定の年
数による定額法により費用処理することとしておりま
す。) 
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(ストック・オプション等関係) 

前連結会計年度 (自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

１ 当連結会計年度における費用計上額及び科目名 
販売費及び一般管理費の株式報酬費用    10百万円 

  

２ ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況 

(1) ストック・オプションの内容  

 
  

(2) ストック・オプションの規模及びその変動状況 

     当連結会計年度において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・オプションの
数については株式数に換算して記載しております。 

  ① ストック・オプションの数 

 
  

平成13年６月28日  
定時株主総会決議  
「新株引受権」  

平成14年６月27日  
定時株主総会決議  
「第１回新株予約権」 

平成18年６月29日  
定時株主総会決議  
「第２回新株予約権」 

平成18年６月29日  
定時株主総会決議  
「第３回新株予約権」 

付与対象者の区分 
及び人数(名) 

当社取締役  13 
従業員管理職 184 

当社取締役  13  
従業員管理職 168 

当社取締役    14 
従業員管理職 194 

主要国内関係会社 
社長 ８ 

株式の種類及び 
付与数(株) 普通株式 1,970,000 普通株式 461,000 普通株式 279,000 普通株式 12,000 

付与日 平成13年７月13日 平成14年６月28日 平成18年８月３日 平成18年８月19日 

権利確定条件 

 権利行使時において取締
役又は従業員であることを
要する。ただし、取締役が
権利付与日より６ヶ月を経
過した日以後に退任又は辞
任し、かつ当社又は当社出
資比率20％以上の関係会社
に留まる場合、及び従業員
が定年退職した場合は対象
とする。 

 権利行使時においても取
締役又は従業員であること
を要する。ただし、退任
（関係会社役員に就任の
為、辞 任 し た 場 合 を 含
む）、定年退職（選択定年
含まず）により地位を喪失
した場合を除く。 

 取締役については、権利
行使時においても当社又は
当社関係会社の取締役の地
位にあることを要するもの
とする。ただし、任期満了
による退任、その他別途定
める正当な理由で退任した
場合は権利行使をなしうる
ものとする。また、従業員
については、権利行使時に
おいても当社の従業員、取
締役、監査役、関係会社取
締役及び従業員であること
を要するものとする。ただ
し、定年退職、別途定める
正当な理由で退職した場合
は権利行使をなしうるもの
とする。 

 権利行使時においても当
社の主要国内関係会社社長
等であることを要するもの
とする。ただし、任期満了
による退任、その他別途定
める正当な理由で退任した
場合は権利行使をなしうる
ものとする。 

対象勤務期間 定めておりません。 同左 同左 同左 

権利行使期間 
３年間 
(平成15年７月１日～ 
 平成18年６月30日) 

３年間 
(平成16年７月１日～ 
 平成19年６月30日) 

３年間 
(平成20年８月４日～ 
 平成23年８月３日) 

３年間 
(平成20年８月20日～ 
 平成23年８月19日) 

平成13年６月28日  
定時株主総会決議  
「新株引受権」  

平成14年６月27日  
定時株主総会決議  
「第１回新株予約権」 

平成18年６月29日  
定時株主総会決議  
「第２回新株予約権」 

平成18年６月29日  
定時株主総会決議  
「第３回新株予約権」 

権利確定前 

 期首(株) ─ ─ ─ ─ 

 付与(株) ─ ─ 279,000 12,000 

 失効(株) ─ ─ ─ ─ 

 権利確定(株) ─ ─ ─ ─ 

 未確定残(株) ─ ─ 279,000 12,000 

権利確定後 

 期首(株) 317,000 183,000 ─ ─ 

 権利確定(株) ─ ─ ─ ─ 

 権利行使(株) 265,000 105,000 ─ ─ 

 失効(株) 52,000 ─ ─ ─ 

 未行使残(株) ─ 78,000 ─ ─ 
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  ② 単価情報 

 
  

３ ストック・オプションの公正な評価単価の見積方法 
当連結会計年度において付与されたストック・オプションについて公正な評価単価の見積方法
は、以下のとおりであります。 
  ① 使用した評価技法     ブラック・ショールズ式 
  ② 主な基礎数値及び見積方法 

 
(注) １ ３年６ヶ月間（「第２回新株予約権」においては平成15年１月27日～平成18年７月28日、「第３

回新株予約権」においては平成15年２月17日～平成18年８月18日）の株価実績に基づき算出して
おります。 

２ 十分なデータの蓄積がなく、合理的な見積が困難であるため、権利行使期間の中間点において行
使されるものと推定して見積っております。  

３ 直近２期の１株当たり配当実績の単純平均値であります。 
４ 予想残存期間と同程度の残存期間を持つ国債の利回りであります。 

  

４ ストック・オプションの権利確定数の見積方法 
基本的には、将来の失効数の合理的な見積りは困難であるため、実績の失効率のみ反映させる方
法を採用しております。 

  

平成13年６月28日  
定時株主総会決議  
「新株引受権」  

平成14年６月27日  
定時株主総会決議  
「第１回新株予約権」 

平成18年６月29日  
定時株主総会決議  
「第２回新株予約権」 

平成18年６月29日  
定時株主総会決議  
「第３回新株予約権」 

権利行使価格(円) 411 336 807 742 
行使時平均株価 
(円) 896 782 ─ ─ 

公正な評価単価 
(付与日)(円) ─ ─ 104 164 

平成18年６月29日  
定時株主総会決議  
「第２回新株予約権」 

平成18年６月29日  
定時株主総会決議  
「第３回新株予約権」 

株価変動性 (注) １ 27.12％ 27.12％ 

予想残存期間 (注) ２ ３年６ヶ月 ３年６ヶ月 

予想配当 (注) ３ 11円／株 11円／株 

無リスク利子率 (注) ４ 1.10％ 1.09％ 
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当連結会計年度 (自 平成19年４月１日 至 平成20年３月31日) 

１ 当連結会計年度における費用計上額及び科目名 
販売費及び一般管理費の株式報酬費用    25百万円 

  

２ ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況 

(1) ストック・オプションの内容  

 
  

(2) ストック・オプションの規模及びその変動状況 

     当連結会計年度において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・オプションの
数については株式数に換算して記載しております。 

  ① ストック・オプションの数 

 
  

平成14年６月27日  
定時株主総会決議  
「第１回新株予約権」 

平成18年６月29日  
定時株主総会決議  
「第２回新株予約権」 

平成18年６月29日  
定時株主総会決議  
「第３回新株予約権」 

付与対象者の区分 
及び人数(名) 

当社取締役   13  
従業員管理職 168 

当社取締役    14 
従業員管理職 194 

主要国内関係会社 
社長 ８ 

株式の種類及び 
付与数(株) 普通株式 461,000 普通株式 279,000 普通株式 12,000 

付与日 平成14年６月28日 平成18年８月３日 平成18年８月19日 

権利確定条件 

 権利行使時においても取締役又
は従業員であることを要する。た
だし、退任（関係会社役員に就任
の為、辞任した場合を含む）、定
年退職（選択定年含まず）により
地位を喪失した場合を除く。 

 取締役については、権利行使時
においても当社又は当社関係会社
の取締役の地位にあることを要す
るものとする。ただし、任期満了
による退任、その他別途定める正
当な理由で退任した場合は権利行
使をなしうるものとする。また、
従業員については、権利行使時に
おいても当社の従業員、取締役、
監査役、関係会社取締役及び従業
員であることを要するものとす
る。ただし、定年退職、別途定め
る正当な理由で退職した場合は権
利行使をなしうるものとする。 

 権利行使時においても当社の主
要国内関係会社社長等であること
を要するものとする。ただし、任
期満了による退任、その他別途定
める正当な理由で退任した場合は
権利行使をなしうるものとする。 

対象勤務期間 定めておりません。 同左 同左 

権利行使期間 
３年間 
(平成16年７月１日～ 
 平成19年６月30日) 

３年間 
(平成20年８月４日～ 
 平成23年８月３日) 

３年間 
(平成20年８月20日～ 
 平成23年８月19日) 

平成14年６月27日  
定時株主総会決議  
「第１回新株予約権」 

平成18年６月29日  
定時株主総会決議  
「第２回新株予約権」 

平成18年６月29日  
定時株主総会決議  
「第３回新株予約権」 

権利確定前 

 期首(株) ─ 279,000 12,000 

 付与(株) ─ ─ ─ 

 失効(株) ─ ─ ─ 

 権利確定(株) ─ ─ ─ 

 未確定残(株) ─ 279,000 12,000 

権利確定後 

 期首(株) 78,000 ─ ─ 

 権利確定(株) ─ ─ ─ 

 権利行使(株) 72,000 ─ ─ 

 失効(株) 6,000 ─ ─ 

 未行使残(株) ─ ─ ─ 
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前へ   次へ 

  ② 単価情報 

 
  

  

  

平成14年６月27日  
定時株主総会決議  
「第１回新株予約権」 

平成18年６月29日  
定時株主総会決議  
「第２回新株予約権」 

平成18年６月29日  
定時株主総会決議  
「第３回新株予約権」 

権利行使価格(円) 336 807 742 

行使時平均株価(円) 632 ─ ─ 
公正な評価単価(付与日) 
(円) ─ 104 164 
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前へ 

(税効果会計関係) 
  

 
  

前連結会計年度 
(平成19年３月31日)

当連結会計年度 
(平成20年３月31日)

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別
の内訳 

(繰延税金資産) 

   

① 流動資産 賞与引当金 848百万円
未実現たな卸資産 
売却益 205

未払事業税 95
その他 163
評価性引当額 △71

計 1,242

② 固定資産 退職給付引当金 6,219百万円
減価償却 128
繰越欠損金 5
役員退職慰労引当金 146
その他 313
評価性引当額 △301
繰延税金負債(固定) 
との相殺 △1,673

計 4,838

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別
の内訳 

(繰延税金資産) 

   

① 流動資産 賞与引当金 865百万円
未実現たな卸資産 
売却益 134

未払事業税 56
繰越欠損金 59
その他 121
評価性引当額 △69

計 1,167
② 固定資産 退職給付引当金 5,602百万円

減価償却 126
繰越欠損金 55
その他 529
評価性引当額 △440
繰延税金負債(固定) 
との相殺 △1,597

計 4,277

(繰延税金負債) 

   

固定負債 退職給付信託 
設定益等 △1,512百万円

買換資産圧縮積立金 △49
収用圧縮積立金 △5
その他 △130
繰延税金資産(固定) 
との相殺 1,673

計 △24

(繰延税金負債) 

   

固定負債 退職給付信託 
設定益等 △1,512百万円

買換資産圧縮積立金 △46
収用圧縮積立金 △4
その他 △47
繰延税金資産(固定) 
との相殺 1,597

計 △13

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担
率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

   

法定実効税率 40.5％
(調整) 
交際費等永久に損金に算入されない項目 0.2 
受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △1.1 
住民税均等割額 0.3 
海外連結子会社の税率差異 △0.1 
持分法投資利益 △5.1 
在外連結子会社等からの受取配当金 1.8 
その他 1.8 
税効果会計適用後の法人税等の負担率 38.3 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担
率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

   法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負
担率との間の差異が法定実効税率の百分の五以下で
あるため、注記を省略しております。 
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(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

前連結会計年度 (自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 
  

 
(注) １ 事業区分は、販売市場別区分によっております。 

２ 各事業の主な製品 
 (1) 自動車・産業機械部品事業………ピストンリング、カムシャフト、バルブリフター、バルブシート、  

   シールリング、ナックル等 
 (2) その他事業…………………………鋼管用継手、ステンレス管用継手、電熱線、工業炉、電波暗室、  

   電波吸収体等 
３ 当連結会計年度における資産のうち消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は13,171百万円であり、そ
の主なものは、長期投資資金(投資有価証券)等に係る資産であります。 

４ 会計処理の変更 
   当連結会計年度から「役員賞与に関する会計基準」(企業会計基準委員会 平成17年11月29日 企業会計
基準第４号)を適用しております。これに伴い、従来の方法によった場合に比べ、「自動車・産業機械部品
事業」については営業費用を26百万円多く計上し(営業利益は同額減少)、「その他事業」については営業費
用を３百万円多く計上しております(営業利益は同額減少)。 

   当連結会計年度から「ストック・オプション等に関する会計基準」(企業会計基準委員会 平成17年12月
27日 企業会計基準第８号)及び「ストック・オプション等に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準委
員会 平成18年５月31日 企業会計基準適用指針第11号)を適用しております。これに伴い、従来の方法に
よった場合に比べ、「自動車・産業機械部品事業」については営業費用を９百万円多く計上し(営業利益は
同額減少)、「その他事業」については営業費用を１百万円多く計上しております(営業利益は同額減少)。 

  

自動車・産業 
機械部品事業 
(百万円)

その他事業 
(百万円)

計 
(百万円)

消去又は 
全社 
(百万円)

連結 
(百万円)

Ⅰ 売上高及び営業損益 

  売上高 

 (1) 外部顧客に 
   対する売上高 77,691 13,581 91,272 ― 91,272 

 (2) セグメント間の内部 
   売上高又は振替高 0 1,018 1,018 ( 1,018) ― 

計 77,691 14,599 92,291 ( 1,018) 91,272 

  営業費用 72,250 12,411 84,662 ( 944) 83,718 

  営業利益 5,440 2,188 7,628 (74) 7,554 

Ⅱ 資産、減価償却費、 
  減損損失及び資本的支出 

  資産 69,041 12,309 81,351 13,171 94,522 

  減価償却費 4,651 297 4,949 167 5,116 

  減損損失 116 9 126 ― 126 

  資本的支出 5,735 450 6,185 242 6,428 
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当連結会計年度 (自 平成19年４月１日 至 平成20年３月31日) 
  

 
(注) １ 事業区分は、販売市場別区分によっております。 

２ 各事業の主な製品 
 (1) 自動車・産業機械部品事業………ピストンリング、カムシャフト、バルブリフター、バルブシート、 

   シールリング、素形材部品等 
 (2) その他事業…………………………鋼管用継手、ステンレス管用継手、電熱材、工業炉、電波暗室、 

   電波吸収体等 
３ 当連結会計年度における資産のうち消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は13,007百万円であり、そ
の主なものは、長期投資資金(投資有価証券)等に係る資産であります。 

４ 連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項に記載のとおり、当連結会計年度より、平成19年４月１日
以降に取得した有形固定資産について、改正後の法人税法に基づく減価償却の方法に変更しております。こ
の変更により、従来の方法によった場合に比べ、「自動車・産業機械部品事業」については営業費用を161
百万円多く計上し(営業利益は同額減少)、「その他事業」については営業費用を13百万円多く計上しており
ます(営業利益は同額減少)。  
 また、平成19年３月31日以前に取得した資産については、改正前の法人税法に基づく減価償却の方法の適
用により取得価額の５％に到達した連結会計年度の翌連結会計年度より、取得価額の５％相当額と備忘価額
との差額を５年間にわたり均等償却し、減価償却費に含めて計上しております。これにより、「自動車・産
業機械部品事業」については営業費用を226百万円多く計上し(営業利益は同額減少)、「その他事業」につ
いては営業費用を40百万円多く計上しております(営業利益は同額減少)。 

  

自動車・産業 
機械部品事業 
(百万円)

その他事業 
(百万円)

計 
(百万円)

消去又は 
全社 
(百万円)

連結 
(百万円)

Ⅰ 売上高及び営業損益 

  売上高 

 (1) 外部顧客に 
   対する売上高 81,590 14,174 95,765 ― 95,765 

 (2) セグメント間の内部 
   売上高又は振替高 0 1,219 1,219 ( 1,219) ― 

計 81,590 15,394 96,985 ( 1,219) 95,765 

  営業費用 76,293 13,129 89,423 ( 1,004) 88,418 

  営業利益 5,297 2,264 7,561 ( 214) 7,346 

Ⅱ 資産、減価償却費、 
  減損損失及び資本的支出 

  資産 67,282 11,287 78,569 13,007 91,576 

  減価償却費 5,331 308 5,640 112 5,752 

  減損損失 3 0 3 ― 3 

  資本的支出 6,334 527 6,861 346 7,208 
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【所在地別セグメント情報】 

前連結会計年度 (自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 
  

 
(注) １ 国又は地域の区分の方法は、地理的近接度によっております。 

２ 日本以外の区分に属する主な国又は地域は以下のとおりであります。 
   その他の地域：アメリカ、ドイツ、スペイン、インドネシア、大韓民国、中国 
３ 「消去又は全社」に含めた金額及び主な内容は、「事業の種類別セグメント情報」の「注３」と同一であり
ます。 

４ 会計処理の変更 
 当連結会計年度から「役員賞与に関する会計基準」（企業会計基準委員会 平成17年11月29日 企業会計
基準第４号）を適用しております。この変更により、従来の方法によった場合に比べ、「日本」については
営業費用を30百万円多く計上しております(営業利益は同額減少)。なお、「その他の地域」に関しては、影
響ありません。 

   当連結会計年度から「ストック・オプション等に関する会計基準」（企業会計基準委員会 平成17年12月
27日 企業会計基準第８号）及び「ストック・オプション等に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準
委員会 平成18年５月31日 企業会計基準適用指針第11号）を適用しております。この変更により、従来の
方法によった場合に比べ、「日本」については営業費用を10百万円多く計上しております(営業利益は同額
減少)。なお、「その他の地域」に関しては、影響ありません。 

  

日本 
(百万円)

その他の地域 
(百万円)

計 
(百万円)

消去又は全社 
(百万円)

連結 
(百万円)

Ⅰ 売上高及び営業損益 

  売上高 

 (1) 外部顧客に対する売上高 74,123 17,149 91,272 ― 91,272 

 (2) セグメント間の内部 
   売上高又は振替高 8,645 941 9,586 (9,586) ― 

計 82,768 18,090 100,859 (9,586) 91,272 

  営業費用 75,711 17,468 93,179 (9,461) 83,718 

  営業利益 7,057 622 7,679 (125) 7,554 

Ⅱ 資産 63,925 17,426 81,351 13,171 94,522 
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当連結会計年度 (自 平成19年４月１日 至 平成20年３月31日) 
  

 
(注) １ 国又は地域の区分の方法は、地理的近接度によっております。 

２ 日本以外の区分に属する主な国又は地域は以下のとおりであります。 
   その他の地域：アメリカ、ドイツ、スペイン、インドネシア、大韓民国、中国 
３ 「消去又は全社」に含めた金額及び主な内容は、「事業の種類別セグメント情報」の「注３」と同一であり
ます。 

４ 連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項に記載のとおり、当連結会計年度より、平成19年４月１日
以降に取得した有形固定資産について、改正後の法人税法に基づく減価償却の方法に変更しております。こ
の変更により、従来の方法によった場合に比べ、「日本」については営業費用を174百万円多く計上してお
ります(営業利益は同額減少)。  
 また、平成19年３月31日以前に取得した資産については、改正前の法人税法に基づく減価償却の方法の適
用により取得価額の５％に到達した連結会計年度の翌連結会計年度より、取得価額の５％相当額と備忘価額
との差額を５年間にわたり均等償却し、減価償却費に含めて計上しております。これにより、「日本」につ
いては営業費用を266百万円多く計上しております(営業利益は同額減少)。 

  

日本 
(百万円)

その他の地域 
(百万円)

計 
(百万円)

消去又は全社 
(百万円)

連結 
(百万円)

Ⅰ 売上高及び営業損益 

  売上高 

 (1) 外部顧客に対する売上高 75,424 20,341 95,765 ― 95,765 

 (2) セグメント間の内部 
   売上高又は振替高 9,115 924 10,039 (10,039) ― 

計 84,539 21,265 105,805 (10,039) 95,765 

  営業費用 77,896 20,677 98,573 (10,154) 88,418 

  営業利益 6,643 588 7,231 115 7,346 

Ⅱ 資産 65,369 13,200 78,569 13,007 91,576 
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【海外売上高】 

前連結会計年度 (自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 
  

 
(注) １ 国又は地域の区分の方法は、地理的近接度によっております。 

２ 各区分に属する主な国又は地域は以下のとおりであります。 
アジア：インドネシア、大韓民国、タイ、中国、台湾他 
その他の地域：アメリカ、ドイツ、スペイン他 

３ 海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

  

当連結会計年度 (自 平成19年４月１日 至 平成20年３月31日) 
  

 
(注) １ 国又は地域の区分の方法は、地理的近接度によっております。 

２ 各区分に属する主な国又は地域は以下のとおりであります。 
アジア：インドネシア、大韓民国、タイ、中国、台湾他 
その他の地域：アメリカ、ドイツ、スペイン他 

３ 海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

  

【関連当事者との取引】 

前連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 
(1) 子会社等 

開示を要する重要な取引はありません。 
  

その他は該当事項ありません。 

  

当連結会計年度(自 平成19年４月１日 至 平成20年３月31日) 
(1) 子会社等 

開示を要する重要な取引はありません。 
  

その他は該当事項ありません。 

  

アジア 
(百万円)

その他の地域 
(百万円)

計 
(百万円)

Ⅰ 海外売上高 12,666 14,367 27,034 

Ⅱ 連結売上高 ― ― 91,272 

Ⅲ 連結売上高に占める海外売上高の割合 13.9％ 15.7％ 29.6％ 

アジア 
(百万円)

その他の地域 
(百万円)

計 
(百万円)

Ⅰ 海外売上高 14,231 14,788 29,020 

Ⅱ 連結売上高 ― ― 95,765 

Ⅲ 連結売上高に占める海外売上高の割合 14.9％ 15.4％ 30.3％ 

6462/2008年-80-



(１株当たり情報) 
  

 
  
(注）１ １株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 
  

(注）２ １株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりでありま
す。 

 
  

(重要な後発事象) 

該当事項はありません。 

  

(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

前連結会計年度
(自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日) 

当連結会計年度

１株当たり純資産額 431.48円 １株当たり純資産額 460.06円 

１株当たり当期純利益 51.65円 １株当たり当期純利益 39.67円 

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 51.59円 潜在株式調整後 １株当たり当期純利益 ─円 

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について
は、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため
記載しておりません。 

(平成19年３月31日) 
前連結会計年度

(平成20年３月31日) 
当連結会計年度

貸借対照表の純資産の部の合計額(百万円) 47,395 49,836 

貸借対照表の純資産の部の合計額から 
控除する額(百万円) 
新株予約権 
少数株主持分 

 
 
10 

2,081 

 
 
25 

1,701 
普通株式に係る連結会計年度末の 
純資産額(百万円) 45,303 48,108 

１株当たり純資産額の算定に用いられた 
連結会計年度末の普通株式の数(千株) 104,994 104,571 

(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

前連結会計年度
(自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日) 

当連結会計年度

連結損益計算書上の当期純利益(百万円) 5,443 4,165 

普通株式に係る当期純利益(百万円) 5,443 4,165 

普通株主に帰属しない金額(百万円)      ─ ─ 

普通株式の期中平均株式数(千株) 105,399 104,991 

潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定に
用いられた普通株式増加数の内容(千株) 
 新株予約権 

 
 

125 

 
 
─ 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１
株当たり当期純利益の算定に含めなかった潜在
株式の概要 

新株予約権１種類(新株予約権
の数279個)。これらの詳細は、
「新株予約権等の状況」「スト
ック・オプション制度の内容」
に記載のとおりであります。 

新株予約権２種類(新株予約権
の数291個)。これらの詳細は、
「新株予約権等の状況」「スト
ック・オプション制度の内容」
に記載のとおりであります。 
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⑤ 【連結附属明細表】 

【社債明細表】 

該当事項はありません。 

  

【借入金等明細表】 
  

 
(注) １ 「平均利率」については、期末借入金残高に対する加重平均利率を記載しております。 

２ 長期借入金(１年以内に返済予定のものを除く。)の連結決算日後５年以内における返済予定額は以下のとお
りであります。 

  

 
  

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

  

区分 前期末残高 
(百万円)

当期末残高 
(百万円)

平均利率 
(％) 返済期限

短期借入金 6,311 5,130 1.38 ―

１年以内に返済予定の長期借入金 1,174 4,252 1.59 ―

１年以内に返済予定のリース債務 ― ― ― ―

長期借入金(１年以内に返済予定
のものを除く。) 9,773 5,004 1.99  平成21年４月～ 平成29年３月 
リース債務(１年以内に返済予定
のものを除く。) ― ― ― ―

その他の有利子負債 
(営業保証金) 259 269 0.27 契約解除後

合計 17,518 14,657 ― ―

１年超２年以内 
(百万円)

２年超３年以内 
(百万円)

３年超４年以内 
(百万円)

４年超５年以内 
(百万円)

長期借入金 2 0 0 5,001 
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２ 【財務諸表等】 
(1) 【財務諸表】 
① 【貸借対照表】 

  

 
  

前事業年度 
(平成19年３月31日)

当事業年度 
(平成20年３月31日)

区分 注記 
番号 金額(百万円) 構成比 

(％) 金額(百万円) 構成比 
(％)

（資産の部） 

Ⅰ 流動資産 

 １ 現金及び預金 1,975 1,889 

 ２ 受取手形 ※３ 3,333 2,503 

 ３ 売掛金 ※２ 19,547 19,619 

 ４ 製品 2,286 2,773 

 ５ 原材料 806 784 

 ６ 仕掛品 2,557 2,742 

 ７ 前渡金 ※２ 445 － 

 ８ 前払費用 140 140 

 ９ 繰延税金資産 712 704 

 10 関係会社短期貸付金 364 658 

 11 その他流動資産 ※２ 480 545 

   流動資産合計 32,650 46.9 32,361 47.6 

Ⅱ 固定資産 

 １ 有形固定資産 ※１

  (１)建物 5,780 6,062 

  (２)構築物 607 563 

  (３)機械及び装置 10,646 10,849 

  (４)車両運搬具 31 41 

  (５)工具 471 356 

  (６)器具 350 432 

  (７)備品 77 118 

  (８)土地 1,356 1,356 

  (９)建設仮勘定 643 1,627 

   有形固定資産合計 19,964 28.7 21,408 31.5 

 ２ 無形固定資産 

  (１)借地権 39 39 

  (２)ソフトウェア 88 97 
  (３)電気瓦斯供給 
    施設利用権 8 6 

  (４)電話施設利用権 17 17 

  (５)ソフトウェア仮勘定 － 58 

   無形固定資産合計 153 0.2 219 0.3 
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前事業年度 

(平成19年３月31日)
当事業年度 

(平成20年３月31日)

区分 注記 
番号 金額(百万円) 構成比 

(％) 金額(百万円) 構成比 
(％)

 ３ 投資その他の資産 

  (１)投資有価証券 3,269 529 

  (２)関係会社株式 6,110 5,463 

  (３)出資金 0 0 

  (４)関係会社出資金 1,712 2,184 

  (５)従業員長期貸付金 11 4 

  (６)破産更生債権等 31 25 

  (７)長期前払費用 33 20 

  (８)繰延税金資産 4,106 3,630 

  (９)前払年金費用 － 724 

  (10)投資固定資産 71 71 

  (11)保険積立金 1,340 1,190 

  (12)その他の投資 207 206 

   貸倒引当金 △80 △74 

   投資その他の資産合計 16,814 24.2 13,978 20.6 

   固定資産合計 36,932 53.1 35,606 52.4 

   資産合計 69,583 100.0 67,967 100.0 

（負債の部） 

Ⅰ 流動負債 

 １ 支払手形 ※２
※３ 5,539 2,414 

 ２ 買掛金 ※２ 6,856 10,528 

 ３ 短期借入金 4,940 3,640 
 ４ １年内返済予定の 
   長期借入金 1,102 4,250 

 ５ 未払金 518 810 

 ６ 未払費用 804 812 

 ７ 未払法人税等 559 180 

 ８ 前受金 445 － 

 ９ 預り金 ※２ 2,064 2,109 

 10 賞与引当金 1,403 1,442 

 11 役員賞与引当金 30 30 

 12 設備関係支払手形 ※２ 1,877 2,303 

 13 その他の流動負債 145 41 

   流動負債合計 26,286 37.8 28,564 42.0 

Ⅱ 固定負債 

 １ 長期借入金 9,259 5,003 

 ２ 退職給付引当金 525 － 

 ３ 投資損失引当金 473 150 

 ４ 債務保証損失引当金 252 86 

 ５ 役員退職慰労引当金 362 313 

   固定負債合計 10,872 15.6 5,553 8.2 

   負債合計 37,159 53.4 34,118 50.2 
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前事業年度 

(平成19年３月31日)
当事業年度 

(平成20年３月31日)

区分 注記 
番号 金額(百万円) 構成比 

(％) 金額(百万円) 構成比 
(％)

（純資産の部） 

Ⅰ 株主資本 

 １ 資本金 8,573 12.3 8,573 12.6 

 ２ 資本剰余金 

  (１)資本準備金 6,604 6,604 

   資本剰余金合計 6,604 9.5 6,604 9.7 

 ３ 利益剰余金 

  (１)利益準備金 1,457 1,457 

  (２)その他利益剰余金 

   配当引当積立金 3,000 3,600 

   海外事業積立金 5,000 6,000 

   収用圧縮積立金 8 6 

   買換資産圧縮積立金 72 67 

   保険差益圧縮積立金 24 23 

   別途積立金 4,400 5,600 

   繰越利益剰余金 3,830 2,798 

   利益剰余金合計 17,794 25.6 19,554 28.8 

 ４ 自己株式 △872 △1.3 △1,048 △1.5 

   株主資本合計 32,100 46.1 33,683 49.6 

Ⅱ 評価・換算差額等 
 １ その他有価証券 
   評価差額金 313 0.5 139 0.2 

   評価・換算差額等合計 313 0.5 139 0.2 

Ⅲ 新株予約権 10 0.0 25 0.0 

   純資産合計 32,424 46.6 33,849 49.8 

   負債純資産合計 69,583 100.0 67,967 100.0 
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② 【損益計算書】 
  

 
  

前事業年度 
(自 平成18年４月１日  
 至 平成19年３月31日)

当事業年度 
(自 平成19年４月１日  
 至 平成20年３月31日)

区分 注記 
番号 金額(百万円) 百分比 

(％) 金額(百万円) 百分比 
(％)

Ⅰ 売上高 ※２ 77,892 100.0 77,175 100.0 

Ⅱ 売上原価 

 １ 製品期首たな卸高 2,246 2,286 

 ２ 当期製品製造原価 ※２ 
※５ 49,079 51,151 

 ３ 当期製品仕入高 ※２ 14,919 13,431 

 ４ 材料売上原価 ※２ 100 125 

     合計 66,347 66,994 

 ５ 他勘定振替高 ※１ 40 48 

 ６ 製品期末たな卸高 2,286 64,020 82.2 2,773 64,172 83.2 

   売上総利益 13,872 17.8 13,003 16.8 

Ⅲ 販売費及び一般管理費 

 １ 荷造費及び運賃 2,199 2,215 

 ２ 販売手数料 188 144 

 ３ 広告宣伝費 40 47 
 ４ 役員退職慰労引当金 
   繰入額 82 96 

 ５ 役員賞与引当金繰入額 30 40 

 ６ 役員従業員給与及び手当 1,892 2,111 

 ７ 従業員賞与 855 737 

 ８ 福利厚生費 432 432 

 ９ 退職給付費用 30 18 

 10 賃借料 425 423 

 11 支払修繕料 47 324 

 12 租税及び課金 55 50 

 13 旅費及び交通費 153 189 

 14 交際費 44 46 

 15 通信費 59 63 

 16 減価償却費 129 77 

 17 研究開発費 ※５ 430 337 

 18 雑費 1,322 8,420 10.8 839 8,195 10.6 

   営業利益 5,451 7.0 4,807 6.2 
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前事業年度 

(自 平成18年４月１日  
 至 平成19年３月31日)

当事業年度 
(自 平成19年４月１日  
 至 平成20年３月31日)

区分 注記 
番号 金額(百万円) 百分比 

(％) 金額(百万円) 百分比 
(％)

Ⅳ 営業外収益 ※３

 １ 受取利息 15 15 

 ２ 受取配当金 579 772 

 ３ 生命保険金及び配当金 81 217 

 ４ 技術料収入 472 553 

 ５ 雑益 241 1,390 1.8 212 1,771 2.3 

Ⅴ 営業外費用 

 １ 支払利息 215 246 

 ２ たな卸資産廃却損 159 146 

 ３ 固定資産解体費 60 53 

 ４ 雑損 247 683 0.9 396 843 1.1 

   経常利益 6,158 7.9 5,735 7.4 

Ⅵ 特別利益 

 １ 固定資産売却益 ※４ 3 － 

 ２ 投資有価証券売却益 164 226 

 ３ 貸倒引当金戻入額 6 6 
 ４ 債務保証損失引当金 
   戻入額 175 165 

 ５ 企業立地促進事業補助金 180 529 0.7 － 398 0.5 

Ⅶ 特別損失 

 １ 固定資産売却損 ※４ － 1 

 ２ 固定資産廃却損 ※４ 66 81 

 ３ 子会社株式売却損 － 257 

 ４ 減損損失 ※６ 106 3 

 ５ 貸倒引当金繰入額 4 － 
 ６ 新潟県中越沖地震 
   震災関連費用 － 176 0.2 1,100 1,444 1.9 

   税引前当期純利益 6,511 8.4 4,690 6.0 
   法人税、住民税 
   及び事業税 1,996 1,102 

   法人税等調整額 508 2,504 3.3 550 1,652 2.1 

   当期純利益 4,006 5.1 3,037 3.9 
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製造原価明細書 
  

 
(注) ※１ 主な内訳は下記のとおりであります。 

 
※２ 他勘定振替高の内訳は下記のとおりであります。 

 
  

(原価計算の方法) 
   当社の原価計算は原則として組別、工程別、総合原価計算を採用しております。 

  

前事業年度 
(自 平成18年４月１日  
 至 平成19年３月31日)

当事業年度 
(自 平成19年４月１日  
 至 平成20年３月31日)

区分 注記 
番号 金額(百万円) 構成比 

(％) 金額(百万円) 構成比 
(％)

Ⅰ 材料費 19,806 40.3 21,803 42.2 

Ⅱ 労務費 8,751 17.8 8,859 17.1 

Ⅲ 経費 ※１ 20,559 41.9 21,007 40.7 

  当期総製造費用 49,117 100.0 51,670 100.0 

  仕掛品期首たな卸高 2,649 2,557 

     合計 51,766 54,228 

  仕掛品期末たな卸高 2,557 2,742 

  他勘定振替高 ※２ 128 334 

  当期製品製造原価 49,079 51,151 

項目 前事業年度(百万円) 当事業年度(百万円)

外注加工費 10,970 10,637 

項目 前事業年度(百万円) 当事業年度(百万円)

たな卸資産廃却損計上高 116 251 

作業屑控除額その他振替高 11 83 

計 128 334 
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③ 【株主資本等変動計算書】 

前事業年度 (自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 
  

 
  

 
  
(注) その他利益剰余金の内訳 

   

株主資本

資本金
資本剰余金 利益剰余金

自己株式 株主資本 
合計資本準備金 その他資本 

剰余金
資本剰余金 
合計 利益準備金 その他利益 

剰余金
利益剰余金 
合計

平成18年３月31日残高 
(百万円) 8,573 6,604 8 6,613 1,457 14,175 15,633 △369 30,450 

事業年度中の変動額 

 剰余金の配当 ― △1,792 △1,792 △1,792 

 利益処分による役員賞与 ― △40 △40 △40 

 当期純利益 ― 4,006 4,006 4,006 

 自己株式の取得 ― ― △670 △670 

 自己株式の処分 △8 △8 △13 △13 167 145 

 株主資本以外の項目の 
 事業年度中の変動額(純額) ― ― ― 

事業年度中の変動額合計 
(百万円) ― ― △8 △8 ― 2,160 2,160 △502 1,649 

平成19年３月31日残高 
(百万円) 8,573 6,604 ― 6,604 1,457 16,336 17,794 △872 32,100 

評価・換算差額等
新株予約権 純資産合計その他有価証券 

評価差額金
評価・換算 
差額等合計

平成18年３月31日残高 
(百万円) 450 450 ― 30,900 

事業年度中の変動額 

 剰余金の配当 ― △1,792 

 利益処分による役員賞与 ― △40 

 当期純利益 ― 4,006 

 自己株式の取得 ― △670 

 自己株式の処分 ― 145 

 株主資本以外の項目の 
 事業年度中の変動額(純額) △136 △136 10 △126 

事業年度中の変動額合計 
(百万円) △136 △136 10 1,523 

平成19年３月31日残高 
(百万円) 313 313 10 32,424 

項 目 配当引当 
積立金

海外事業 
積立金

収用圧縮 
積立金

買換資産 
圧縮積立金

保険差益 
圧縮積立金

別途 
積立金

繰越利益 
剰余金 合計

平成18年３月31日残高 
(百万円) 3,000 4,200 13 85 28 2,800 4,049 14,175 

事業年度中の変動額 

 剰余金の配当 △1,792 △1,792 

 利益処分による役員賞与 △40 △40 

 当期純利益 4,006 4,006 

 自己株式の処分 △13 △13 

 利益処分による 
 圧縮積立金の取崩額 △2 △6 △1 11 ― 

 圧縮積立金の取崩額 △2 △5 △1 9 ― 

 利益処分による  
 海外事業積立金の積立 800 △800 ― 

 利益処分による  
 別途積立金の積立 1,600 △1,600 ― 

事業年度中の変動額合計 
(百万円) ― 800 △4 △12 △3 1,600 △218 2,160 

平成19年３月31日残高 
(百万円) 3,000 5,000 8 72 24 4,400 3,830 16,336 
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当事業年度 (自 平成19年４月１日 至 平成20年３月31日) 
  

 
  

 
  
(注) その他利益剰余金の内訳 

 
  

株主資本

資本金
資本剰余金 利益剰余金

自己株式 株主資本 
合計資本準備金 その他資本 

剰余金
資本剰余金 
合計 利益準備金 その他利益 

剰余金
利益剰余金 
合計

平成19年３月31日残高 
(百万円) 8,573 6,604 ― 6,604 1,457 16,336 17,794 △872 32,100 

事業年度中の変動額 

 剰余金の配当 ― △1,260 △1,260 △1,260 

 当期純利益 ― 3,037 3,037 3,037 

 自己株式の取得 ― ― △222 △222 

 自己株式の処分 ― △18 △18 46 28 

 株主資本以外の項目の 
 事業年度中の変動額(純額) ― ― ― 

事業年度中の変動額合計 
(百万円) ― ― ― ― ― 1,759 1,759 △175 1,583 

平成20年３月31日残高 
(百万円) 8,573 6,604 ― 6,604 1,457 18,096 19,554 △1,048 33,683 

評価・換算差額等
新株予約権 純資産合計その他有価証券 

評価差額金
評価・換算 
差額等合計

平成19年３月31日残高 
(百万円) 313 313 10 32,424 

事業年度中の変動額 

 剰余金の配当 ― △1,260 

 当期純利益 ― 3,037 

 自己株式の取得 ― △222 

 自己株式の処分 ― 28 

 株主資本以外の項目の 
 事業年度中の変動額(純額) △173 △173 15 △158 

事業年度中の変動額合計 
(百万円) △173 △173 15 1,425 

平成20年３月31日残高 
(百万円) 139 139 25 33,849 

項 目 配当引当 
積立金

海外事業 
積立金

収用圧縮 
積立金

買換資産 
圧縮積立金

保険差益 
圧縮積立金

別途 
積立金

繰越利益 
剰余金 合計

平成19年３月31日残高 
(百万円) 3,000 5,000 8 72 24 4,400 3,830 16,336 

事業年度中の変動額 

 剰余金の配当 △1,260 △1,260 

 当期純利益 3,037 3,037 

 自己株式の処分 △18 △18 

 圧縮積立金の取崩額 △1 △5 △1 8 ― 

 配当引当積立金の積立 600 △600 ― 

 海外事業積立金の積立 1,000 △1,000 ― 

 別途積立金の積立 1,200 △1,200 ― 

事業年度中の変動額合計 
(百万円) 600 1,000 △1 △5 △1 1,200 △1,032 1,759 

平成20年３月31日残高 
(百万円) 3,600 6,000 6 67 23 5,600 2,798 18,096 
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重要な会計方針 
  

 
  

(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

前事業年度
(自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日) 

当事業年度

１ 有価証券の評価基準及び評価方法  
 (1) 満期保有目的の債券 
    償却原価法(定額法)によっております。 
 (2) 子会社株式等及び関連会社株式 
    移動平均法による原価法によっております。 

１ 有価証券の評価基準及び評価方法 
 (1) 満期保有目的の債券 
    同左 
 (2) 子会社株式等及び関連会社株式 
    同左 

 (3) その他有価証券 
    時価のあるもの 

   決算期末日の市場価格等に基づく時価法
(評価差額は全部純資産直入法により処理
し、売却原価は移動平均法により算定)によ
っております。 

 (3) その他有価証券 
    時価のあるもの 

   同左 

 時価のないもの 
   移動平均法による原価法によっておりま

す。 

    時価のないもの 
   同左 

２ たな卸資産の評価基準及び評価方法 
   製品、原材料、仕掛品、貯蔵品とも移動平均法に
よる原価法を採用しております。 

２ たな卸資産の評価基準及び評価方法 
同左 

３ 固定資産の減価償却の方法 
 (1) 有形固定資産 

 定率法によっております。 
   ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物
(建物附属設備を除く。)については、定額法を採
用しております。 

   耐用年数及び残存価額については、法人税法に
規定する方法と同一の基準によっております。 

   なお、取得価額が10万円以上20万円未満の少額
減価償却資産については、取得時に全額費用処理
する方法を採用しております。 

３ 固定資産の減価償却の方法 
 (1) 有形固定資産 

 定率法によっております。 
   ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物
(建物附属設備を除く。)については、定額法を採
用しております。 

   耐用年数及び残存価額については、法人税法に
規定する方法と同一の基準によっております。 

   なお、取得価額が10万円以上20万円未満の少額
減価償却資産については、取得時に全額費用処理
する方法を採用しております。 

   (会計方針の変更) 
   法人税法の改正((所得税法等の一部を改正する
法律 平成19年３月30日 法律第６号)及び(法人
税法施行令の一部を改正する政令 平成19年３月
30日 政令第83号))に伴い、当事業年度より、平
成19年４月１日以降に取得した有形固定資産につ
いて、改正後の法人税法に基づく減価償却の方法
に変更しております。 

   これにより税引前当期純利益が113百万円減少
しております。 

   (追加情報) 
   法人税法の改正に伴い、平成19年３月31日以前
に取得した資産については、改正前の法人税法に
基づく減価償却の方法の適用により取得価額の
５％に到達した事業年度の翌事業年度より、取得
価額の５％相当額と備忘価額との差額を５年間に
わたり均等償却し、減価償却費に含めて計上して
おります。 

   これにより税引前当期純利益が212百万円減少
しております。 
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(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

前事業年度
(自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日) 

当事業年度

 (2) 無形固定資産 
    定額法によっております。 
   耐用年数については、法人税法に規定する方法
と同一の基準によっております。 

   なお、ソフトウェア(自社利用分)については、
社内における利用可能期間(５年)に基づく定額法
を採用しております。 

 (2) 無形固定資産 
    同左 

４ 引当金の計上基準 
 (1) 貸倒引当金 
    貸倒損失に備えるため、下記の基準に基づき計

上しております。 
  ① 一般債権 
     貸倒実績率によっております。 
  ② 貸倒懸念債権及び破産更生債権 
     財務内容評価法によっております。 

４ 引当金の計上基準 
 (1) 貸倒引当金 
    貸倒損失に備えるため、下記の基準に基づき計

上しております。 
  ① 一般債権 
     同左 
  ② 貸倒懸念債権及び破産更生債権 
     同左 

 (2) 賞与引当金 
   従業員への賞与の支払いに備えるため、従業員
に対する賞与の支給見込額のうち、当事業年度に
帰属する額を計上しております。 

 (2) 賞与引当金 
    同左 

 (3) 役員賞与引当金 
   役員に対して支給する賞与の支出に充てるた
め、当事業年度における支給見込額に基づき、当
事業年度に見合う分を計上しております。 

   (会計方針の変更) 
   当事業年度より「役員賞与に関する会計基準」
(企業会計基準委員会 平成17年11月29日 企業
会計基準第４号)を適用しております。 

   これにより税引前当期純利益は30百万円減少し
ております。 

 (3) 役員賞与引当金 
   役員に対して支給する賞与の支出に充てるた
め、当事業年度における支給見込額に基づき、当
事業年度に見合う分を計上しております。 

 (4) 退職給付引当金 
   従業員等の退職給付に備えるため、当事業年度
末における退職給付債務及び年金資産の見込額に
基づき、当事業年度末において発生していると認
められる額を計上しております。 

    
    
    
    
    
   数理計算上の差異は、各事業年度の発生時にお
ける従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数
(10年)による定額法により按分した額をそれぞれ
発生時の翌事業年度から費用処理することとして
おります。 

   過去勤務債務は、その発生時の従業員の平均残
存勤務期間以内の一定の年数(10年)による定額法
により費用処理することとしております。 

 (4) 退職給付引当金 
   従業員等の退職給付に備えるため、当事業年度
末における退職給付債務及び年金資産の見込額に
基づき、当事業年度末において発生していると認
められる額を計上しております。 

   年金資産見込額が退職給付債務見込額に未認識
数理計算上の差異を加減した額を下回る場合に
は、当該差異を退職給付引当金として計上し、上
回る場合には当該超過額を前払年金費用として計
上しております。 

   数理計算上の差異は、各事業年度の発生時にお
ける従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数
(10年)による定額法により按分した額をそれぞれ
発生時の翌事業年度から費用処理することとして
おります。 

   過去勤務債務は、その発生時の従業員の平均残
存勤務期間以内の一定の年数(10年)による定額法
により費用処理することとしております。 

 (5) 投資損失引当金 
   投資有価証券及び関係会社株式等の価値の減少
による損失に備えるため、投資先の財政状態等を
勘案し、個別検討による必要額を計上しておりま
す。 

 (5) 投資損失引当金 
    同左 
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(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

前事業年度
(自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日) 

当事業年度

 (6) 債務保証損失引当金 
   関係会社への債務保証の損失に備えるため、保
証先の資産内容等を勘案して計上しております。 

 (6) 債務保証損失引当金 
    同左 

 (7) 役員退職慰労引当金 
   役員の退職慰労金支給に備えるため、内規に基
づく事業年度末要支給額を計上しております。 

 (7) 役員退職慰労引当金 
   同左 

５ リース取引の処理方法 
   リース物件の所有権が借主に移転すると認めら
れるもの以外のファイナンス・リース取引につい
ては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計
処理によっております。 

５ リース取引の処理方法 
    同左 

６ 重要なヘッジ会計の方法 
 (1) ヘッジ会計の方法 
   金利スワップについては特例処理の要件を満た
しているため、特例処理を採用しております。 

６ 重要なヘッジ会計の方法 
 (1) ヘッジ会計の方法 
    同左 

 (2) ヘッジ手段 
    金利スワップ 

 (2) ヘッジ手段 
    同左 

 (3) ヘッジ対象 
    借入金利息 

 (3) ヘッジ対象 
    同左 

 (4) ヘッジ方針 
   デリバティブ取引についての基本方針は経営会
議で決定され、取引権限及び取引限度額を定めた
社内管理規定を設け、金利変動リスクを回避する
目的で、金利スワップ取引を利用することとして
おります。 

 (4) ヘッジ方針 
    同左 

 (5) ヘッジ有効性評価の方法 
   金利スワップについては、特例処理の要件を満
たしているため、ヘッジ有効性判定を省略してお
ります。 

 (5) ヘッジ有効性評価の方法 
    同左 

７ その他財務諸表作成のための重要な事項 
   消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によ
っております。 

７ その他財務諸表作成のための重要な事項 
    同左 

6462/2008年-93-



(会計処理の変更) 
  

 
  

(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

前事業年度
(自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日) 

当事業年度

 (貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等) 
当事業年度から「貸借対照表の純資産の部の表示に関
する会計基準」(企業会計基準委員会 平成17年12月９
日 企業会計基準第５号)及び「貸借対照表の純資産の
部の表示に関する会計基準等の適用指針」(企業会計基
準委員会 平成17年12月９日 企業会計基準適用指針第
８号)を適用しております。 
従来の「資本の部」の合計に相当する金額は32,413百
万円であります。 
なお、財務諸表等規則の改正により、当事業年度にお
ける財務諸表は、改正後の財務諸表等規則により作成し
ております。 

        ─────── 

 (自己株式及び準備金の額の減少等に関する会計基準
等の一部改正) 
当事業年度から、改正後の「自己株式及び準備金の額
の減少等に関する会計基準」(企業会計基準委員会 最
終改正平成18年８月11日 企業会計基準第１号)及び
「自己株式及び準備金の額の減少等に関する会計基準の
適用指針」(企業会計基準委員会 最終改正平成18年８
月11日 企業会計基準適用指針第２号)を適用しており
ます。 
これによる損益に与える影響はありません。 
なお、財務諸表等規則の改正により、当事業年度にお
ける財務諸表は、改正後の財務諸表等規則により作成し
ております。 

        ─────── 

 (ストック・オプション等に関する会計基準等) 
当事業年度から「ストック・オプション等に関する会
計基準」(企業会計基準委員会 平成17年12月27日 企
業会計基準第８号)及び「ストック・オプション等に関
する会計基準の適用指針」(企業会計基準委員会 最終
改正平成18年５月31日 企業会計基準適用指針第11号)
を適用しております。 
これにより税引前当期純利益が10百万円減少しており
ます。 

        ─────── 
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注記事項 

(貸借対照表関係) 
  

 
  

前事業年度 
(平成19年３月31日)

当事業年度 
(平成20年３月31日)

※１ 減価償却累計額 

 
有形固定資産 51,526百万円

※１ 減価償却累計額 

 
有形固定資産 54,003百万円

※２ 関係会社に係る主な資産及び負債 
   区分掲記されたもの以外で各科目に含まれている

関係会社に対するものは下記のとおりでありま
す。 

 

売掛金 5,135百万円
前渡金 445 
その他の流動資産 811 
買掛金 2,317 
預り金 1,914 
設備関係支払手形 203 

※２ 関係会社に係る主な資産及び負債 
   区分掲記されたもの以外で各科目に含まれている

関係会社に対するものは下記のとおりでありま
す。 

 

売掛金 5,080百万円
その他の流動資産 379 
支払手形 18 
買掛金 2,004 
預り金 1,936 

※  偶発債務 
   下記のとおり銀行借入保証を行っております。 
   なお、金額は当社の実質保証額であります。 

   

保証先 保証額(債務保証損失 
引当金控除後)

保証債務 
従業員住宅ローン 
保証残高 117百万円 

理研汽車配件(武漢)有限
公司借入金保証残高 1,450 

合計 1,567 

※  偶発債務 
   下記のとおり銀行借入保証を行っております。 
   なお、金額は当社の実質保証額であります。 

   

保証先 保証額(債務保証損失 
引当金控除後)

保証債務 
従業員住宅ローン 
保証残高 101百万円 

理研汽車配件(武漢)有限
公司借入金保証残高 1,223 

合計 1,324 

※ 輸出為替手形(信用状なし)割引高は８百万円であり
ます。 

※        ─────── 

※３ 事業年度末日満期手形 
    事業年度末日満期手形の会計処理については、

手形交換日をもって決済処理をしております。 
    なお、当事業年度末日が金融機関の休日であっ

たため、次の事業年度末日満期手形が、事業年度
末残高に含まれております。 

 

受取手形 148百万円
支払手形 601百万円

※３       ─────── 
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(損益計算書関係) 
  

 
  

(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

前事業年度
(自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日) 

当事業年度

※１ 他勘定振替高の内訳は下記のとおりであります。 

 

たな卸資産廃却損計上高 37百万円
その他振替高 3 

計 40 

※１ 他勘定振替高の内訳は下記のとおりであります。 

 

たな卸資産廃却損計上高 38百万円
その他振替高 10 

計 48 
※２ このうちには、関係会社への売上高16,482百万円

及び関係会社からの仕入高25,812百万円が含まれ
ております。 

※２ このうちには、関係会社への売上高15,980百万円
及び関係会社からの仕入高24,198百万円が含まれ
ております。 

※３ 営業外収益には、関係会社との取引高の受取配当
金498百万円及び技術料収入373百万円が含まれて
おります。 

※３ 営業外収益には、関係会社からの受取配当金  
677百万円及び技術料収入460百万円が含まれてお
ります。 

※４ 固定資産売却益の内訳は下記のとおりでありま
す。 

 
   固定資産廃却損の内訳は下記のとおりでありま

す。 

 

機械及び装置 1百万円
工具 1 

計 3 

建物 16百万円
機械及び装置 35 
その他 13 

計 66 

※４ 固定資産売却損の内訳は下記のとおりでありま
す。 

 
   固定資産廃却損の内訳は下記のとおりでありま

す。 

 

機械及び装置 3百万円
工具 △1 

計 1 

建物 21百万円
構築物 2 
機械及び装置 50 
車両運搬具 0 
工具 5 
器具 1 
備品 0 

計 81 
※５ 研究開発費の総額 
   一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発

費 

 
1,336百万円

※５ 研究開発費の総額 
   一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発

費 

 
1,421百万円
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(株主資本等変動計算書関係) 

前事業年度 (自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

１ 自己株式に関する事項 

 (注) １ 普通株式の自己株式の増加は、市場買付け836,000株と単元未満株式の買取り59,457株によるものでありま
す。 

２ 普通株式の自己株式の減少は、新株予約権等の権利行使370,000株と単元未満株式の買増請求2,096株による
ものであります。 

  

当事業年度 (自 平成19年４月１日 至 平成20年３月31日) 

１ 自己株式に関する事項 

 (注) １ 普通株式の自己株式の増加は、市場買付け454,000株と単元未満株式の買取り48,268株によるものでありま
す。 

２ 普通株式の自己株式の減少は、新株予約権等の権利行使72,000株と単元未満株式の買増請求6,954株による
ものであります。 

  

 

(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

前事業年度
(自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日) 

当事業年度

※６ 減損損失 
 当社は、以下の資産グループについて減損損失を計上
しました。 

 
 (経緯) 
 上記の資産は遊休状態であり、今後の利用計画がない
ため、減損損失を認識しました。 
 (グルーピング) 
 管理会計上の区分を基本とし、将来の使用見込みがな
い遊休資産については個々の資産単位でグルーピングし
ております。 
 (回収可能評価額の算定方法等) 
 正味売却価額、不動産鑑定評価基準 

用途 種類 場所
金額 

（百万円）
遊休 建物 新潟県柏崎市 3 
遊休 機械及び装置 新潟県柏崎市 53 
遊休 機械及び装置 埼玉県熊谷市 17 
遊休 器具 新潟県柏崎市 30 

合計 106 

※６ 減損損失 
 当社は、以下の資産グループについて減損損失を計上
しました。 

 
 (経緯) 
   同左 
  
 (グルーピング) 
   同左 
 
  
 (回収可能評価額の算定方法等) 
   同左 

用途 種類 場所
金額 

（百万円）
遊休 機械及び装置 新潟県柏崎市 3 

合計 3 

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株) 966,396 895,457 372,096 1,489,757 

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株) 1,489,757 502,268 78,954 1,913,071 
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次へ 

(リース取引関係) 
  

 
  

(有価証券関係) 

前事業年度 (自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

 子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 

  該当事項はありません。 
  

当事業年度 (自 平成19年４月１日 至 平成20年３月31日) 

 子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 

  該当事項はありません。 

  

(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

前事業年度
(自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日) 

当事業年度

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの
以外のファイナンス・リース取引に係る注記 
１ リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当
額及び期末残高相当額 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの
以外のファイナンス・リース取引に係る注記 
１ リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当
額及び期末残高相当額 

 
(注) 取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が有
形固定資産の期末残高等に占める割合が低いため、
支払利子込み法により算定しております。 

取得価額 
相当額 
(百万円)

減価償却累 
計額相当額 
(百万円)

期末残高 
相当額 
(百万円)

機械及び 
装置 1,080 868 212 

車両運搬具 41 27 14 

工具・ 
器具・備品 59 37 21 

ソフト 
ウェア 13 7 5 

合計 1,194 940 253 
 

同左 

取得価額 
相当額 
(百万円)

減価償却累 
計額相当額 
(百万円)

期末残高 
相当額 
(百万円)

機械及び 
装置 1,080 976 103 

車両運搬具 34 27 6 

工具・ 
器具・備品 59 35 23 

ソフト 
ウェア 8 4 3 

合計 1,181 1,043 137 

２ 未経過リース料期末残高相当額 

 
(注) 未経過リース料期末残高相当額は、未経過リース
料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占める割
合が低いため、支払利子込み法により算定しており
ます。 

１年以内 128百万円
１ 年 超 125 
 合計 253 

２ 未経過リース料期末残高相当額 

 
同左 

１年以内 98百万円
１ 年 超 39 
 合計 137 

３ 支払リース料及び減価償却費相当額 

 

支払リース料 134百万円
減価償却費相当額 134 

３ 支払リース料及び減価償却費相当額 

 

支払リース料 129百万円
減価償却費相当額 129 

４ 減価償却費相当額の算定方法 
  リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定
額法によっております。 

４ 減価償却費相当額の算定方法 
同左 

(減損損失について) 
 リース資産に配分された減損損失はありません。 

(減損損失について) 
同左 
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(税効果会計関係) 
  

 
  

前事業年度 
(平成19年３月31日)

当事業年度 
(平成20年３月31日)

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別
の内訳 

(繰延税金資産) 

   

① 流動資産 賞与引当金 568百万円 
未払事業税 57
その他 86

計 712

② 固定資産 退職給付引当金 5,541百万円 
減価償却 52
関係会社投融資 
引当金等 811

役員退職慰労引当金 146
その他 20
評価性引当額 △811
繰延税金負債(固定) 
との相殺 △1,655

計 4,106

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別
の内訳 

(繰延税金資産) 

   

① 流動資産 賞与引当金 584百万円 
未払事業税 32
その他 87

計 704

② 固定資産 退職給付引当金 5,153百万円 
減価償却 44
関係会社投融資 
引当金等 741

その他 15
評価性引当額 △741
繰延税金負債(固定) 
との相殺 △1,583

計 3,630

(繰延税金負債) 

 

固定負債 退職給付信託 
設定益等 △1,465百万円 

買換資産圧縮積立金 △49
収用圧縮積立金 △5
保険差益圧縮積立金 △16
その他 △117
繰延税金資産(固定) 
との相殺 1,655

計 ―

(繰延税金負債) 

 

固定負債 退職給付信託 
設定益等 △1,465百万円 

買換資産圧縮積立金 △46
収用圧縮積立金 △4
保険差益圧縮積立金 △15
その他 △50
繰延税金資産(固定) 
との相殺 1,583

計 ―

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担
率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

 

法定実効税率 40.5％
(調整) 
交際費等永久に損金に算入されない項目 0.3 
受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △1.5 
住民税均等割額 0.3 
関係会社引当金等 △1.1 
貸倒引当金 0.0 
その他 0.0 
税効果会計適用後の法人税等の負担率 38.5 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担
率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

 

法定実効税率 40.5％
(調整) 
交際費等永久に損金に算入されない項目 0.4 
受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △2.6 
住民税均等割額 0.5 
関係会社投融資引当金等 △4.2 
役員退職慰労引当金 △0.4 
その他 1.0 
税効果会計適用後の法人税等の負担率 35.2 
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(１株当たり情報) 
  

 
  
(注）１ １株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 
  

(注）２ １株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりでありま
す。 

 
  

(重要な後発事象) 

該当事項はありません。 

  

(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

前事業年度
(自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日) 

当事業年度

１株当たり純資産額 308.72円 １株当たり純資産額 323.45円 

１株当たり当期純利益 38.01円 １株当たり当期純利益 28.93円 

潜在株式調整後  
１株当たり当期純利益 37.97円 潜在株式調整後 １株当たり当期純利益 ─円 

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について
は、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため
記載しておりません。 

(平成19年３月31日) 
前事業年度

(平成20年３月31日) 
当事業年度

貸借対照表の純資産の部の合計額(百万円) 32,424 33,849 

貸借対照表の純資産の部の合計額から 
控除する額(百万円) 
新株予約権 

 
 
10 

 
 
25 

普通株式に係る事業年度末の純資産額(百万円) 32,413 33,823 

１株当たり純資産額の算定に用いられた 
事業年度末の普通株式の数(千株) 104,994 104,571 

(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

前事業年度
(自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日) 

当事業年度

損益計算書上の当期純利益(百万円) 4,006 3,037 

普通株式に係る当期純利益(百万円) 4,006 3,037 

普通株主に帰属しない金額(百万円) ─ ─ 

普通株式の期中平均株式数(千株) 105,399 104,991 

潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定に
用いられた普通株式増加数の内容(千株) 
新株予約権 

 
 

125 

 
 
─ 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１
株当たり当期純利益の算定に含めなかった潜在
株式の概要 

新株予約権１種類(新株予約権
の数279個)。これらの詳細は、
「新株予約権等の状況」「スト
ック・オプション制度の内容」
に記載のとおりであります。 

新株予約権２種類(新株予約権
の数291個)。これらの詳細は、
「新株予約権等の状況」「スト
ック・オプション制度の内容」
に記載のとおりであります。 
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④ 【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

【株式】 
  

 
  

【その他】 
  

 
  

銘柄 株式数(株) 貸借対照表計上額 
(百万円)

投資 
有価証券

その他 
有価証券 ㈱Ｔ＆Ｄホールディングス 27,700 144 

三井トラスト・ホールディングス㈱ 98,758 59 

ボッシュ㈱ 117,711 47 

大同興業㈱ 611,000 44 

㈱共立 144,900 32 

エスエスユニオン㈱ 600 30 

㈱損害保険ジャパン 31,500 27 

理研製綱㈱ 100,000 21 

三菱重工業㈱ 41,250 17 

サンコール㈱ 29,295 13 

その他(39銘柄) 405,689 90 

計 1,608,403 529 

種類及び銘柄 投資口数等 
(口)

貸借対照表計上額 
(百万円)

投資 
有価証券

その他 
有価証券 (出資証券) 

独立行政法人日本原子力研究開発機構 
出資証券 1 0 

独立行政法人理化学研究所出資証券 1 0 

計 2 0 
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【有形固定資産等明細表】 
  

 
(注) １ 当期の増加のうち主なものは、次のとおりであります。 

   
２ 当期の減少のうち主なものは、次のとおりであります。 

 
  なお、当期減少額のうち（）内は内書きで、減損損失の計上額であります。 
  
３ 当期中の有形固定資産の本勘定の増加額は、一部を除き建設仮勘定から振替えたものであります。 
  
４ 投資その他の資産の長期前払費用については、契約期間等により毎期均等額を償却しております。 

  

資産の種類 前期末残高 
(百万円)

当期増加額 
(百万円)

当期減少額 
(百万円)

当期末残高 
(百万円)

当期末減価 
償却累計額 
又は償却累
計額 
(百万円)

当期償却額 
(百万円)

差引当期末 
残高 
(百万円)

有形固定資産 

 建物 17,134 862 205 17,791 11,728 541 6,062 

 構築物 2,351 41 8 2,384 1,821 83 563 

 機械及び装置 42,272 2,856 885 
(3) 44,243 33,393 2,579 10,849 

 車両運搬具 175 25 2 197 156 15 41 

 工具 4,932 149 133 4,948 4,592 258 356 

 器具 2,128 273 112 2,289 1,857 177 432 

 備品 497 83 7 572 454 41 118 

 土地 1,356 ─ ─ 1,356 ─ ─ 1,356 

 建設仮勘定 643 5,276 4,291 1,627 ─ ─ 1,627 

有形固定資産計 71,491 9,568 5,646 
(3) 75,412 54,003 3,697 21,408 

無形固定資産 

 借地権 39 ─ ─ 39 ─ ─ 39 

 ソフトウエア 269 52 163 157 60 43 97 
 電気瓦斯供給施設 
 利用権 18 ─ ─ 18 11 1 6 

 電話施設利用権 17 ─ ─ 17 ─ ─ 17 

 ソフトウエア仮勘定 ─ 58 ─ 58 ─ ─ 58 

無形固定資産計 344 111 163 291 71 44 219 

長期前払費用 102 2 11 92 72 14 20 

建物 ピストンリング部品関係設備 柏崎事業所 95百万円
建物 素形材部品関係設備 柏崎事業所 60百万円
建物 耐震補強関係設備 柏崎事業所 121百万円
建物 電力供給関係設備 柏崎事業所 398百万円
建物 精機部品関係設備 熊谷事業所 107百万円
機械及び装置 ピストンリング部品関係設備 柏崎事業所 1,780百万円
機械及び装置 精機部品関係設備 柏崎事業所 50百万円
機械及び装置 素形材部品関係設備 柏崎事業所 182百万円
機械及び装置 精機部品関係設備 熊谷事業所 610百万円

機械及び装置 ピストンリング部品関係設備 柏崎事業所 227百万円
機械及び装置 素形材部品関係設備 柏崎事業所 89百万円
機械及び装置 精機部品関係設備 柏崎事業所 81百万円
機械及び装置 精機部品関係設備 熊谷事業所 252百万円
機械及び装置 配管機器部品関係設備 熊谷事業所 51百万円
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【引当金明細表】 
  

 
(注) １ 貸倒引当金の当期減少額(その他)は、債権を回収したことによる戻入６百万円であります。 

２ 債務保証損失引当金の当期減少額(その他)は、債権を回収したことによる戻入165百万円であります。 

  

区分 前期末残高 
(百万円)

当期増加額 
(百万円)

当期減少額 
(目的使用) 
(百万円)

当期減少額 
(その他) 
(百万円)

当期末残高 
(百万円)

貸倒引当金 (注)１ 80 ─ ─ 6 74 

賞与引当金 1,403 1,442 1,403 ─ 1,442 

役員賞与引当金 30 40 40 ─ 30 

投資損失引当金 473 ─ 323 ─ 150 

債務保証損失引当金 (注)２ 252 ─ ─ 165 86 

役員退職慰労引当金 362 96 144 ─ 313 
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(2) 【主な資産及び負債の内容】 

平成20年３月31日現在における主な資産・負債の内容は次のとおりであります。 

イ 資産の部 

流動資産 

ａ 現金及び預金 
  

 
  

ｂ 受取手形 
  

 
  

種類 金額(百万円)

現金 11 

預金 

当座預金 1,502 

普通預金 367 

別段預金 7 

小計 1,877 

合計 1,889 

相手先 金額(百万円)

粟井機鋼㈱ 1,169 

エスエスユニオン㈱ 339 

明石機械工業㈱ 250 

三井造船㈱ 123 

ジヤトコ㈱ 109 

その他 510 

合計 2,503 
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(注) 期日別内訳 
  

 
  

ｃ 売掛金 
イ 相手先別内訳 

  

 
  

ロ 滞留及び回収状況 
  

 
(注) 消費税等の会計処理は税抜方式を採用しておりますが、期中発生額及び期中回収額には消費税等が含まれてお

ります。 

  

満期日 金額(百万円)

平成20年４月満期 566 

  〃  ５月 〃  534 

  〃  ６月 〃 572 

  〃  ７月 〃 458 

  〃  ８月 〃 192 

  〃  ９月以降満期 180 

合計 2,503 

相手先 金額(百万円)

スズキ㈱ 2,436 

本田技研工業㈱ 1,665 

ユーロリケン社 1,167 

サイアムリケン社 1,130 

リケンオブアメリカ社 934 

その他 12,284 

合計 19,619 

前期末残高(イ) 
(百万円)

当期発生高(ロ) 
(百万円)

当期回収高(ハ) 
(百万円)

当期末残高(ニ) 
(百万円)

 

回収率(％)
(ハ)

(イ)＋(ロ)  

平均滞留期間(ヶ月)
〔(イ)＋(ニ)〕÷２

(ロ)÷12

売掛金 19,547 80,358 80,286 19,619 80.4 2.92 
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ｄ 製品 
  

 
  

ｅ 原材料 
  

 
  

ｆ 仕掛品 
  

 
  

品名 金額(百万円)

ピストンリング 1,546 

その他のエンジン部品 643 

配管機材 438 

高級鋳鉄品 111 

プラントその他 33 

合計 2,773 

品名 金額(百万円)

リング素材 333 

合金鉄 55 

銑鉄・鋼屑 6 

その他 388 

合計 784 

品名 金額(百万円)

ピストンリング 1,445 

その他のエンジン部品 465 

配管機材 342 

高級鋳鉄品 183 

プラントその他 305 

合計 2,742 
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ｇ 関係会社株式 
  

 
  

ｈ 繰延税金資産(固定資産) 

(税効果会計関係)に記載しております。 

  

銘柄 金額(百万円)

リケンコーポレーションオブアメリカ社 3,478 

台湾理研工業股份有限公司 548 

P.T.パカルティリケンインドネシア 300 

サイアムリケン社 207 

㈱リケンキャステック 193 

その他 736 

合計 5,463 
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ロ 負債の部 

流動負債 

ａ 支払手形 
  

 
  

(注) 期日別内訳 
  

 
  

ｂ 買掛金 
  

 
  

相手先 金額(百万円)

㈱神戸製鋼所 294 

㈱片岡機械製作所 155 

㈱ジェクト 114 

ブラザー精密工業㈱ 93 

シモダ産業㈱ 86 

その他 1,669 

合計 2,414 

満期日 金額(百万円)

平成20年４月満期 420 

  〃  ５月 〃  387 

  〃  ６月 〃 813 

  〃  ７月 〃 634 

  〃  ８月 〃 93 

  〃  ９月以降満期 63 

合計 2,414 

相手先 金額(百万円)

㈱リケンキャステック 1,002 

日立金属アドメット㈱ 789 

日本アイ・ティ・エフ㈱ 370 

トクセン工業㈱ 338 

理研機械㈱ 317 

その他 7,710 

合計 10,528 
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ｃ 短期借入金 
  

 
  

ｄ １年内返済予定の長期借入金 
  

 
  

固定負債 

ｅ 長期借入金 
  

 
  

(3) 【その他】 

該当事項はありません。 

  

借入先 金額(百万円)

㈱みずほコーポレート銀行 1,560 

㈱三菱東京ＵＦＪ銀行 1,092 

㈱第四銀行 537 

㈱三井住友銀行 262 

三菱ＵＦＪ信託銀行㈱ 99 

中央三井信託銀行㈱ 87 

合計 3,640 

借入先 金額(百万円)

㈱三菱東京ＵＦＪ銀行 1,650 

㈱みずほコーポレート銀行 1,265 

㈱第四銀行 550 

日本生命保険相互会社 400 

㈱三井住友銀行 385 

その他 0 

合計 4,250 

借入先 金額(百万円)

㈱みずほコーポレート銀行 1,550 

日本生命保険相互会社 1,200 

㈱三菱東京ＵＦＪ銀行 1,050 

㈱第四銀行 500 

三菱ＵＦＪ信託銀行㈱ 450 

その他 253 

合計 5,003 
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第６ 【提出会社の株式事務の概要】 

 
  

事業年度 ４月１日から３月31日まで 

定時株主総会 ６月中 

基準日 ３月31日 

株券の種類 １株券、10株券、50株券、100株券、500株券、1,000株券、10,000株券、 
及び100,000株券並びに必要あるときは100株未満の株数を表示した株券 

剰余金の配当の基準日 ９月30日 
３月31日 

１単元の株式数 1,000株 

株式の名義書換え 

  取扱場所 東京都港区芝三丁目33番１号 
中央三井信託銀行株式会社 本店 

  株主名簿管理人 東京都港区芝三丁目33番１号 
中央三井信託銀行株式会社 

  取次所 中央三井信託銀行株式会社 全国各支店 
日本証券代行株式会社 本店及び全国各支店 

  名義書換手数料 無料 

  新券交付手数料 無料 

単元未満株式の買取り・ 
買増し 

  取扱場所 東京都港区芝三丁目33番１号 
中央三井信託銀行株式会社 本店 

  株主名簿管理人 東京都港区芝三丁目33番１号 
中央三井信託銀行株式会社 

  取次所 中央三井信託銀行株式会社 全国各支店 
日本証券代行株式会社 本店及び全国各支店 

  買取・買増手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額 

公告掲載方法 

当会社の公告方法は、電子公告とする。ただし、事故その他やむを得ない理由によっ
て電子公告による公告をすることができない場合には、日本経済新聞に掲載して行
う。なお、電子公告は当社ホームページに掲載しており、そのアドレスは次のとおり
です。 
 http://www.riken.co.jp/ 

株主に対する特典 なし 
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第７ 【提出会社の参考情報】 

１ 【提出会社の親会社等の情報】 

当社には、親会社等はありません。 

  

２ 【その他の参考情報】 

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  

 
  

(1) 自己株券買付状況報告書 報告期間 自 平成19年３月１日 
至 平成19年３月31日 

平成19年４月５日  
関東財務局長に提出。 

(2) 自己株券買付状況報告書 報告期間 自 平成19年４月１日 
至 平成19年４月30日 

平成19年５月10日  
関東財務局長に提出。 

(3) 半期報告書の訂正報告書 (第82期中) 自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日 

平成19年６月５日  
関東財務局長に提出。 

(4) 有価証券報告書の 
訂正報告書 

事業年度  
(第82期) 

自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日 

平成19年６月５日  
関東財務局長に提出。 

(5) 半期報告書の訂正報告書 (第83期中) 自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日 

平成19年６月５日  
関東財務局長に提出。 

(6) 自己株券買付状況報告書 報告期間 自 平成19年５月１日 
至 平成19年５月31日 

平成19年６月６日  
関東財務局長に提出。 

(7) 有価証券報告書及び 
その添付書類 

事業年度 
(第83期) 

自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日 

平成19年６月28日 
関東財務局長に提出。 

(8) 自己株券買付状況報告書 報告期間 自 平成19年６月１日 
至 平成19年６月30日 

平成19年７月５日 
関東財務局長に提出。 

(9) 自己株券買付状況報告書の 
訂正報告書 

報告期間 自 平成19年６月１日 
至 平成19年６月30日 

平成19年７月５日  
関東財務局長に提出。 

(10) 有価証券報告書の 
訂正報告書 

事業年度  
(第83期) 

自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日 

平成19年10月10日  
関東財務局長に提出。 

(11) 臨時報告書 金融商品取引法第24条の５第４項及び
企業内容等の開示に関する内閣府令第
19条第２項第12号、第13号並びに第19
号の規定に基づく臨時報告書でありま
す。 

平成19年10月18日  
関東財務局長に提出。 

(12) 半期報告書 (第84期中) 自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日 

平成19年12月19日  
関東財務局長に提出。 

(13) 自己株券買付状況報告書 報告期間 自 平成20年３月19日 
至 平成20年３月31日 

平成20年４月15日 
関東財務局長に提出。 

(14) 自己株券買付状況報告書 報告期間 自 平成20年４月１日 
至 平成20年４月30日 

平成20年５月９日 
関東財務局長に提出。 

(15) 自己株券買付状況報告書 報告期間 自 平成20年５月１日 
至 平成20年５月31日 

平成20年６月11日 
関東財務局長に提出。 
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】 

該当事項はありません。 
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独立監査人の監査報告書 
 

  

平成19年６月28日

株式会社リケン 

取締役会 御中 

 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている株式会社リケンの平成18年４月１日から平成19年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すな

わち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び

連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は

独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めて

いる。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によっ

て行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人

は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準

拠して、株式会社リケン及び連結子会社の平成19年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連

結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているもの

と認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 
  

 

新日本監査法人

指 定 社 員 
業務執行社員 公認会計士 寺  尾  仁  之  ㊞ 

指 定 社 員 
業務執行社員 公認会計士 里  村    豊    ㊞ 

※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会
社)が別途保管しております。 
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独立監査人の監査報告書 
 

  

平成20年６月24日

株式会社リケン 

取締役会 御中 

 

  
 

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」

に掲げられている株式会社リケンの平成19年４月１日から平成20年３月31日までの連結会計年度の連結財務

諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー

計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法

人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めて

いる。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によっ

て行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人

は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準

拠して、株式会社リケン及び連結子会社の平成20年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連

結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているもの

と認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 
  

 

新日本監査法人

指 定 社 員 
業務執行社員 公認会計士 田  口  茂  雄  ㊞ 

指 定 社 員 
業務執行社員 公認会計士 由  良  知  久  ㊞ 

※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会
社)が別途保管しております。 
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独立監査人の監査報告書 
 

  

平成19年６月28日

株式会社リケン 

取締役会 御中 

 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている株式会社リケンの平成18年４月１日から平成19年３月31日までの第83期事業年度の財務諸表、すなわ

ち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表

の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにあ

る。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めてい

る。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって

行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監

査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、株式会社リケンの平成19年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をす

べての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 
  

 
  

新日本監査法人

指 定 社 員 
業務執行社員 公認会計士 寺  尾  仁  之  ㊞ 

指 定 社 員 
業務執行社員 公認会計士 里  村    豊    ㊞ 

※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会
社)が別途保管しております。 
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独立監査人の監査報告書 
 

  

平成20年６月24日

株式会社リケン 

取締役会 御中 

 

  
 

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」

に掲げられている株式会社リケンの平成19年４月１日から平成20年３月31日までの第84期事業年度の財務諸

表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。こ

の財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明す

ることにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めてい

る。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって

行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監

査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、株式会社リケンの平成20年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をす

べての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 
  

 
  

新日本監査法人

指 定 社 員 
業務執行社員 公認会計士 田  口  茂  雄  ㊞ 

指 定 社 員 
業務執行社員 公認会計士 由  良  知  久  ㊞ 

※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会
社)が別途保管しております。 
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